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資料１

平成３０年度障害福祉サービス等の報酬改定の
基本的考え方

○障害者の重度化・高齢化によりサービスの利用のニーズが多様化する中、
障害者が地域生活を開始・継続するために必要な支援を受けることができる
よう、在宅生活を支援するサービスの充実を図る。

○障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域が抱える課題に向
き合い、地域で障害者やその家族が安心して生活するため、地域生活支援拠
点等の整備を促進し、その機能の充実・強化を図るとともに、生活の場であ
るグループホームの整備等を進める。
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○医療技術の進歩等を背景として、人工呼吸器等の使用や、たんの吸引など
の医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）が増加している中で、個々の
障害児がその家族の状況やニーズに応じて、地域において必要な支援を受け
ることができるよう、サービス提供体制を確保する。

○ 放課後等デイサービスなどの障害児通所支援については、利用する障害児
が障害特性に応じた適切な支援を受け、生活能力の向上などが図られるよう
、サービスの質を確保し、適切な評価に基づく報酬体系とする。

○長期に入院する精神障害者等の地域移行を進めていくため、地域移行後の
生活の場や、地域生活を支えるためのサービス提供体制の確保などの取組を
強化する。
〇具体的には、地域生活支援拠点等の整備を促進し、その機能の充実・強化
を図るとともに、生活の場であるグループホームを確保し、地域相談支援等
の既存サービスや新たに創設された自立生活援助の活用により、関係機関・
関係者による連携や、サービスを複合的に提供できる体制を強化する。

○障害者がその適正に応じて能力を十分に発揮し、地域で自立した生活を実
現することができるよう、一般就労移行後の定着実績や工賃実績、労働時間
に応じたメリハリのある報酬体系を構築し、就労系障害福祉サービスにおけ
る工賃・賃金向上や一般就労への移行・定着を更に促進する。

○障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加している一方で、一
部の事業所においてサービスの質の低下が見られることが課題となっている
ことや、制度の持続可能性を確保するため、効率的かつ効果的にサービスを
提供できるよう、サービスの質を評価した報酬体系とする。
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各サービスの報酬・基準に係る
見直しの内容

１．新設サービスについて
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共生型サービスについて

〇本来的な指定基準を満たすわけではないため、本来の報酬単価とは区別

〇各加算については、算定要件を満たした場合に算定できる。

〇当該サービスの専門的職員の配置や地域交流の場の提供等の実施を加算で評価

（例）共生型生活介護事業所

サービス管理責任者配置等加算 ５８単位

共生型児童発達支援／共生型放課後等デイサービス

サービス体制強化加算

① 児童発達支援管理責任者を配置 １０３単位

② 保育士又は児童指導員を配置 ７８単位

共生型サービスとは

報酬について

〇介護保険または障害福祉のいずれかの指定を受けている事業所がもう一方の

制度における指定も受けやすくするもの（もう一方の制度の基準を満たすた

めに新たに設備を設けたり支援職員を配置することを要さない）

・障害のある利用者（障害福祉サービスの利用者）が６５歳以上になっても

使いなれた事業所のサービスを利用しやすくなる

・福祉事業所が少ない地域で、限られた人材をうまく活用しながら多様なニ

ーズに対応できるといったメリットが考えられる。
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共生型障害福祉
サービスの種類

共生型障害福祉サービスの指定を受けられる事業所

介護保険の事業所 障害児通所事業所

共生型居宅介護 訪問介護 Ü

共生型重度訪問介護 訪問介護 Ü

共生型生活介護

通所介護
地域密着型通所介護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
介護予防小規模多機能型居宅介護

児童発達支援
放課後等デイサービス

共生型短期入所

短期入所生活介護
介護予防短期入所生活介護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
介護予防小規模多機能型居宅介護

Ü

共生型自立訓練
（機能訓練）

共生型自立訓練
（生活訓練）

通所介護
地域密着型通所介護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
介護予防小規模多機能型居宅介護

Ü

介護保険の事業所、障害児通所支援事業所が共生型として障害福祉サービスを行う場合

共生型障害児通所支援の
種類

共生型障害児通所支援の指定を受けられる事業所

介護保険の事業所 障害福祉サービス事業所

共生型児童発達支援
共生型放課後等デイ
サービス

通所介護
地域密着型通所介護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
介護予防小規模多機能型居宅介護

生活介護

介護保険の事業所、障害福祉サービス事業所が共生型として障害児通所支援を行う場合

障害福祉サービス事業所・障害児通所支援事業所が共生型として介護保険のサービスを
行う場合

共生型（介護保険サービス）
の種類

共生型（介護保険サービス）の指定を受けられる
障害福祉サービス事業所／障害児通所支援事業所

共生型訪問介護
居宅介護
重度訪問介護

共生型通所介護

生活介護
自立訓練（機能訓練）
自立訓練（生活訓練）
児童発達支援
放課後等デイサービス

共生型短期入所生活介護
短期入所
（障害者支援施設の併設型及び空床利用型に限る）
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共生型訪問介護

〇障害者総合支援法に基づく居宅介護、重度訪問介護の指定を受けた事業所で
あれば、基本的に共生型訪問介護の指定を受けられるものとして基準を設定
する。

〇障害福祉制度における障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者や重度訪問
介護従業者養成研修修了者等については、６５歳に至るまでに、これらの研
修修了者に係る障害福祉事業所において障害福祉サービスを利用していた高
齢障害者に対してのみ、サービスを提供できることとする。

〇報酬は、以下の基本的な考え方を踏まえて設定する。この際、障害福祉制度
における障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者に係る取扱い（３０％減
算）等も踏まえる。

（報酬設定の基本的な考え方）
ａ 本来的な介護保険事業所の基準を満たしていないため、本来報酬単価と区別。
ｂ 障害者が高齢者（６５歳）に到達して介護保険に切り替わる際に事業所の

報酬が大きく減ることは、６５歳問題への対応という制度趣旨に照らして適
切ではないことから、概ね障害福祉制度における報酬の水準を担保する。

〇訪問介護事業所に係る加算は、各加算の算定要件を満たした場合に算定できる。

共生型通所介護

〇障害者総合支援法に基づく生活介護、自立訓練、児童福祉法に基づく児童発達
支援、放課後等デイサービスの指定を受けた事業所であれば、基本的に共生型
通所介護の指定を受けられるものとして基準を設定する。

〇報酬は、以下の基本的な考え方を踏まえて設定する。
（報酬設定の基本的な考え方）
ａ 本来的な介護保険事業所の基準を満たしていないため、本来報酬単価と区別。
ｂ 障害者が高齢者（６５歳）に到達して介護保険に切り替わる際に事業所の報

酬が大きく減ることは、６５歳問題への対応という制度趣旨に照らして適切
ではないことから、概ね障害福祉制度における報酬の水準を担保する。

〇報酬は、上記の考え方に基づき設定するとともに、生活相談員（社会福祉士等）
を配置し、かつ、地域との関わりを持つために地域に貢献する活動（地域の交
流の場の提供、認知症カフェ等）を実施している場合に評価する加算を設定する

。

〇通所介護事業所に係る加算は、各加算の算定要件を満たした場合に算定できる。
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共生型短期入所生活介護

〇障害者総合支援法に基づく短期入所（併設型及び空床利用型に限る。）の指定
を受けた事業所であれば、基本的に共生型短期入所生活介護の指定を受けられ
るものとして、基準を設定する。

〇報酬は、以下の基本的な考え方を踏まえて設定する。
（報酬設定の基本的な考え方）
ａ 本来的な介護保険事業所の基準を満たしていないため、本来報酬単価と区別。
ｂ 障害者が高齢者（６５歳）に到達して介護保険に切り替わる際に事業所の報

酬が大きく減ることは、６５歳問題への対応という制度趣旨に照らして適切
ではないことから、概ね障害福祉制度における報酬の水準を担保する。

〇報酬は、上記の考え方に基づき設定するとともに、生活相談員（社会福祉士等）
を配置し、かつ、地域との関わりを持つために地域に貢献する活動（地域の交
流の場の提供、認知症カフェ等）を実施している場合に評価する加算を設定する

。

〇短期入所生活介護事業所に係る加算は、各加算の算定要件を満たした場合に算定
できる。

自立生活援助(創設)

① 障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での一人暮らしに移行した障
害者等で、理解力や生活力等に不安がある者

② 現に一人で暮らしており、自立生活援助による支援が必要な者（※）

③ 障害、疾病等の家族と同居しており（障害者同士で結婚している場合を含む）、家族に
よる支援が見込めないため、実質的に一人暮らしと同様の状況であり、自立生活援助に
よる支援が必要な者（※）

※ 自立生活援助による支援が必要な者
・地域移行支援の対象要件に該当する障害者施設に入所していた者や精神科病院に入院し

ていた者等であり、理解力や生活力を補う観点から、支援が必要と認められる場合

・人間関係や環境の変化等によって、一人暮らしや地域生活を継続することが困難と認め
られる場合（家族の死亡、入退院の繰返し等）

・その他、市町村審査会における個別審査会を経てその必要性を判断した上で適当と認め
られる場合

１．対象者
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① 地域生活支援員
指定自立生活支援事業所ごとに、１以上
なお、利用者の数が25又はその端数を増すごとに１とすることを標準とする。

② サービス管理責任者
・利用者の数が30以下 １以上

・利用者の数が31以上 １に、利用者の数が30を超えて30又はその端数を増すごとに
１を加えて得た数以上

３．職員配置

○ 定期的に利用者の居宅を月２回以上訪問し、
・食事、洗濯、掃除などに課題はないか
・公共料金や家賃に滞納はないか
・体調に変化はないか、通院しているか
・地域住民との関係は良好か
などについて確認を行い、必要な助言や医療機関等との連絡調整を行う。

〇 利用者からの相談・要請があった際は、訪問、電話、メール等による随身対応も行う。

〇 標準利用期間は１年（市町村判断で延長可）

2．支援内容

自立生活援助サービス費（Ⅰ） ※退所等から１年以内の利用者
（１）利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30未満 1,541単位／月
（２）利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30以上 1,083単位／月

自立生活援助サービス費（Ⅱ） ※退所等から１年を超える利用者
（１）利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30未満 1,158単位／月
（２）利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30以上 811単位／月

４．基本報酬・加算

○ 基本報酬

・定期的な居宅訪問を月２回以上行うことを算定要件とする。

・障害者支援施設等から移行した直後（退所等の日から１年以内）の利用者については、
関係機関との調整や地域住民との関係づくりに要する業務量を評価する報酬を設定する

。

・適正なサービス量を提供する観点から、１人の地域生活支援員が支援する利用者数を、
人員基準では「標準として25人」としているが、報酬上は「30人」を超えた場合の報
酬を設定する。
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初回加算（新設） 500単位／回

同行支援加算（新設） 500単位／回

○ 加算
ア 特に支援が必要となる場合等の評価

特に業務量が集中する支援を開始した月及び利用者が居宅から外出した際に支援を行っ
た月については、更に一定単位を加算する。

イ 特別地域加算
中山間地域等に居住する利用者の居宅訪問については、移動コストを勘案することと
し、特別地域加算を創設する。

特別地域加算（新設） 230単位／月

エ 利用者上限額管理加算の創設
利用者負担額合計額の管理を行った場合、業務負担を評価する加算を創設する。

利用者上限額管理加算（新設） 150単位／回（月１回を限度）

福祉専門職配置等加算（新設）

（Ⅰ）常勤の地域生活支援員のうち、資格保有者が35％以上 450単位／月

（Ⅱ）常勤の地域生活支援員のうち、資格保有者が35％以上 300単位／月

（Ⅲ）地域生活支援員のうち、常勤職員が75％以上
又は勤続３年以上の常勤職員が３０％以上 180単位／月

ウ 福祉専門職員配置等加算
良質な人材の確保とサービスの質の向上図る観点から、常勤の地域生活支援員のうち

、
社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師の資格保有者の割合等を
評価することとし、福祉専門職員配置加算を創設する。
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就労定着支援（創設）

○ 就労移行支援又は就労継続支援、生活介護、自立訓練の利用を経て、一般就労へ移行し
た障害者で、就労に伴う環境変化により生活面の課題（生活リズム、体調の管理、給料
の浪費等）が生じている者

１．対象者

2．支援内容

○ 障害者との相談を通じて、生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関等との連
絡調整や、それに伴う課題解決に向けて必要となる支援を実施
※利用者の自宅・企業等を訪問することにより、月１回以上は障害者との対面支援を行う

。
加えて、月１回以上は企業訪問を行うよう努める。

〇 利用期間は３年を上限とし、経過後は障害者就業・生活支援センター等へ引き継ぐ。

① 就労定着支援員
常勤換算方法で、利用者の数を40で除した数以上
（資格要件は定めない。）

② サービス管理責任者
・利用者の数が60以下 １以上

・利用者の数が61以上 １に、利用者の数が60を超えて40又はその端数を増すごとに
１を加えて得た数以上

※就労定着支援と生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援を一体的に運営して
いる場合は、それぞれの利用者の合計数に応じて配置する。

３．職員配置
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４．基本報酬・加算

○ 基本報酬

・利用者との対面による支援を月１回以上行うことを算定要件とする。

・生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援を利用して、一般就労した障害

者の職場定着を促進するため、就労定着率（過去3年間の就労定着支援の総利用者数

のうち前年度末時点の就労定着者数（雇用された通常の事業所での就労が継続してい

る者の数）の割合）に応じた基本報酬とする。

・また、利用者数の規模の応じた報酬設定とする。

就労定着支援サービス費

ア 利用者数20人以下
（１）就労定着率が９割以上の場合 3,200単位／月
（２）就労定着率が８割以上９割未満の場合 2,640単位／月
（３）就労定着率が７割以上８割未満の場合 2,120単位／月
（４）就労定着率が５割以上７割未満の場合 1,600単位／月
（５）就労定着率が３割以上５割未満の場合 1,360単位／月
（６）就労定着率が１割以上３割未満の場合 1,200単位／月
（７）就労定着率が１割未満の場合 1,040単位／月

イ 利用者数21人以上40人以下
（１）就労定着率が９割以上の場合 2,560単位／月
（２）就労定着率が８割以上９割未満の場合 2,112単位／月
（３）就労定着率が７割以上８割未満の場合 1,696単位／月
（４）就労定着率が５割以上７割未満の場合 1,280単位／月
（５）就労定着率が３割以上５割未満の場合 1,088単位／月
（６）就労定着率が１割以上３割未満の場合 960単位／月
（７）就労定着率が１割未満の場合 832単位／月

ウ 利用者数41人以上
（１）就労定着率が９割以上の場合 2,400単位／月
（２）就労定着率が８割以上９割未満の場合 1,980単位／月
（３）就労定着率が７割以上８割未満の場合 1,590単位／月
（４）就労定着率が５割以上７割未満の場合 1,200単位／月
（５）就労定着率が３割以上５割未満の場合 1,020単位／月
（６）就労定着率が１割以上３割未満の場合 900単位／月
（７）就労定着率が１割未満の場合 780単位／月
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○ 加算

ア 利用期間終了後の就労定着実績に応じた評価

就労定着支援のサービス利用修了者が、雇用された通常の事業所に継続して雇用される
よう、就労定着支援事業者はサービス利用終了者が登録している障害者就業・生活支援セ
ンター等の要請に応じて必要な協力を行う必要があることから、サービス利用終了者のう
ち、雇用された通常の事業所に３年６月以上６年６月未満の期間継続して就労している者
の割合が７割以上の事業所を評価する加算を創設する。

就労定着実績体制加算（新設） 300単位／月

イ 就労定着を促進するための評価

障害者の職場定着をより促進するため、職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修を修
了した者を、就労定着支援員として配置している事業所を評価する加算を創設する。

職場適応援助者養成研修修了者配置体制加算（新設） 120単位／月

ウ 特別地域加算

中山間地域等に居住する利用者の居宅訪問については、移動コストを勘案することと
し、特別地域加算を創設する。

特別地域加算（新設） 240単位／月

初回加算（新設） 900単位／月（１回限りの算定）

エ アセスメントを要する利用者を受け入れた場合の評価
就労移行支援事業所等の利用者が利用していた就労移行支援事業所等の職員から引き

続き職場定着のための支援を受けることを基本とするが、当該就労移行支援事業所等
以外の就労移行支援事業所等を利用して一般就労した障害者の職場定着のための支援を
行う場合には、特にアセスメント等に時間や労力を要することから、こうした業務負担
を評価する加算を創設する。

※初期加算を取得するため、同一法人内の他の就労定着支援事業所を利用させることは認
めない。

オ 支援開始１年以内の利用者に対する評価
支援開始１年目は、障害者本人に対する支援回数も頻回になると考えられるとともに

、
就職先企業、医療機関等の関係機関等との関係性を構築するなど、時間や労力を要する
ことから、支援開始１年以内の利用者に対する支援の手間を評価する加算を創設する。企業連携等調整特別加算（新設） 240単位／月

カ 利用者負担上限額管理加算の創設
利用者負担額合計額の管理を行った場合、業務負担を評価する加算を創設する。

利用者負担上限額管理加算（新設） 150単位／回（月１回を限度）
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５．自立生活援助、訪問型自立訓練（生活訓練）との併給

・就労定着支援は、雇用に伴い生じる日常生活又は社会生活を営む上での各般の問題に

関する相談、指導及び助言その他の必要な支援を行うものであり、生活支援としては
、

生活リズム・生活習慣、衛生管理、健康管理・服薬管理などを行うことになる。この

ため、就労定着支援は自立生活援助における支援内容の範囲をまかなえることから、

自立生活援助との併給は認めないこととする。

・また、就労定着支援は、訪問型自立訓練（生活訓練）の相談援助の内容の範囲をまか

なえることや、就労定着支援の利用者は、一般企業に就職していることを踏まえれば
、

新たに生活に関する訓練を行うことは想定されないことから、訪問型自立訓練（生活

訓練）との併給は認めないこととする。

※サービス内容が異なる他の障害福祉サービス等との併給は妨げない。

２．障害福祉サービス等横断的事項
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福祉専門職員配置等加算の要件の見直し

○ 精神障害者に対してより高度で専門的な支援を行うために、公認心理師を新たに福祉専門
職員配置等加算における有資格者として評価する。

【対象サービス：療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同
生活援助、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、福祉型障害児
入所施設、医療型障害児入所施設】

１．変更内容

２．現行と見直し後

（現行）
福祉専門職配置等加算（Ⅰ）
※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉

士である従業者の割合が100分の35以上である場合に加算する。 15単位／日
福祉専門職配置等加算（Ⅱ）
※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉

士である従業者の割合が100分の25以上である場合に加算する。 10単位／日

（見直し後）
福祉専門職配置等加算（Ⅰ）
※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉

士又は公認心理師である従業者の割合が100分の35以上である場合に加算する。 15単位／日
福祉専門職配置等加算（Ⅱ）
※ 職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉

士又は公認心理師である従業者の割合が100分の25以上である場合に加算する。 10単位／日

［注］就労移行支援については、公認心理師に加えて作業療法士についても、新たに
福祉専門職員配置等加算における有資格者として評価。
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各種減算の見直し

○ 障害福祉サービス事業所等の適切な運営を確保するため、人員配置や個別支援計画
の作成が適切に行われていなかった場合の減算を見直す。

○ 具体的には以下のとおり。
・サービス提供責任者欠如減算については、減算が適用される３月目から所定単位
数の50％を減算する。
・サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）欠如減算については、減算が適
用される５月目から所定単位数の50％を減算する。
・個別支援計画未作成減算については、減算が適用される月から２月目までについ

て所定単位数の30％を減算し、３月目からは所定単位数の50％を減算する

１．変更内容

２．現行と見直し後

（現行）
指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、1割を超えて欠如した場合にはその翌月

から、１割の範囲内で欠如した場合にはその翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで
の間につき、所定単位数の70％を算定する。

（見直し後）
〇指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、1割を超えて欠如した場合にはその翌月
から、１割の範囲内で欠如した場合にはその翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで
の間につき、所定単位数の70％を算定する。

〇減算が適用された月から３月以上連続して基準に満たない場合、減算が適用された３月目か
ら当該状態がが解消されるに至った月までの間につき、所定単位数の50％を算定する。

サービス提供職員欠如減算
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（現行）
指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、その翌々月から人員欠如が解消されるに

至った月までの間につき、所定単位数の70％を算定する。

（見直し後）
〇指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、その翌々月から人員欠如が解消されるに
至った月までの間につき、所定単位数の70％を算定する。

〇減算が適用された月から５月以上連続して基準に満たない場合、減算が適用された５月目か
ら人員基準欠如が解消されるに至った月までの間につき、所定単位数の50％を算定する。

サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）欠如減算

（現行）
個別支援計画が作成されずにサービス提供が行われた場合、当該月から当該状態が解消され

るに至った月の前月までの間につき、所定単位数の95％を算定する。

（見直し後）
〇個別支援計画が作成されずにサービス提供が行われた場合、当該月から当該状態が解消され
るに至った月の前月までの間につき、所定単位数の70％を算定する。

〇減算が適用された月から３月以上連続して当該状態が解消されない場合、減算が適用された
３月目から人員基準欠如が解消されるに至った月の前月までの間につき、所定単位数の50％
を算定する。

個別支援計画未作成減算
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食事提供体制加算の経過措置の取扱い

○ 平成29年度末までの経過措置とされていた食事提供体制加算については、
食事の提供に関する実態等の調査・研究を十分に行った上で、引き続き、その
他あり方を検討することとし、今回の改定では継続する。

内容

送迎加算の見直し

○ 通所系サービスの送迎加算（Ⅰ）、（Ⅱ）について、自動車維持費等が減少している
ことから一定の適正化を図る。その上で、生活介護における送迎については、一定の条
件を満たす場合（重度者等を送迎した場合）、更に評価する。なお、短期入所について
は、整備促進、運営強化を図る観点から見直しを行わない。

○ 就労継続支援A型における送迎については、雇用契約を締結していることや利用者の
知識や能力向上のために必要な訓練を行うという観点から、事業所へは利用者が自ら通
うことを基本としていることを改めて徹底。

【対象サービス：生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、放課後等デイサービス】

１．変更内容

○ また、放課後等デイサービスにおける送迎については、障害児の自立能力の獲得を妨
げないように配慮するよう、通知に明記。

○ 同一敷地内の送迎については、「同一敷地内」という立地上の観点を踏まえ、一定の
適正化を図る。
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２．現行と見直し後

（現行）
送迎加算（Ⅰ） 27単位／回

※１回の送迎につき平均10人以上が利用し、かつ、週３回以上送迎を実施している場合に算
定。なお、利用定員が20人未満の事業所にあっては、平均的に定員の100分の50以上が利
用している場合に加算。

送迎加算（Ⅱ） 13単位／回

※１回の送迎につき平均10人以上が利用している（利用定員が20人未満の事業所にあっては
、

平均的に定員の100分の50以上が利用していること）又は週３回以上送迎を実施している場
合に加算。

※障害支援区分５若しくは障害支援区分６又はこれに準ずる者（一定以上の行動障害を有する
者又はたんの吸引等を必要とする者）が100分の60以上いる場合は、更に14単位／回を加
算（生活介護のみ）。

（見直し後）
送迎加算（Ⅰ） 21単位／回

※１回の送迎につき平均10人以上が利用し、かつ、週３回以上送迎を実施している場合に算
定。なお、利用定員が20人未満の事業所にあっては、平均的に定員の100分の50以上が利
用している場合に加算。

送迎加算（Ⅱ） 10単位／回

※１回の送迎につき平均10人以上が利用している（利用定員が20人未満の事業所にあっては
、

平均的に定員の100分の50以上が利用していること）又は週３回以上送迎を実施している場
合に加算。

※障害支援区分５若しくは障害支援区分６又はこれに準ずる者（一定以上の行動障害を有する
者又はたんの吸引等を必要とする者）が100分の60以上いる場合は、更に28単位／回を加
算（生活介護のみ）。

※同一敷地内の送迎については、所定単位数の70％を算定する。
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○身体拘束等に係る記録をしていない場合について、基本報酬を減算。

→５単位／日

○「やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しなければなら

ない。」（障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく人員、設備、運営に関する

基準（身体拘束等の禁止）の条文 より抜粋。）

身体拘束廃止未実施減算（新設）

【対象サービス：療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練、就労

移行支援、就労継続支援、共同生活援助、児童発達支援、医療型

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅

訪問型児童発達支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所

施設 等】

内容

社会生活支援特別加算（新設）

○医療観察法対象者や刑務所出所者等（以下「医療観察法対象者等」という。）
の社会復帰を促すために、支援していることを評価。

○精神保健福祉士等を配置して、または病院との連携により精神保健福祉士等
が事業所を訪問して、医療観察法対象者等を支援していることを要件とする。

○４８０単位／日

内容

【対象サービス：自立訓練、就労移行支援、就労継続支援】
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＜加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）＞の一定の経過措置期間（※）後の廃止

要件の一部を満たさない事業者に対し、減算された単位数での加算の取得を認める

区分であることや、当該区分の取得率や報酬体系の簡素化の観点を踏まえ、廃止。

（※）別に厚生労働大臣が定める期日（注）までの間に限り算定。

（注）平成30年度予算案に盛り込まれた「障害福祉サービス等支援体制整備事業」によ
り、加算の新規の取得や、より上位の区分の加算取得に向けて、事業所への専門的
な相談員（社会保険労務士など）の派遣をし、個別の助言・指導等を行うとともに
、本事業の実施状況を踏まえ、今後決定。

福祉・介護職員処遇改善加算の見直しについて

地域区分の見直し

○ 障害者サービス
・現行７区分→８区分

○ 障害者サービス・障害児サービス共通
・介護保険サービスにおける地域区分との均衡を考慮し、介護の地域区分の考え方

に合わせる。
・報酬単価の大幅な変更を緩和するため、自治体の意見を徴収した上で、平成32年

度末まで必要な経過措置あり。

経営実態等を踏まえた基本報酬の見直し

○ 各サービスの経営実態等を踏まえ、基本報酬を見直す。

公立減算の取扱い

○ 公立減算については、施設等の設置者である自治体から補助金や指定管理料等の公
費が別途投入されていること等に鑑み、引き続き維持する。
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３．相談支援専門員・サービス
管理責任者研修について

相談支援専門員・サービス管理責任者等の研修制度の見直し

〇初任者研修カリキュラムの充実（３１．５時間→４２．５時間）

〇現任研修（更新研修）の受講に一定の実務経験の要件を追加

＜一定の実務経験＞

①過去５年間に２年以上の相談支援の実務経験がある

②現に相談支援業務に従事している

〇主任相談支援専門員研修を創設（現任研修受講後３年以上の実務経験を

経て受講可）

【相談支援専門員の研修制度の見直し（平成３１年度から変更）】
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相談支援専門員・サービス管理責任者等の研修制度の見直し

〇介護、就労など５つに分かれていた分野がなくなり共通で実施

〇研修を「基礎研修」、「実践研修」、「更新研修」に分け、実践研修・更新

研修の受講に一定の実務経験の要件を設定

＜一定の実務経験＞

実践研修：過去５年間に２年以上の相談支援又は直接支援業務の実務

経験がある

更新研修：①過去５年間に２年以上のサービス管理責任者等の実務経験

がある又は②現にサービス管理責任者等として従事している

〇サービス管理責任者等として配置されるためには実践研修の修了が必要

（ただし、新体系移行時に実務経験を満たす者等について、一定期間、基礎

研修終了後にサービス管理責任者等としての配置を認める経過措置を予定）

〇基礎研修修了者はサービス管理責任者等の一部の業務を行うことは可能

〇更新研修は５年ごとに受講が必要

〇旧体系研修受講者（平成30年度までのサービス管理責任者等研修の修了者）

は平成35年度末までに更新研修の受講が必要

〇直接支援業務による実務経験の必要年数を10年⇒８年に緩和

【サービス管理責任者等研修の研修制度の見直し（平成３１年度から変更】
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サービス管理責任者等の配置に係る猶予措置の延長

障害福祉サービス事業所等の開設の日から起算して１年間は、実務経験を満た

す者については研修修了の要件を満たしている者とみなす規定（猶予措置）

の終了時期について

平成30年３月３１日 ⇒ 平成３１年３月３１日 に延長

今年度のサービス管理責任者等研修の予定

〇昨年度とほぼ同様の時期・規模で実施予定

〇大まかな開催スケジュールが決まり次第、障害福祉情報サービスかながわ

でお知らせします
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４．情報公表制度について

障害福祉サービス等情報公表制度

○ 改正障害者総合支援法等により新たに創設された「障害福祉サービス等情報公表
制度」がこの４月から施行される。

〇 この制度は、利用者の障害福祉サービス等の選択に資するよう、
① 事業者に対し、障害福祉サービス等情報の都道府県知事等への報告
② 都道府県知事等に対し、事業者から報告を受けた当該情報の公表

の２つを義務づけるもの。

〇 公表対象となる事業者
指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定（一般・特定）相談支援事
業者、指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設、指定障害児相談支援事業者
※基準該当サービスは対象外

〇 情報の報告・公表方法
・ 事業者は独立行政法人福祉医療機構（WAM）が今年度中に新たに立ち上げる
「障害福祉サービス等情報公表システム」を通じて情報を入力し、都道府県等へ報告
・ 都道府県等は事業者からの報告内容を同システムで受理・確認のうえ公表する。

※４月以降、各事業者に報告依頼を発出する予定です。
期限内の報告をお願いします。

制度の概要
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〇報告・公表事項

主な報告・公表事項

①基本情報

法人
〇事業所等を運営する法人等に関する事項

・名称、所在地、代表者の氏名、設立年月日

事業所等

〇サービスを提供する事業所等に関する事項
・名称、所在地、管理者の氏名、事業開始年月日、利用交通手段、

財務状況 等
〇サービスに従事する従業者に関する事項

・従業者数、勤務形態、労働時間、経験年数 等
〇サービスの内容に関する事項

・運営方針、サービスの内容、サービスの提供実績 等
〇利用料等に関する事項 など

②運営情報

〇利用者の権利擁護の取組
〇サービスの質の確保の取組
〇相談・苦情等への対応
〇サービスの評価、改善等の取組
〇外部の者等との連携
〇適切な事業運営・管理の体制
〇安全・衛生管理等の体制
〇情報の管理、個人情報保護党の取組
〇その他（従業者の研修の状況等）

５．指定申請及び体制届
について
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新サービスの指定申請について

〈新規申請書の提出期限〉

事業所指定を受けようとする月の

前月の15日まで。

※15日が休日の場合はその直前の平日が期限です。

※5/1付での指定を受けたい場合は、4/13が締め切りです。

※新サービスの提出期限については、必ず指定権者に

問い合わせて確認してください。

○事業所開設を予定されている方は、各指定権者にお問い合わせください
。

【横浜市】

横浜市健康福祉局障害福祉部障害企画課企画調整係 045-671-3601

【川崎市】

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課 FAX 044-200-3932

【相模原市】

相模原市健康福祉局福祉部障害政策課 042-707-7055

【横須賀市】

横須賀市福祉部指導監査課 046-822-8411

【上記以外】

神奈川県福祉子ども未来局福祉部障害福祉課事業支援グループ 045-210-4732

<<お問い合わせ受付時間>>

平日 9:00～17:00（12：00～13：00を除く）
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○平成29 年度における利用実績等に基づき、平成30 年度の各加算等の算定状況を

提出してください。

〈提出の必要がある事業所〉

（１）居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護を行うすべての事業所

（２）療養介護を行うすべての事業所

（３）生活介護を行うすべての事業所

（４）共同生活援助を行うすべての事業所

（５）施設入所支援を行うすべての障害者支援施設

（６）自立訓練（生活訓練(宿泊型を含む)、機能訓練）を行うすべての事業所

（７）就労移行支援を行うすべての事業所

（８）就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型を行うすべての事業所

（９）短期入所事業を行うすべての事業所

（10）地域移行支援を行うすべての事業所

○ 障害者支援施設で実施する昼間実施サービスも該当するサービス種類ごとにすべての

届出の提出が必要です。

○ 一般相談支援（地域定着支援のみ）を実施する事業所については、届出の必要はあり

ません。

○みなしでサービス管理責任者を配置していた事業所は、要件を満たしていると分かる

書類を添付してください。(実務経験証明書、研修修了証の写し、資格証の写し等。)

体制届の提出期限について

○平成30年４月1６日（月）締切【必着】

※処遇改善（特別）加算の届出についても

同様です。
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介護給付費等算定にかかる体制等に関する届出書（体制届）
福祉・介護職員処遇改善（特別）加算届出書の掲載箇所

＜掲載箇所＞

○介護給付費等算定にかかる体制等に関する届出書（体制届）

ウェブサイト「障害福祉情報サービスかながわ」→「書式ライブラリ」

→「６．お知らせ（県内共通）」→「４ 平成30 年度体制届に関するお知らせ」

○福祉・介護職員処遇改善（特別）加算届出書

ウェブサイト「障害福祉情報サービスかながわ」→「書式ライブラリ」

→「６．お知らせ（県内共通）」→「３福祉・介護職員処遇改善加算に関するお知らせ」

１．居住系サービス
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共同生活援助①

○ 基本報酬の見直し
非該当・区分１の利用者については今後も利用対象とするとともに、より重度の障害者に

対する支援を充実させるため、報酬の重点化を図る観点から基本報酬を見直す。

○ 新たな類型の創設（日中サービス支援型）
障害者の重度化・高齢化に対応できる共同生活援助の新しい類型として、「日中サービ

ス支援型共同生活援助」を創設。（詳細は次次ページ参照）

○ 看護職員配置加算【新設】 70単位／日
共同生活援助事業所の職務に従事する看護職員を常勤換算で１名以上配置している体制を

評価。※ 医療連携体制加算との併給については、医療連携体制加算Ⅳのみ可。

○ 精神障害者地域移行特別加算【新設】 300単位／日（1年以内）
精神科病院等に1年以上入院していた精神障害者であって、当該精神科病院を退院してか

ら１年以内のものに対して、地域で生活するために必要な相談援助や個別支援等を社会福祉
士、精神保健福祉士又は公認心理師等が実施することを評価。

○ 強度行動障害者地域移行特別加算【新設】 300単位／日（1年以内）
障害児者支援施設に1年以上入所していた強度行動障害者であって、当該施設等を退所し

てから１年以内のものに対して、地域で生活するために必要な相談援助や個別支援等を強度
行動障害支援者養成研修修了者等が実施することを評価。

○ 個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の延長

（介護サービス包括型・日中サービス支援型）

平成30年３月３１日までとなっている重度の障害者に係る利用者ごとの個人単位で

の居宅介護等の利用について、当該経過措置を平成33年３月31日まで延長。

※ 新たな類型である日中サービス支援型も、当該経過措置の対象。

○ 自立生活支援加算の見直し

退居後の相談支援等を評価する自立生活支援加算について、地域生活への移行を促進す

る観点から、回数を拡充。

共同生活援助②

【旧】
入居中 1回
退去後 1回
※1回500単位

【新】
入居中 ２回
退去後 1回
※1回500単位
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共同生活援助③
○短期入所（併設型又は単独型）の必置

地域で生活する障害者の緊急一時的な宿泊の場の提供を行い、施設等からの地
域移行の促進及び地域生活の継続等、地域生活支援の中核的な役割を担う。

○支援体制
・本類型は、重度の障害者等に対して常時の支援体制を確保することが基本。障
害支援区分は問わず、利用者が他の日中活動サービスを利用することは可能。
・従来の共同生活援助よりも手厚い世話人の配置。（３：１、４：１、５：１）

○夜勤職員加配加算【新設】 149単位／日
本類型の夜間支援については、夜勤職員の配置を基本報酬において評価するが、

加配する場合は、加算を算定。

○地方公共団体が設置する協議会等への報告・評価について
本類型は、地域に開かれたサービスにすることにより、当該サービスの質の確

保を図る必要がある。よって、表記協議会等に定期的に（年1回以上）事業の実
施状況等の報告し、協議会等から評価を受けると共に、当該協議会等から必要な
要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。

また、都道府県知事が必要と認める場合には、事業指定の申請にあたり、協議
会等に対し、運営方針や活動内容等を説明し、当該協議会等による評価を受け、
その内容を都道府県知事に提出する。

【新たな類型 日中サービス支援型について】

短期入所①

○ 福祉型短期入所における福祉型強化短期入所サービス費の創設等

福祉型強化短期入所サービス費の人員配置基準の取扱い
① 併設型・空床型
現行の取扱いと同様に、本体施設の配置基準に準じることとし、医療的ケアが必要な障害
児者を受け入れる場合については、看護職員を常勤で１人以上配置する。
② 単独型
現行の区分に加えて、看護職員を常勤で１人以上配置する。

短期入所サービス費（１日につき）
イ 福祉型短期入所サービス費
(1)福祉型短期入所サービス費(Ⅰ)

～
(4)福祉型短期入所サービス費(Ⅳ)

短期入所サービス費（１日につき）
イ 福祉型短期入所サービス費
(1)福祉型短期入所サービス費(Ⅰ)

～
(4)福祉型短期入所サービス費(Ⅳ)
(5)福祉型強化短期入所サービス費(Ⅰ)

(一)区分６ ～ (五)区分１及び区分２
(6)福祉型強化短期入所サービス費(Ⅱ)

(一)区分６ ～ (五)区分１及び区分２
(7)福祉型強化短期入所サービス費(Ⅲ)

(一)区分３

医療的ケアが必要な障害児者の受入れを積極的に支援するため、短期入所の新たな報酬区
分として、「福祉型強化短期入所サービス費」が創設されます。

①-１
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短期入所①

○ 福祉型短期入所における福祉型強化短期入所サービス費の創設等

＜現行＞

○ 福祉型短期入所サービス費についても、現行区分から加算単位が変更となります。

○ 地域区分の見直しによる報酬１単位単価の見直し（障害者サービス）
平成30～32年度における地域区分の適用地域（障害者サービス）については、変更

となる市町村がありますので、ご確認ください。

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 その他

18％ 15％ 12％ 10％ 6％ 3％ 0％

11.08円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

＜平成30年度以降＞

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他

20％ 16％ 15％ 12％ 10％ 6％ 3％ 0％

11.20円 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

①-２

短期入所①

○ 福祉型短期入所における福祉型強化短期入所サービス費の創設等

平成30～32年度における地域区分の適用地域（障害者サービス）

見直し後 １級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他

現行 20％ 16％ 15％ 12％ 10％ 6％ 3％ 0％

１級地 18％

２級地 15％ 鎌倉市 厚木市

３級地 12％ 横浜市
川崎市

海老名市

４級地 10％ 相模原市
藤沢市

横須賀市
茅ケ崎市
大和市
座間市
綾瀬市
愛川町

５級地 6％ 逗子市 平塚市
伊勢原市
寒川町

秦野市
葉山町
清川村

山北町

６級地 3％ 小田原市 三浦市
二宮町

箱根町 中井町
大井町

その他 0％ 大磯町 その他

①-３
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短期入所①

○ 福祉型短期入所における福祉型強化短期入所サービス費の創設等

短期入所サービス費（１日につき）
イ 福祉型短期入所サービス費
(1)福祉型短期入所サービス費(Ⅰ)
(一)区分６ 892 → 896 単位
(二)区分５ 758 → 761 単位
(三)区分４ 626 → 629 単位
(四)区分３ 563 → 565 単位
(五)区分１及び区分２ 492 → 494 単位
(2)福祉型短期入所サービス費(Ⅱ)
(一)区分６ 582 → 584 単位
(二)区分５ 510 → 512 単位
(三)区分４ 307 → 308 単位
(四)区分３ 232 → 233 単位
(五)区分１及び区分２ 166 → 167 単位
(3)福祉型短期入所サービス費(Ⅲ)
(一)区分３ 758 → 761 単位
(二)区分２ 595 → 597 単位
(三)区分１ 492 → 494 単位
(4)福祉型短期入所サービス費(Ⅳ)
(一)区分３ 510 → 512 単位
(二)区分２ 269 → 270 単位
(三)区分１ 166 → 167 単位

短期入所サービス費（１日につき）
イ 福祉型短期入所サービス費
(1)福祉型短期入所サービス費(Ⅰ)

～
(4)福祉型短期入所サービス費(Ⅳ)
(5)福祉型強化短期入所サービス費(Ⅰ)

(一)区分６ 1,096 単位
(二)区分５ 962 単位
(三)区分４ 829 単位
(四)区分３ 766 単位
(五)区分１及び区分２ 695 単位

(6)福祉型強化短期入所サービス費(Ⅱ)
(一)区分６ 785 単位
(二)区分５ 713 単位
(三)区分４ 509 単位
(四)区分３ 434 単位
(五)区分１及び区分２ 367 単位

(7)福祉型強化短期入所サービス費(Ⅲ)
(一)区分３ 962 単位

①-４

短期入所①

○ 福祉型短期入所における福祉型強化短期入所サービス費の創設等

判定スコアの各項目に規定する状態のいずれかに該当する利用者を１名以上受け入れる場
合について、支援に係る負担を評価する加算が創設されます。
なお、受入の体制を強化する場合の評価として、常勤看護職員等配置加算が創設されます
。

≪医療的ケア対応支援加算【新設】≫
≪重度児者対応支援加算【新設】≫
≪常勤看護職員等配置加算【新設】≫

イ 利用定員が６人以下
ロ 利用定員が７人以上12人以下
ハ 利用定員が13人以上17人以下
ニ 利用定員が18人以上

120単位／日
30単位／日

10単位／日
８単位／日
６単位／日
４単位／日

判定スコア
（１） レスピレーター管理
（２） 気管内挿管、気管切開
（３） 鼻咽頭エアウェイ
（４） 酸素吸入
（５） １回／時間以上の頻回の吸引

６回／日以上の頻回の吸引
（６） ネブライザー６回／日以上又は継続使用

（７） ＩＶＨ
（８） 経管（経鼻・胃ろう含む）
（９） 腸ろう・腸管栄養
（10）接続注入ポンプ使用（腸ろう・腸管栄養時）
（11）継続する透析（腹膜灌流を含む）
（12）定期導尿（３／日以上）
（13）人工肛門

①-５



2018/4/2

33

≪医療連携体制加算の拡充≫
【現行】

イ 医療連携体制加算（Ⅰ） 600単位／日（利用者１人）
ロ 医療連携体制加算（Ⅱ） 300単位／日（利用者２人以上８人以下）
ハ 医療連携体制加算（Ⅲ） 500単位／日
ニ 医療連携体制加算（Ⅳ） 100単位／日

【見直し後】
イ 医療連携体制加算（Ⅰ） 600単位／日（利用者１人）
ロ 医療連携体制加算（Ⅱ） 300単位／日（利用者２人以上８人以下）
ハ 医療連携体制加算（Ⅲ） 500単位／日
ニ 医療連携体制加算（Ⅳ） 100単位／日
ホ 医療連携体制加算（Ⅴ） 39単位／日
ヘ 医療連携体制加算（Ⅵ） 1,000単位／日（利用者１人）
ト 医療連携体制加算（Ⅶ） 500単位／日（利用者２人以上８人以下）
※ 既存の（Ⅰ）又は（Ⅱ）については、４時間未満の支援の場合適用し、４時間を超えて支援を

行う場合は、（Ⅵ）又は（Ⅶ）を適用します。ただし、看護職員加配加算を算定している場合は、
医療連携体制加算は算定不可です。

○看護職員による訪問の充実、医療的ケア児者への支援の充実

短期入所②

福祉型短期入所について、精神障害者の地域生活の支援と家族支援の観点から医療との連
携を強化するため、医療連携体制加算に、日常的な健康管理、医療ニーズへの適切な対応
がとれる等の体制を評価する区分が創設されます。
医療連携体制加算については、さらに長時間支援を評価する区分が創設されます。

②-１

○ 運営方法やサービス提供規模の適正化

≪大規模減算【新設】≫ 所定単位数の90％を算定
※単独型で20床以上の場合

短期入所③

「福祉型強化短期入所サービス費」の創設にあたり、一定の定員規模以上や、複数設置の
場合、また、同一法人の複数事業所間における同じ利用者への短期入所サービスの提供に
ついては、減算又は制限されます。

○ 長期（連続）利用日数の上限設定

長期（連続）利用日数については、介護保険サービスの短期入所生活介護と同様に、30
日までを限度とします。ただし、現在利用している者については、１年間の猶予期間が設
けられます。
なお、連続して30日利用した後、１日以上利用しない期間があれば、再度連続した30日
以内の利用は可能としますが、短期利用加算は年間利用日数の初期の30日のみ算定を認
められます。

短期入所④

③-１
④-１
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短期入所⑤

○ 年間利用日数の適正化

年間利用日数については、１年の半分（180日）を超えないようにすることを計画相談
支援の指定基準に位置付けます。
ただし、④⑤の長期（連続）利用日数や年間利用日数について、例えば、「介護者が急病
や事故により、長期間入院することとなった場合」等のやむを得ない事情がある場合にお
いては、自治体の判断に応じて、例外的にこれらの日数を超えることを認めることがあり
ます。

⑤-１

施設入所支援①

○夜勤職員配置体制加算

利用者の重度化・高齢化に伴う業務負担の増加や日中業務とは異なる負担感や勤務
体制であることを踏まえ、夜間支援体制をより適切に評価するために、夜勤職員配置体
制加算の単位数が増加しました。

【現行】

（１）利用定員が21人以上40人以下 49単位/日
（２）利用定員が41人以上60人以下 41単位/日
（３）利用定員が61人以上 36単位/日

【見直し後】

（１）利用定員が21人以上40人以下 60単位/日
（２）利用定員が41人以上60人以下 48単位/日
（３）利用定員が61人以上 39単位/日
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施設入所支援②

○重度障害者支援加算（Ⅱ）に係る算定要件の経過措置の延長

平成27年３月31日において従来の重度障害者支援加算（Ⅱ）を算定していた事業
所については、強度行動障害支援者養成研修の研修受講計画を作成することで足
りるものとする経過措置が、平成31年３月31日まで延長されました。

施設入所支援③

○地域移行加算

入所中の加算限度回数が増加しました。

【現行】

（１）入所中１回 500単位
（２）退所後１回 500単位

【見直し後】

（１）入所中２回 500単位
（２）退所後１回 500単位
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施設入所支援④

○体験利用の促進

指定障害者支援施設等に入所する利用者が、指定地域移行支援の体験的な宿
泊支援を利用する場合において、当該指定障害者支援施設等に置くべき従業者
が、指定地域移行支援事業所との連絡調整その他の相談援助を行った場合等に、
所定単位数に代えて算定する加算が創設されました。

体験宿泊支援加算【新設】 120単位

自立訓練①

○対象者の見直し

機能訓練・生活訓練ともに障害の区別なく利用が可能になり、視覚障害者に対す
る歩行訓練等が生活訓練としても実施できるようになりました。

【現行】

生活訓練サービス費（Ⅱ）

（１）所要時間１時間未満 245単位/日
（２）所要時間１時間以上 564単位/日

【見直し後】

生活訓練サービス費（Ⅱ）

（１）所要時間１時間未満 248単位/日
（２）所要時間１時間以上 570単位/日
（３）視覚障害者に対する専門的訓練 732単位/日
※生活訓練における居宅を訪問して訓練を行う場合の「訪問を開始した日から起算して

180日間ごとに50回を限度とする」旨の基準については、廃止。
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自立訓練②

○リハビリテーション加算の見直し（機能訓練）

頸髄損傷による四肢の麻痺等の状態にある者に対する訓練について、訓練に要
する業務量を評価し、リハビリテーション加算が拡充されました。

【現行】

リハビリテーション加算 20単位/日

【見直し後】

（１）リハビリテーション加算（Ⅰ） 48単位/日
（２）リハビリテーション加算（Ⅱ） 20単位/日

自立訓練③

○利用者の障害特性等に応じた訓練の評価（生活訓練）

利用者の障害特性や生活環境等に応じて社会福祉士や精神保健福祉士等が作
成する個別計画に基づく訓練の実施や、訓練実施による生活能力の維持・向上の
評価及び個別計画の見直しを毎月実施すること等を評価するための加算が創設さ
れました。

個別計画訓練支援加算【新設】 19単位/日
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自立訓練④

○中山間地域等の居宅を訪問する際のコストの評価

（機能訓練・生活訓練）

中山間地域等に居住する利用者の居宅訪問について、移動コストを勘案すること
とし、特別地域加算が創設されました。

特別地域加算【新設】 １回につき、所定単位数の15/100に相当する単位数を所定単
位数に加算

自立訓練⑤

○一般就労後の定着実績の評価（機能訓練・生活訓練）

自立訓練の利用を経て一般就労した障害者に対しても、就職後６月以上、職場へ
の定着支援を行う努力義務を新たに規定するため、就労後、６月以上就労継続して
いる者がいる場合の定着実績を評価するための加算が創設されました。

就労移行支援体制加算【新設】

（機能訓練の場合）

イ 利用定員が20人以下 57単位/日
ロ 利用定員が21人以上40人以下 25単位/日
ハ 利用定員が41人以上60人以下 14単位/日
ニ 利用定員が61人以上80人以下 10単位/日
ホ 利用定員が81人以上 ７単位/日
（生活訓練の場合）

イ 利用定員が20人以下 54単位/日
ロ 利用定員が21人以上40人以下 24単位/日
ハ 利用定員が41人以上60人以下 13単位/日
ニ 利用定員が61人以上80人以下 ９単位/日
ホ 利用定員が81人以上 ７単位/日
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自立訓練⑥

○精神科病院に１年以上入院していた精神障害者への支援の評価

（宿泊型自立訓練）

精神科病院に１年以上入院していた精神障害者であって、当該精神病院を退院し
てから１年以内のものに対し、自立訓練計画を作成するとともに、地域で生活する
ために必要な相談援助や個別支援等を社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心
理士等が実施した場合に、支援を評価する加算が創設されました。

精神障害者地域移行特別加算【新設】 300単位/日（１年以内）

自立訓練⑦

○障害児者支援施設に１年以上入所していた強度行動障害者への支
援の評価（宿泊型自立訓練）

障害児者支援施設に１年以上入所していた強度行動障害者であって、当該施設
等を退所してから１年以内のものに対して、自立訓練計画に基づき、地域で生活す
るために必要な相談援助や個別支援等を、強度行動障害支援者養成研修修了者
等が実施することを評価する加算が創設されました。

強度行動障害者地域移行特別加算【新設】 300単位/日（１年以内）
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3．訪問系サービス

居宅介護①

○同一建物等の利用者等に提供した場合の減算【新設】
同一建物等に居住する利用者等へのサービス提供に対する評価の適正化

・以下のイ又はロの者に居宅介護を行う場合は、所定単位数の10％を減算する。
・ハの者に居宅介護を行う場合は、所定単位数の15％を減算する。

イ 居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住する者
ロ 上記以外の範囲に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する利用者の人数

が１月あたり20人以上の場合）
ハ 居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住する者

（当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり50人以上の場合）

ポイント

・居宅介護事業所が所在する建物と同一建物等に居住する利用者又は、同一建物に居
住する一定数以上の利用者に対し、サービスを提供する場合の評価を適正化するもの
です。
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○初任者研修修了者がサービス提供責任者として配置されている場合の減算【新設】

居宅介護職員初任者研修課程修了者（介護職員初任者研修課程修了者や旧２級ヘル
パーを含む）をサービス提供責任者として配置し、当該者が作成した居宅介護計画に
基づいて居宅介護を行う場合は、所定単位数の10％を減算する。

居宅介護②

ポイント

・サービス提供責任者の質の向上を図る観点から、サービス提供責任者の任用要件の
内「居宅介護職員初任者研修の課程を修了した者であって、３年以上介護等の業務に
従事した者」をサービス提供責任者として配置している事業所については、基本報酬
が減算されます。

○居宅介護ヘルパーの要件の見直し等

介護保険サービスにおける訪問介護の見直しを踏まえ、居宅介護（家事援助及び通
院等介助（身体介護を伴わない場合）に限る。）のヘルパーとして、訪問介護におけ
る生活援助中心型のサービスに必要な知識等に対応した研修の修了者を定め、当該者
が家事援助等を提供した場合の基本報酬は、居宅介護職員初任者研修課程修了者等が
提供した場合と同様とする。

居宅介護③

ポイント

・居宅介護（家事援助及び通院等介助（身体介護を伴わない場合）に限る。）のヘル
パーとして必要な研修については、詳細が明らかになり次第、お知らせします。

・基本報酬の減算はありません。
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○福祉専門職員等連携加算の要件の見直し

［見直し後］
福祉専門職員等連携加算 564単位/日
※ 利用者に対して、居宅介護事業所のサービス提供責任者が、サービス事業所、指定
障害者支援施設、医療機関等の社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理
師、理学療法士その他の国家資格を有する者（作業療法士、言語聴覚士、看護師、保
健師等）に同行して利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等の評価を当該社会
福祉士等と共同して行い、かつ、居宅介護計画を作成した場合であって、当該社会福
祉士等と連携し、当該居宅介護計画に基づく居宅介護を行ったときは、初回の居宅介
護が行われた日から起算して90日の間、３回を限度として、１回につき所定単位数を
加算する。

居宅介護④

ポイント

・精神障害者に対してより高度で専門的な支援を行うために、「公認心理師」と連携
した場合を、新たに福祉専門職員等連携加算における有資格者として評価します。

・第１回公認心理士試験は平成30年9月9日（日）に実施される予定です。

重度訪問介護①

○病院等に入院中の支援の評価

≪入院中の支援の基本報酬【新設】≫
入院中以外の基本報酬と同様とする。

入院中以外 入院中
所要時間1時間未満の場合 184単位 184単位
所要時間1時間以上1時間30分未満の場合 274単位 274単位
※ 上記は改定の一部であり、他の時間の単位も改定されます。

≪入院中の支援の加算・減算【新設】≫
以下を除き、入院中以外と同様とする。
イ 喀痰吸引等支援体制加算の算定は不可。
ロ 90日以降の利用は所定単位数の20％を減算する。

ポイント

・障害支援区分６の利用者に対して、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院及
び助産所（以下「病院等」という。）への入院（入所を含む）中に、利用者が病院等の
職員と意思疎通を図るためのコミュニケーション支援等を提供することを評価するもの
です。
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○意思疎通が困難な利用者等への同行支援の評価
≪２人の重度訪問介護ヘルパーにより行った場合の加算の見直し≫
[現 行]
イ 障害者等の身体的理由により１人のヘルパーによる介護が困難と認められる場合等で

あって、同時に２人のヘルパーが１人の利用者に対して重度訪問介護を行った場合に、
それぞれのヘルパーが行う重度訪問介護につき所定単位数を算定する。

[見直し後]
イ 障害者等の身体的理由により１人のヘルパーによる介護が困難と認められる場合等で

あって、同時に２人のヘルパーが１人の利用者に対して重度訪問介護を行った場合に、
それぞれのヘルパーが行う重度訪問介護につき所定単位数を算定する。

ロ 障害支援区分６の利用者に対し、重度訪問介護事業所が新規に採用したヘルパーにより
支援が行われる場合において、当該利用者の支援に熟練したヘルパーが同行して支援を行っ
た場合に、それぞれのヘルパーが行う重度訪問介護につき、所定単位数の100分の85を算
定する（算定開始から120時間に限る。）。

ポイント

・障害支援区分６の利用者に対して、重度訪問介護事業所が新規に採用した従業者に
より支援が行われる場合に、その利用者の支援に熟練した従業者が同行して支援を行
うことを評価します。

重度訪問介護②

○外出時における支援の見直し
障害福祉サービスは、個々の障害者等のニーズ等を勘案して支給決定を行うもので

あり、１日を超える用務における支援の要否も含めて、市町村が支給決定を行うこと
から、外出時の支援を「原則として１日の範囲内で用務を終えるものに限る。」とす
る規定を廃止する。

ポイント

・同行援護及び行動援護についても同様です。

重度訪問介護③
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同行援護①

○基本報酬の見直し

【旧】
イ 身体介護を伴う場合
所要時間30分未満 256単位
所要時間30分以上１時間未満 405単位
ロ 身体介護を伴わない場合
所要時間30分未満 105単位
所要時間30分以上１時間未満 199単位

【新】
所要時間30分未満 184単位
所要時間30分以上１時間未満 291単位

※ 上記は改定の一部であり、他の時間の単位も改定されます。

ポイント

・同行援護は、外出する際に必要な援助を行うことを基本としますが、「身体介護を
伴う」と「身体介護を伴わない」の分類を廃止し、基本報酬を一本化します。

なお、対象者の要件は、現行の「身体介護を伴わない」ときの要件となります。

・現在利用している方に支援を行った場合は、支給決定の有効期間に限り、改定前の
報酬を算定することができます。

同行援護②

ポイント

・盲ろう者や、重度の障害者への支援を評価する加算を創設します。

・この加算は、区分３又は区分４以上に相当する支援の度合いの障害児についても算定
できますが、国保中央会が提供する簡易入力システムを利用している事業所においては
、別紙「障害児に同行援護を提供した場合の障害支援区分に応じた加算の請求方法」に
ついてを参照してください。

≪盲ろう者向け通訳・介助員が盲ろう者を支援した場合の加算【新設】≫
盲ろう者向け通訳・介助員（地域生活支援事業における盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

において、盲ろう者の支援に従事する者をいう。以下同じ。）が、盲ろう者（同行援護の対象
者要件を満たし、かつ、聴覚障害６級に該当する者）を支援した場合は、100分の25に相当
する単位数を所定単位数に加算する。
≪障害支援区分４以上の者を支援した場合の加算【新設】≫

障害支援区分４以上の者を支援した場合は、100分の40に相当する単位数を所定単位数に
加算する。
≪障害支援区分３の者を支援した場合の加算【新設】≫

障害支援区分３の者を支援した場合は、100分の20に相当する単位数を所定単位数に加算
する。
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同行援護③

同行援護のヘルパー及びサービス提供責任者の要件の見直し等
≪同行援護のヘルパーの要件の見直し≫
[現 行]
イ 同行援護従業者養成研修一般課程を修了した者（居宅介護職員初任者研修課程修了

者等については、平成30年３月31日までの間は同研修を修了したものとみなす。）
ロ 居宅介護職員初任者研修課程修了者等であって、視覚障害者等の福祉に関する事業

に１年以上従事した経験を有するもの
ハ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了した者等
[見直し後]
イ 同行援護従業者養成研修一般課程を修了した者（地域生活支援事業における、盲ろ

う者向け通訳・介助員については、平成33（2021）年３月31日までの間は同研修
を修了したものとみなす。）

ロ、ハは変更なし。

≪上記見直し後の括弧書きにより、盲ろう者向け通訳・介助員が同行援護を提供した場
合の減算【新設】≫

上記見直し後の括弧書きの取扱いにより、同行援護従業者養成研修修了者とみなされ
た盲ろう者向け通訳・介助員が同行援護を提供した場合は、所定単位数の10％を減算す
る。

≪同行援護のサービス提供責任者の要件の見直し≫
[現 行]
イ 以下の（１）又は（２）の要件を満たすものであって（３）の要件を満たすもの
（１）居宅介護職員初任者研修を修了した者であって３年以上介護等の業務に従事した者等
（２）平成23年９月30日において現に地域生活支援事業における移動支援事業に３年以上

従事したもの（平成30年３月31日までの暫定的な取扱い。）。
（３）同行援護従業者養成研修応用課程を修了した者（居宅介護職員初任者研修課程修了者

等については、平成30年３月31日までの間においては、当該研修課程を修了したもの
とみなす。）

ロ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了した者等国立リハビ
リテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了した者等

[見直し後]
イ 以下の（１）及び（２）の要件を満たすもの
（１）居宅介護職員初任者研修を修了した者であって３年以上介護等の業務に従事した者等
（２）同行援護従業者養成研修応用課程を修了した者
ロは、変更なし。

ポイント

・同行援護のヘルパー及びサービス提供責任者の要件のうち、同行援護従業者養成研修を修了
したものと見なす経過措置については、廃止となります。

・盲ろう者が同行援護を利用しやすくなるよう、平成33（2021）年３月31日までの暫定的
な措置として、盲ろう者向け通訳・介助員は、同行援護従業者養成研修を修了したものとみな
しますが、本取扱いによるヘルパーが行う同行援護は、所定単位数が減算されます。
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行動援護①

○支援計画シート等が未作成の場合の減算に係る経過措置の廃止
≪支援計画シート等が未作成の場合の減算の見直し≫

[現 行]
「支援計画シート」及び「支援手順書 兼 記録用紙」が作成されていない場合、所定単位
数の５％を減算する。ただし、平成30年３月31日までの間は支援計画シート等を作成
していない場合であっても、所定単位数を算定する。
[見直し後]
「支援計画シート」及び「支援手順書 兼 記録用紙」が作成されていない場合、所定単位
数の５％を減算する。

ポイント

・支援計画シート等が未作成であっても減算されないという経過措置は廃止されます
。

重度障害者等包括支援①

○基本報酬の見直し

【旧】
イ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行
動援護、生活介護、自立訓練、就労移行支
援、就労継続支援の場合（1 日につき12 
時間を超えない範囲） 802 単位

ロ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行
動援護、生活介護、自立訓練、就労移行支
援、就労継続支援の場合（1 日につき12 
時間を超える範囲） 781 単位

ハ 短期入所の場合 892 単位

ニ 共同生活援助の場合 961 単位

【新】
イ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行
動援護、生活介護、自立訓練、就労移行支
援、就労継続支援、就労定着支援、自立生
活援助の場合
(１) 所要時間1 時間未満の場合 201 単位

(２) 所要時間1 時間以上の場合 301 単位
に所要時間1 時間30 分から計算して所要
時間30 分を増すごとに100 単位を加算し
た単位数

(３) 所要時間12 時間以上の場合 2,499 単
位に所要時間12 時間30 分から計算して所
要時間30 分を増すごとに98 単位を加算し
た単位数

ロ 短期入所の場合 946 単位

ハ 共同生活援助の場合 997 単位
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ポイント

・短期入所及び共同生活援助の報酬の見直しに伴い、重度障害者等包括支援の中で提
供する短期入所及び共同生活援助の報酬を見直します。

・他の障害福祉サービスの報酬算定の考え方を踏まえ、以下の報酬算定の取扱いを廃
止します。
イ 提供したサービスの実績単位数が支給決定単位数の100分の95を超える場合、

支給決定単位数とします。
ロ 提供したサービスの実績単位数が支給決定単位数の100分の95を超えない場合
、

実績単位数の95分の100を乗じて得た単位数とします。

・重度障害者等包括支援の中で提供する障害福祉サービスに、自立生活援助及び就労
定着支援を追加します。

重度障害者等包括支援②-１

≪算定できる加算の見直し≫
重度障害者等包括支援としてサービスを提供したときに算定できる加算は以下のとおり

とする。なお、算定要件は基本的には各サービスの要件のとおりとする。

[現 行]
・ 早朝、夜間、深夜に支援した場合の加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援
護、生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援（以下「生活介護等」という。
）において算定可能）
・ 特別地域加算（生活介護等において算定可能）
・ 喀痰吸引等支援体制加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護（以下「居宅
介護等」という。）において算定可能）
・ 利用者負担が「一般１世帯」以下の者に支援した場合の加算（短期入所において算定可
能）
・ 福祉・介護職員処遇改善加算
・ 福祉・介護職員処遇改善特別加算
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重度障害者等包括支援②-２

[見直し後]
・ ２人の従業者による場合（居宅介護等において算定可能）
・ 早朝、夜間、深夜に支援した場合の加算（生活介護等、自立生活援助又は就労定着支援に
おいて算定可能）
・ 特別地域加算（生活介護等、自立生活援助又は就労定着支援において算定可能）
・ 喀痰吸引等支援体制加算（居宅介護等において算定可能）
・ 利用者負担が「一般１世帯」以下の者に支援した場合の加算（短期入所において算定可能
）
・ 医療連携体制加算（短期入所又は共同生活援助において算定可能）
・ 地域生活移行個別支援特別加算（共同生活援助において算定可能）
・ 精神障害者地域移行特別加算（共同生活援助において算定可能）
・ 強度行動障害者地域移行特別加算（共同生活援助において算定可能）
・ 送迎加算（短期入所において算定可能）
・ 初回加算
・ 福祉・介護職員処遇改善加算
・ 福祉・介護職員処遇改善特別加算

ポイント

・重度障害者等包括支援の中で短期入所又は共同生活援助を提供した場合、個別に短
期入所又は共同生活援助を提供したときに算定できる加算の一部を算定できることと
します。

重度障害者等包括支援③

○サービス提供責任者の要件の緩和
≪サービス提供責任者の配置基準の見直し≫ 

[現 行]
サービス提供責任者のうち、１人以上は、専任かつ常勤でなければならない。

[見直し後]
サービス提供責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

ポイント

・相談支援事業所の相談支援専門員との兼任を可能とするため、サービス提供責任者
の専任要件を廃止します。
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重度障害者等包括支援④

○重度障害者等包括支援サービス利用計画の作成に係る見直し
≪重度障害者等包括支援サービス利用計画の作成に係る運営基準の見直し≫

[現 行]
・名 称：重度障害者等包括支援サービス利用計画
・内 容：具体的なサービスの内容等
・作成過程：サービス利用計画の原案に位置づけた障害福祉サービスの担当者を招集して行う
「サービス担当者会議」を開催する。

[見直し後]
・名 称：重度障害者等包括支援計画
・内 容：具体的なサービスの内容等（利用者の状態等により発生するニーズに応じて柔軟な
支援の具体的な提供体制や提供方法等を含む。）
・作成過程：重度障害者等包括支援としての「サービス担当者会議」の開催は任意とする。
・そ の 他：原則、作成はサービス等利用計画を作成した者と同一の者であってはならない。

ポイント

・障害福祉サービス間の総合的なマネジメントは計画相談支援が担うことから、重度
障害者等包括支援サービス利用計画は、居宅介護計画等や個別支援計画と同様の位置
付けとすることとし、名称、内容及び作成過程を見直します。

３．就労系サービス
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就労系サービスにおける共通的事項①
【就労移行支援、就労継続支援】

○就労準備支援体制加算（Ⅱ）及び施設外就労加算の見直し
施設外就労については、月の利用日数のうち最低2日は、事業所内において訓練目標に対
する達成度の評価等を行うことが要件だが、就労能力や工賃・賃金の向上及び一般就労
への移行をより促進するため、達成度の評価等を施設外就労先で行うことを可能とする
。

・施設外就労の総数について、利用定員の100分の70以下とする要件は廃止。

ポイント

【旧】
1月の利用日数から事業所内における
必要な支援等を行うための2日を除く
日数を限度として、企業及び官公庁等
で作業を行った場合に、施設外就労利
用者の人数に応じ、1日につき加算。

【新】
企業及び官公庁等で作業を行った場
合に、施設外就労利用者の人数に応
じ、1日につき加算。

就労系サービスにおける共通的事項②
【就労移行支援、就労継続支援】

○在宅利用時の生活支援サービスの評価
就労移行支援又は就労継続支援において、通所利用が困難で、在宅による支援がやむを
得ないと市町村が判断した利用者（以下「在宅利用者」という。）に対して、一定の要
件を満たした上で、支援を提供した場合に基本報酬の算定が可能となっているが、同一
時間帯において生活支援に関する訪問系サービスを利用できないため、在宅利用が促進
されない可能性があることから、在宅利用を促進するための加算を創設する。

・在宅時生活支援サービス加算（新設） 300単位／日
在宅利用者が就労移行支援又は就労継続支援を受けている同一時間帯に生活支援に関する支援が
必要であり、生活支援に関する支援を当該サービス提供事業所の負担において提供した場合に、
１日につき所定単位数を加算する。
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就労系サービスにおける共通的事項③
【就労移行支援、就労継続支援】

○離島等（※）における在宅利用時の要件の緩和
在宅利用者は、月に1日は事業所内にて訓練目標に対する達成度の評価等を行うことを要
件に基本報酬が算定されるが、離島等においては、利用者が事業所に通所することが困
難であるため、要件を緩和する。

（※）離島等とは次のいずれかの地域とする。
一 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により指定された離島振興対策実施地域
二 奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条に規定する奄美群島
三 豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第二項の規定により指定された特別豪雪地帯
四 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和三十七年法律第八十八号）

第二条第一項に規定する辺地
五 山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指定された振興山村
六 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第二条第一項に規定する小笠原諸島
七 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指定された半島振興対策実施地域
八 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成五年法律第七十二号）

第二条第一項に規定する特定農山村地域
九 過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項に規定する過疎地域
十 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定する離島

就労系サービスにおける共通的事項④
【就労移行支援、就労継続支援】

【旧】
在宅利用者に対しては、以下を満たす場
合に基本報酬の算定を可とする。
・事業所職員による訪問又は利用者によ

る通所により評価等を1週間につき1回
は行うこと。

・在宅利用者については、原則として月
の利用日数のうち1日は事業所に通所し
、事業所内にて訓練目標に対する達成
度の評価等を行うこと。

【新】
離島等に居住している在宅利用者に対して
は、以下を満たす場合に基本報酬の算定を
可とする。
・事業所職員による訪問、利用者による通

所又は電話・パソコン等のICT機器の活
用により評価等を1週間につき1回は行
うこと。

・原則として月の利用日数のうち1日は事
業所職員による訪問又は利用者による通
所により、訓練目標に対する達成度の評
価等を行うこと。

○利益供与等の禁止の強化
利用者による障害福祉サービス事業者の選択は、各事業者のサービス内容や質に基づき
障害者が自ら判断すべきであることから、金品授受による利用者誘因行為や就労斡旋行
為を禁止する。
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○ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の見直し

就労系サービスにおける共通的事項⑤
【就労移行支援、就労継続支援】

日中活動系サービスの体験利用支援加算の引上げを行うとともに、初期段階
における体験利用支援の加算単位数を高く設定し、その後は逓減制にする。

【旧】
300単位／日

【新】
イ 障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)

500単位／日（初日から５日目まで）
＋50単位／日※地域生活支援拠点等の場合

ロ 障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)
250単位／日（６日目から15日目まで）

＋50単位／日※地域生活支援拠点等の場合

就労移行支援①

○ 基本報酬の見直し
一般就労への移行実績だけでなく、就職後の定着をも実績として評価するため、就職後6
か月以上定着した者の割合に応じた基本報酬を設定する。また、定着実績に応じた基本報
酬とすることから、一般就労への移行実績が過去２年間ない場合並びに就労定着者数が過
去3年間及び過去4年間ない場合の減算は廃止する。就労定着支援体制加算は就労定着支
援が新たに創設されたため廃止。

ポイント

・事業所開設後2年間を経過していない事業所は現行と同様の基本報酬（就労移行支援サービス費
のそれぞれ（三）の単位数）を算定する。

・就労定着支援体制加算については、平成30年4月から就労定着支援を利用する場合、既に通常の
事業所に雇用されていることから、新サービスの説明や新たな支給決定事務も生じることから、
平成30年9月30日までは、就労定着支援サービス費に代えて、就労定着支援体制加算を算定す
ることも可能。この場合の単位数は、現行の単位数の2分の１にする。
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就労移行支援②

【新】・就労移行支援サービス費（１日につき）
イ就労移行支援サービス費（Ⅰ）
（１）利用定員が２０人以下
（一）就職後６月以上定着率が５割以上 １，０８９単位
（二）就職後６月以上定着率が４割以上５割未満 935単位
（三）就職後６月以上定着率が３割以上４割未満 807単位
（四）就職後６月以上定着率が２割以上３割未満 686単位
（五）就職後６月以上定着率が１割以上２割未満 564単位
（六）就職後６月以上定着率が０割超１割未満 524単位
（七）就職後６月以上定着率が0 500単位

【旧】・就労移行支援サービス費（１日につき）
イ就労移行支援サービス費（Ⅰ）
（１）利用定員が２０人以下 ８０４単位

就労移行支援③

【新】（２）利用定員が２１人以上４０人以下
（一）就職後６月以上定着率が５割以上 999単位
（二）就職後６月以上定着率が４割以上５割未満 841単位
（三）就職後６月以上定着率が３割以上４割未満 714単位
（四）就職後６月以上定着率が２割以上３割未満 627単位
（五）就職後６月以上定着率が１割以上２割未満 513単位
（六）就職後６月以上定着率が０割超１割未満 464単位
（七）就職後６月以上定着率が0 442単位
以下、省略

【旧】（２）利用定員が２１人以上４０人以下 ７１１単位
以下、省略



2018/4/2

54

○ 福祉専門職員配置等加算の要件の見直し
作業療法士を配置している就労移行支援事業所は、配置していない事業所と比べ、一般就
労への移行実績や職場定着の実績が高いことから、新たに有資格者として評価する。

【旧】
・福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）

15単位／日
※職業指導員等として常勤で配置され

ている従業者のうち社会福祉士、
介護福祉士又は精神保健福祉士で
ある従業者の割合が100分の３５
以上ある場合に加算する。

・福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）
10単位／日
※職業指導員等として常勤で配置され

ている従業者のうち社会福祉士、
介護福祉士又は精神保健福祉士で
ある従業者の割合が100分の２５
以上ある場合に加算する。

【新】
・福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）

15単位／日
※職業指導員等として常勤で配置されてい

る従業者のうち社会福祉士、介護福祉士
、精神保健福祉士、作業療法士又は公認
心理師である従業者の割合が100分の３
５以上ある場合に加算する。

・福祉専門職等配置等加算（Ⅱ）
10単位／日
※職業指導員等として常勤で配置されてい

る従業者のうち社会福祉士、介護福祉士
、精神保健福祉士、作業療法士又は公認
心理師である従業者の割合が100分の２
５以上ある場合に加算する。

就労移行支援④

就労移行支援⑤

○ 通勤のための訓練の実施
指定就労移行支援事業者は、利用者が自ら通常の事業所に通勤することができるよう
、通勤の訓練を実施しなければならない。

本項目については、運営規程に定める必要があるため、各指定権者に運営規程の変
更に係る変更届を提出すること。また、その際は期限を設定したうえで提出を求める
ので、準備をしておくこと。

・通勤訓練加算（新設） ８００単位／日
外部から専門職員を招いて、視覚障害のある利用者に対し白杖による通勤訓練を実施した場合に
加算する。

○ 通勤訓練を実施した場合の評価
外部から専門職を招いて、通勤訓練のノウハウのない視覚障害者に対し、白杖による
歩行訓練を実施することを評価する加算を創設する。
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【新】
研修修了者を就労支援員として配置
している場合 ６単位

就労移行支援⑥

○ 就労支援関係研修修了加算の見直し
就労支援関係修了加算については、半数程度の事業所で算定されている実績があるこ
と及び有資格者の配置に係る福祉専門職員等加算とのバランスを踏まえて、単位数を
見直す。

○ サービス利用に係る年齢制限の緩和
雇用保険の適用年齢が６５歳以上に拡大され、同じく高齢化が進んでいる障害者にお
いても、６５歳を境に就労移行支援の利用に制限を設けることは合理性に欠けるため
、年齢制限を緩和

【旧】
研修修了者を就労支援員として配置
している場合 １１単位

【旧】
就労を希望する６５歳未満の障害者

【新】
就労を希望する６５歳未満の障害者又は
６５歳以上の障害者（６５歳に達する前５
年間（入院その他やむを得ない事由により
障害福祉サービスに係る支給決定を受けて
いなかった期間を除く。）引き続き障害福
祉サービスに係る支給決定を受けていたも
のであって、６５歳に達する前日において
就労移行支援に係る支給決定を受けていた
ものに限る。）

就労継続支援Ａ型①
○ 平均労働時間に応じた基本報酬の評価
就労継続支援Ａ型は雇用契約を締結し、最低賃金を支払う障害福祉サービスであるこ
とから、労働時間の増加は利用者の賃金増加に繋がることや、労働時間が長いほど、利
用者に対する事業所としての支援コストが掛かることから、利用者の１日当たりの平均
労働時間に応じた基本報酬とする。
また、平均労働時間に応じた基本報酬を設定することから、短時間利用減算については
、廃止する。

※１日当たりの平均労働時間を算出するに当たり、サービス利用開始時には予見できな
い事由により、労働時間が短時間になってしまった場合について、平均労働時間の算出
から除外する。

なお、実績が出せない事業所の安易な事業参入を防止するため、開設後１年間を経過し
ていない事業所については、現行より低い基本報酬（就労継続支援Ａ型サービス費のそ
れぞれ(五)の単位数）を算定する。

※基本報酬の区分は前年度の実績により決定するが、新規事業所については開設後６か
月間の実績をもって基本報酬区分の変更を認める。
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就労継続支援Ａ型②

【旧】
就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ）
(7.5:1)
1) 定員20人以下 584単位

短時間利用減算
1日の平均利用時間が

1時間未満の場合 ×30％
1時間以上2時間未満の場合 ×40％
2時間以上3時間未満の場合 ×50％
3時間以上4時間未満の場合 ×75％
4時間以上5時間未満の場合 ×90％
の基本報酬に対して減算となる。

【新】
就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ）(7.5:1)
1) 定員20人以下

１日の平均労働時間が
（一） ７時間以上の場合

615単位
（二） ６時間以上７時間未満の場合

603単位
（三） ５時間以上６時間未満の場合

594単位
（四） ４時間以上５時間未満の場合

586単位
（五） ３時間以上４時間未満の場合

498単位
（六） ２時間以上３時間未満の場合

410単位
（七） ２時間未満の場合

322単位

就労継続支援Ａ型③
○賃金向上達成指導員配置加算の新設
生産活動収入を増やすための販路拡大、商品開発、労働時間の増加等の賃金向上を図る
ための賃金向上計画（又は経営改善計画）を作成するとともに、利用者のキャリアアッ
プの仕組みを導入し、当該計画の達成に向けて取り組む賃金向上達成指導員を常勤換算
方法で１以上配置した場合、定員規模に応じてそれぞれの所定単位数を加算する。

・賃金向上達成指導員配置加算（新設）
イ：利用定員が20人以下 70単位／日
ロ：利用定員が21人以上40人以下 43単位／日
ハ：利用定員が41人以上60人以下 26単位／日
ニ：利用定員が61人以上80人以下 19単位／日
ホ：利用定員が81人以上 15単位／日
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○就労移行支援体制加算の評価の見直し
就労継続支援Ａ型の利用を継続することによって、利用者の知識や能力が向上し、一般就
労へ移行する者もいることから、より一般就労への移行と定着を推進するため、就労移行
支援体制加算の評価を見直す。

就労継続支援A型④

【旧】
就労継続支援Ａ型を受けた後就労し、６
月以上就労継続している者が、利用定員
の５％を超えている場合に加算する。

26単位／日

【新】
就労継続支援Ａ型を受けた後就労し、就労継続期
間が６月に達している者が前年度において１人以
上いる場合、定員規模に応じた所定単位数に６月
以上就労継続している者の数を乗じて得た単位数
を加算する（前年度実績に応じて１年間加算する
。）。

（１）就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ）を算定
している事業所の場合
イ：利用定員が20人以下 42単位／日
ロ：利用定員が21人以上40人以下 18単位／日
ハ：利用定員が41人以上60人以下 10単位／日
ニ：利用定員が61人以上80人以下 7単位／日
ホ：利用定員が81人以上 ６単位／日

（２）就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅱ）を算定
している事業所の場合
イ：利用定員が20人以下 39単位／日
ロ：利用定員が21人以上40人以下 17単位／日
ハ：利用定員が41人以上60人以下 ９単位／日
ニ：利用定員が61人以上80人以下 ７単位／日
ホ：利用定員が81人以上 ５単位／日

※就労継続支援Ａ型の利用を経て、
他の指定就労継続支援Ａ型事業所等
に就労した場合は除きます。

就労継続支援Ａ型⑤
○サービス利用に係る年齢制限の緩和
雇用保険の適用年齢が６５歳以上に拡大され、同じく高齢化が進んでいる障害者におい
ても、６５歳を境に就労継続支援A型の利用に制限を設けることは合理性に欠けるため、
年齢制限を緩和

【旧】
専ら通常の事業所に雇用されることが困
難であって、適切な支援により雇用契約
に基づく就労が可能である者のうち65
歳未満のもの又は年齢、支援の度合その
他の事情により通常の事業所に雇用され
ることが困難である者のうち適切な支援
によっても雇用契約に基づく就労が困難
であるもの

【新】
専ら通常の事業所に雇用されることが困難
であって、適切な支援により雇用契約に基
づく就労が可能である者のうち６５歳未満
の障害者若しくは６５歳以上のもの（６５
歳に達する前５年間（入院その他やむを得
ない事由により障害福祉サービスに係る支
給決定を受けていなかった期間を除く。）
引き続き障害福祉サービスに係る支給決定
を受けていたものであって、６５歳に達す
る前日において就労継続支援Ａ型に係る支
給決定を受けていたものに限る。）又は年
齢、支援の度合その他の事情により通常の
事業所に雇用されることが困難である者の
うち適切な支援によっても雇用契約に基づ
く就労が困難であるもの
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就労継続支援B型①
○ 基本報酬の見直し①
就労継続支援B型は、障害者が地域で自立した生活を送ることができるように、利用者に
支払う工賃の水準が向上するために必要な支援を行うことが重要であることから、事業所
が障害者に支払う平均工賃月額に応じた基本報酬とする。
また、平均工賃額に応じた基本報酬を設定することから、目標工賃達成加算については廃
止する。

【旧】・就労継続支援Ｂ型サービス費（１日につき）
イ就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）
（１）利用定員が２０人以下 ５８４単位

【新】・就労継続支援Ｂ型サービス費（１日につき）
イ就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）
（１）利用定員が２０人以下
（一）平均工賃月額が４万５千円以上 ６４５単位
（二）平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満 ６２１単位
（三）平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満 ６０９単位
（四）平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満 ５９７単位
（五）平均工賃月額が１万円以上２万円未満 5８6 単位
（六）平均工賃月額が５千円以上１万円未満 5７１単位
（七）平均工賃月額が５千円未満 5６２単位

就労継続支援B型②

【旧】（２）利用定員が２１人以上４０人以下 ５１９単位
以下、省略

【新】（２）利用定員が２１人以上４０人以下
（一）平均工賃月額が４万５千円以上 ５７２単位
（二）平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満 ５５２単位
（三）平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満 ５４１単位
（四）平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満 ５３１単位
（五）平均工賃月額が１万円以上２万円未満 5２１単位
（六）平均工賃月額が５千円以上１万円未満 5０８単位
（七）平均工賃月額が５千円未満 5００単位
以下、省略
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就労継続支援B型③
○ 基本報酬の見直し②
１月当たりの平均工賃額を算出するに当たり、障害基礎年金１級受給者が利用者数の半数
以上いる場合については、平均工賃月額に２千円を加えた額を報酬評価上の事業所の平均
工賃月額とする。
なお、実績が出せない事業所の安易な事業参入を防止するため、開設後１年間を経過して
いない事業所については、現行より低い基本報酬（就労継続支援B型サービス費のそれぞ
れ（六）の単位数）を算定する。
基本報酬の区分は前年度の実績により決定するが、新規事業所については開設後６か月間
の実績をもって基本報酬区分の変更を認める。

例〈開設後１年間を経過していない事業所〉

【旧】
・利用定員２０人以下 ５８４単位を算定

【新】
・（六）平均工賃月額が５千円以上１万円未満 ５７１単位を算定

○ 就労移行支援体制加算の評価の見直し
就労継続支援B型の利用を継続することによって、利用者の知識や能力が向上し、一般就
労へ移行する者もいることから、より一般就労への移行と定着を推進するため、就労移行
支援体制加算の評価を見直す。

【旧】
・就労移行支援体制加算 １３単位／日

【新】
・就労継続支援B型サービス費（Ⅰ）を算定

利用定員２０人以下 ４２単位／日
利用定員２１人以上４０人以下 １８単位／日
利用定員４１人以上６０人以下 １０単位／日
利用定員６１人以上８０人以下 ７単位／日
利用定員８１人以上 ６単位／日

・就労継続支援B型サービス費（Ⅱ）を算定
利用定員２０人以下 ３９単位／日
利用定員２１人以上４０人以下 １７単位／日
利用定員４１人以上６０人以下 ９単位／日
利用定員６１人以上８０人以下 ７単位／日
利用定員８１人以上 ５単位／日

就労継続支援B型を受けた後就労し、６月以上就労継続している者がいる場合、定員規模に
応じた所定単位数に６月以上就労継続している者の数を乗じて得た単位数を加算する。

ポイント

就労継続支援B型④

※就労継続支援B型の利用を経て、
他の指定就労継続支援Ａ型事業所等
に就労した場合は除きます。
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３.生活介護・自立訓練（機能訓練・生活訓練）

生活介護①

○ 常勤看護職員等配置加算の拡充

【旧】
常勤看護職員等配置加算
※看護職員が常勤換算で１人以上配置されている場
合。
（１）利用定員が20人以下 28単位／日
（２）利用定員が21人以上40人以下 19単位／日
（３）利用定員が41人以上60人以下 11単位／日
（４）利用定員が61人以上80人以下 ８単位／日
（５）利用定員が81人以上 ６単位／日

【新】
イ 常勤看護職員等配置加算（Ⅰ）
※看護職員が常勤換算で１人以上配置されている場合
。
（１）利用定員が20人以下 28単位／日
（２）利用定員が21人以上40人以下 19単位／日
（３）利用定員が41人以上60人以下 11単位／日
（４）利用定員が61人以上80人以下 ８単位／日
（５）利用定員が81人以上 ６単位／日

ロ 常勤看護職員等配置加算（Ⅱ）
※看護職員が常勤換算で２人以上配置されている場合
。
（１）利用定員が20人以下 56単位／日
（２）利用定員が21人以上40人以下 38単位／日
（３）利用定員が41人以上60人以下 22単位／日
（４）利用定員が61人以上80人以下 16単位／日
（５）利用定員が81人以上 12単位／日

医療的ケアを必要とする利用者に対しサービス提供体制の充実を図るため、常勤看護職員
等配置加算に、看護職員を複数配置し、別表の判定スコアの各項目に規定する状態のいず
れかに該当する利用者を１名以上受け入れている事業所を評価する新たな区分を創設する
。

ポイント

看護職員が常勤換算で２人以上配置されている場合に評価する区分を追加。
ロの常勤看護職員等配置加算(Ⅱ)を算定している場合は、(Ⅰ)は算定しない。
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生活介護②

○ 常勤看護職員等配置加算の拡充

別表
判定スコア（スコア）
(１)レスピレーター管理＝８
(２)気管内挿管、気管切開＝８
(３)鼻咽頭エアウェイ＝５
(４)Ｏ２吸入又はspＯ２90パーセント以下の状態が10パーセント以上＝５
(５)６回／日以上の頻回の吸引＝３
(６)ネブライザー６回／日以上または継続使用＝３
(７)ＩＶＨ＝８
(８)経管（経鼻・胃ろうを含む。）＝５
(９)腸ろう・腸管栄養＝８
(10)持続注入ポンプ使用(腸ろう･腸管栄養時)＝３
(11)継続する透析(腹膜灌流を含む。）＝８
(12)定期導尿（３回／日以上）＝５
(13)人工肛門＝５

生活介護③

○ 重度障害者支援加算の新設

拠点等における専門的人材の確保・養成の機能を強化する観点から、手厚い体制
や個別特性に対応する支援の評価として、重度障害者支援加算を生活介護（障害
者支援施設が行う生活介護を除く。）に創設する。

≪重度障害者支援加算【新設】≫

イ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置した場合
（体制加算）７単位／日

※強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置している旨の届出をしており
、

かつ、支援計画シート等を作成している場合に加算する。
ただし、強度行動障害を有する者が利用していない場合は加算しない。

ロ 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者が、実践研修修了者の作成した支援
計画シート等に基づき、強度行動障害を有する者に対して個別の支援を行った場合
（個人加算）180単位／日

※実践研修修了者の作成した支援計画シート等に基づき、強度行動障害支援者養成研修
（基礎研修）修了者が、強度行動障害を有する者に対して個別の支援を行った場合に
加算する。
なお、当該基礎研修修了者１人の配置につき利用者５人まで加算できることとする。

（注）個人加算が算定されている事業所等については、当該加算の算定を開始した日から
起算して90日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に700単位を加算する。
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生活介護④

【旧】
開所時間減算
※運営規程に定められている営業時間が
６時間未満の場合
（１）開所時間４時間未満 所定単位数
の70％を算定
（２）開所時間４時間以上６時間未満
所定単位数の85％を算定

【新】
開所時間減算
※運営規程に定められている営業時間が６時間未満の
場合
（１）開所時間４時間未満 所定単位数の50％を算
定
（２）開所時間４時間以上６時間未満 所定単位数の
70％を算定

短時間利用減算【新設】所定単位数の70％を算定
※平均利用時間が５時間未満の利用者の割合が事業所
の全利用者の50％以上の場合
※やむを得ず送迎に長時間を要する利用者等について
は、平均利用時間が５時間未満の利用者の割合の算定
から除くポイント

・『開所時間』＝『営業時間』ですが、運営規程に定める営業時間に送迎のみを実施
する時間を含むことはできません。
・『平均用時間』とは、前３月において利用者が利用した時間の合計時間を利用日数
で除して得た時間（利用日1日当たりの平均利用時間）のこと。

・極端な開所時間の実態を踏まえ、開所時間減算の減算幅を見直す。
・また、平均利用時間が５時間未満（送迎のみを行う時間は含まない。）の利用者の割合が
、利用者全体の50％以上の場合について基本報酬を減算する（短時間利用減算の新設）。

なお、送迎に長時間を要する利用者等については、平均利用時間が５時間未満の利用者の
割合の算定から除く。

○ 開所時間減算の見直し

○ リハビリテーション加算の見直し

頸髄損傷による四肢の麻痺等の状態にある者に対する訓練について、
訓練に要する業務量を評価し、リハビリテーション加算を拡充する。

生活介護⑤

【旧】
リハビリテーション加算 20単位／日

【新】
イ リハビリテーション加算（Ⅰ） 48単位／日
ロ リハビリテーション加算（Ⅱ） 20単位／日

ポイント

リハビリテーション加算（Ⅰ）は、頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状
態にある障害者であってリハビリテーション実施計画が作成されているものに対して
、指定生活介護等を行った場合に算定可。
（Ⅱ）は、実施計画が作成された、上記の障害者以外の者への指定生活介護等を行っ
た場合に算定。
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生活介護⑥

○ 就労移行支援体制加算の新設

≪就労移行支援体制加算【新設】≫

イ 利用定員が20人以下 42単位／日
ロ 利用定員が21人以上40人以下 18単位／日
ハ 利用定員が41人以上60人以下 10単位／日
ニ 利用定員が61人以上80人以下 ７単位／日
ホ 利用定員が81人以上 ６単位／日

生活介護の利用を経て一般就労した障害者に対しても、就職後６月以上、
職場への定着支援を行う努力義務を新たに規定するため、就労後、６月以
上就労継続している者がいる場合の定着実績を評価するための加算を創設
する。

ポイント

生活介護の利用を経て、指定就労継続支援Ａ型事業所等に就労した場合は除きます。

生活介護⑦

○障害福祉サービスの体験利用支援加算の見直し

日中活動系サービスの体験利用支援加算の引上げを行うとともに、初期段階
における体験利用支援の加算単位数を高く設定し、その後は逓減制にする。

【旧】
300単位／日

【新】
イ 障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)

500単位／日（初日から５日目まで）
＋50単位／日※地域生活支援拠点等の場合

ロ 障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)
250単位／日（６日目から15日目まで）

＋50単位／日※地域生活支援拠点等の場合
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自立訓練（機能訓練・生活訓練）①

○ 対象者の見直し

○ 生活訓練サービス費の見直し

【旧】
生活訓練サービス費（Ⅱ）
（１）所要時間１時間未満245単位／日
（２）所要時間１時間以上564単位／日

【新】
生活訓練サービス費（Ⅱ）
（１）所要時間１時間未満 248単位／日
（２）所要時間１時間以上 570単位／日
（３）視覚障害者に対する専門的訓練732単位／日

※生活訓練における居宅を訪問して訓練を行う場合の
「訪問を開始した日から起算して180日間ごとに50
回を限度とする」旨の基準については、廃止する。

障害福祉サービス等は３障害共通が原則であるが、自立訓練は障害種別によっ
て利用できるサービスに制限がある。このため訓練の対象者を限定している施
行規則（機能訓練：身体障害者、生活訓練：知的障害者・精神障害者）を改正
し、両訓練ともに障害の区別なく利用可能とするとともに、視覚障害者に対す
る歩行訓練等を生活訓練としても実施出来るよう見直す。

○ リハビリテーション加算の見直し（機能訓練）

・頸髄損傷による四肢の麻痺等の状態にある者に対する訓練について、訓練に要
する業務量を評価し、リハビリテーション加算を拡充する。

自立訓練（機能訓練・生活訓練）②

【旧】
リハビリテーション加算 20単位／日

【新】
イ リハビリテーション加算（Ⅰ） 48単位／日
ロ リハビリテーション加算（Ⅱ） 20単位／日

ポイント

リハビリテーション加算（Ⅰ）は、頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態に
ある障害者であってリハビリテーション実施計画が作成されているものに対して、指定自
立訓練（機能訓練）等を行った場合に算定可。
（Ⅱ）は、実施計画が作成された、上記の障害者以外の者への指定自立訓練（機能訓練）
等を行った場合に算定。
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自立訓練（機能訓練・生活訓練）③

○ 個別計画訓練支援加算の新設（生活訓練）

利用者の障害特性や生活環境等に応じて社会福祉士や精神保健福祉士等が
作成する個別計画に基づく訓練の実施や、訓練実施による生活能力の維持
・向上の評価及び個別計画の見直しを毎月実施すること等を評価するため
の加算を創設する。

≪個別計画訓練支援加算【新設】≫ 19単位／日

ポイント

○次の(１)から(５)までの基準のいずれも満たす場合に算定。
(１)社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者により、利用者の障害特性や生活環境等に
応じて、障害支援区分認定調査項目である「応用日常生活動作」、「認知機能」又は「行動上の障害」に
係る個別訓練実施計画を作成していること。
(２)個別訓練実施計画に基づく訓練を実施することや、利用者の状態を定期的に記録すること。
(３)個別訓練実施計画の進捗状況を毎月評価し、必要に応じて計画を見直していること。
(４)指定障害者支援施設等に入所する利用者については、従業者により、個別訓練実施計画に基づき一貫
した支援を行うよう訓練に係る日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を共有していること。
(５)(４)に掲げる利用者以外の利用者については、事業所等の従業者が、必要に応じ、指定特定相談支援
事業者を通じて、指定居宅介護サービスその他の指定障害福祉サービス事業に係る従業者に対し、訓練に
係る日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。

※個別訓練実施計画は、地域生活を営む上で必要となる生活能力に焦点を定め、一定の期間の中で重点的
に個別の訓練を行う計画であり、様式を問うものではないが、具体的な訓練項目や訓練の内容、進捗状況
等、詳細かつ丁寧な記録や評価が必要となる。

○ 精神障害者地域移行特別加算の新設（生活訓練）

自立訓練（機能訓練・生活訓練）④

・運営規程に定める主たる対象とする障害者の種類に精神障害者を含み、
かつ、指定自立訓練（生活訓練）事業所に置くべき従業者のうち社会福祉
士、精神保健福祉士又は公認心理師等である従業者を１人以上配置。
・指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において、
当該社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等である従業者が、精神
科病院に１年以上入院していた精神障害者であって当該精神科病院を退院
してから１年以内のものに対し、自立訓練（生活訓練）計画を作成。
・当該計画に基づき、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援
等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

ただし、地域生活移行支援特別加算を算定している場合は、算定しない
。

≪精神障害者地域移行特別加算【新設】≫ 300単位
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○ 強度行動障害者地域移行特別加算の新設（生活訓練）

自立訓練（機能訓練・生活訓練）⑤

指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において、指定
障害者支援施設等又は指定障害児入所施設等に１年以上入所していた者であ
って当該施設等を退所してから１年以内のもののうち、別に厚生労働大臣が
定める基準に適合すると認められた利用者に対し、自立訓練（生活訓練）計
画に基づき、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行った
場合に、１日につき所定単位数を加算する。

≪強度行動障害者地域移行特別加算【新設】≫ 300単位

ポイント

・当該加算の算定には、「サービス管理責任者又は生活支援員のうち、強度行動障害支援者養成研修
（実践研修）の修了者を１人以上配置していること」、「生活支援員のうち、強度行動障害支援者養
成研修（基礎研修）修了者の割合が20％以上であること」が必要です。
・厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者とは、障害支援区分認定調査の結果に基
づき、調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を出す」などの行動関連
項目について、その行動関連項目が見られる頻度等により算出した点数の合計が10点以上のもの。

○ 障害福祉サービスの体験利用支援加算の見直し（機能訓練・生活訓練）

自立訓練（機能訓練・生活訓練）⑥

日中活動系サービスの体験利用支援加算の引上げを行うとともに、初期段階
における体験利用支援の加算単位数を高く設定し、その後は逓減制にする。

【旧】
300単位／日

【新】
イ 障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)

500単位／日（初日から５日目まで）
＋50単位／日※地域生活支援拠点等の場合

ロ 障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)
250単位／日（６日目から15日目まで）

＋50単位／日※地域生活支援拠点等の場合



2018/4/2

67

自立訓練（機能訓練・生活訓練）⑦

≪就労移行支援体制加算【新設】≫
（機能訓練の場合）
イ 利用定員が20人以下 57単位／日
ロ 利用定員が21人以上40人以下 25単位／日
ハ 利用定員が41人以上60人以下 14単位／日
ニ 利用定員が61人以上80人以下 10単位／日
ホ 利用定員が81人以上 ７単位／日

（生活訓練の場合）
イ 利用定員が20人以下 54単位／日
ロ 利用定員が21人以上40人以下 24単位／日
ハ 利用定員が41人以上60人以下 13単位／日
ニ 利用定員が61人以上80人以下 ９単位／日
ホ 利用定員が81人以上 ７単位／日

○ 就労移行支援体制加算の新設（機能訓練・生活訓練）

自立訓練の利用を経て一般就労した障害者に対しても、就職後６月以上、
職場への定着支援を行う努力義務を新たに規定するため、就労後、６月以
上就労継続している者がいる場合の定着実績を評価するための加算を創設
する。

ポイント

自立訓練の利用を経て、指定就労継続支援Ａ型事業所等に就労した場合は除きます。
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１．障害福祉サービス等における共通的事項 

 

（１）加算等の届出 

（加算等の届出） 

問１ 加算に係る届出については、毎月15日までに行わなければ翌月から算定

できないが、制度改正の影響により届出が間に合わなかった場合の特例は

あるのか。また、「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」について

も、特例の措置はあるのか。 

（答） 

 平成 30 年４月１日から加算等の対象となるサービス提供が適切になされてい

るにも関わらず、届出が間に合わないといった場合については、平成30年４月中

に届出が受理された場合に限り、４月１日に遡って、加算を算定できる取扱いと

する。 

また、「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」を４月中に提出された

場合も、４月１日に遡って適用する。 

なお、具体的な届出日については、各都道府県国保連合会と調整の上、各都道

府県による柔軟な設定を行って差し支えない。 

 

※ 本特例は平成 30 年４月１日から施行される制度に関する事項に限定され

るものであり、従来から継続して実施されているものについてはこの限りで

はない。 

 

（２）共生型サービス 

（書類の省略） 

問２ 平成30年４月から、共生型サービス事業所の指定が可能となるが、指定

の際は、現行の「居宅介護」、「重度訪問介護」、「生活介護」、「短期入所」、

「自立訓練（機能訓練）」、「自立訓練（生活訓練）」、「児童発達支援」、「放

課後等デイサービス」として指定するのか。それとも、新しいサービス類

型として、「共生型居宅介護」、「共生型重度訪問介護」、「共生型生活介護」、

「共生型短期入所」、「共生型自立訓練（機能訓練）」、「共生型自立訓練（生

活訓練）」、「共生型児童発達支援」「共生型放課後等デイサービス」として

指定が必要となるのか。それとも「みなし指定」されるのか。 

（答） 

 共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサ

ービス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、

もう一方の制度における指定も受けやすくするために、「指定の特例」を設けたも

のであることから、従前通り「居宅介護」、「重度訪問介護」、「生活介護」、「短期
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入所」、「自立訓練（機能訓練）」、「自立訓練（生活訓練）」、「児童発達支援」、「放

課後等デイサービス」として、事業所の指定申請に基づき指定する。 

なお、当該指定の申請は、既に障害福祉サービス等の指定を受けた事業所が行

うこととなるが、いずれの指定申請先も都道府県（＊）であるため、指定手続に

ついて可能な限り簡素化を図る観点から、介護保険事業所の指定申請の際に、既

に提出した事項については、申請書の記載又は書類の提出を省略できることとし

ているので、別添資料１を参照されたい。 

 

（＊）地域密着型通所介護事業所が共生型障害福祉サービスの指定を申請する場

合の指定申請先は市町村であるが、申請書又は書類の提出は、地域密着型通

所介護事業所の指定申請の際に、既に市町村に提出した申請書又は書類の写

しを提出することにより行わせることができることとしている。 

 

※ 介護保険事業所が、「共生型サービスの指定の特例」を受けることなく、通

常の障害福祉サービス等の指定の申請を行う場合についても同様の取扱いと

する。 

 

（利用定員、利用人数の考え方） 

問３  

① 共生型通所介護を併設する指定生活介護事業所において基本報酬を算定す

る際に、人数の区分の考え方はどうなるか。 

 

② 介護保険制度の指定通所介護事業所等が、障害者へ生活介護を提供する場

合、定員超過の減算はどちらを対象に、どのように取り扱うべきか。 

 

③ 共生型通所介護事業所を併設する指定生活介護事業所における人員欠如減

算の考え方はどうなるか。 

（答） 

① 指定生活介護の利用者（障害者）と共生型通所介護の利用者（要介護者）

の合計数が属する区分の基本報酬を算定する。 

 

② 共生型生活介護事業所の定員については、障害給付の対象となる利用者

（障害児者）と介護給付の対象となる利用者（要介護者）との合算で、利用

定員を定めることとしているため、合計が 20 人を超えた場合には、介護給

付及び障害給付の両方が減算の対象となる。 

※ 共生型短期入所事業所についても同様の取扱いとする。 

③ 指定生活介護の利用者（障害者）と共生型通所介護の利用者（要介護者）
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の合計数に対して必要となる従業員数を満たさない場合に人員欠如減算を

適用する。 

この場合において、共生型通所介護を受ける利用者（要介護者）は障害支

援区分５とみなして計算すること。 

 

※ ①～③については、共生型通所介護事業所を併設する指定生活介護事業

所についても同様の取扱いとする。 

 

（短時間利用減算） 

問４ 共生型生活介護事業所における短時間利用減算の考え方について、共生

型生活介護の利用者（障害者）と指定生活介護の利用者（要介護者）の合

計数のうち、５時間未満の利用者の合計数の割合が50％以上の場合に減算

を適用するのか。 

（答） 

共生型生活介護事業所においては、共生型生活介護の利用者（障害者）のうち、

５時間未満の利用者の合計数の割合が50％以上の場合に減算を適用する。 

 

※ 共生型通所介護事業所を併設する指定生活介護事業所についても同様の

取扱いとする。 

 

（利用定員） 

問５ 地域密着型通所介護事業所において共生型生活介護を行おうとした場合

であっても、最低基準で求められる利用定員を満たす必要があるか。 

（答） 

地域密着型通所介護事業所においては、最低基準で求める利用定員以下であっ

ても、共生型生活介護を行うことができる。 

 

（個別支援計画の作成、サービス管理責任者の配置） 

問６ 共生型サービスにおいても、指定基準の個別支援計画の策定とサービス

管理の責務に関する規程が準用されているが、これはサービス管理責任者

の配置が必須ということか。 

（答） 

事業所にサービス管理責任者を配置した場合においては個別支援計画の策定

が必要であるが、サービス管理責任者の配置は必須ではない。 

ただし、サービス管理責任者を配置しない事業所においても個別支援計画に相

当する計画を作成するよう努めること。その際、介護の提供に係る計画等の作成

に関し経験のある者や、介護の提供について豊富な知識及び経験を有する者にそ
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のとりまとめを行わせるものとし、当該事業所に介護支援専門員の資格を有する

者がいる場合は、その者に当該計画のとりまとめを行わせることが望ましい。 

なお、サービス管理責任者配置等加算を算定する場合においては、加算の要件

のサービス管理責任者を配置し、個別支援計画の策定等を担わせること。 

 

（サービス管理責任者配置等加算） 

問７ 地域貢献活動とは具体的に何か。 

（答） 

「地域の交流の場（開放スペースや交流会等）の提供」、「認知症カフェ・食堂

等の設置」、「地域住民が参加できるイベントやお祭り等の開催」、「地域のボラン

ティアの受入れや活動（保育所等における清掃活動等）の実施」、「協議会等を設

けて地域住民が事業所の運営への参加」、「地域住民への健康相談教室・研修会」

など、地域や多世代との関わりを持つための取組をいう。 

 

（人員配置体制加算（生活介護）） 

問８ 介護の指定通所介護事業所において、共生型生活介護を行う場合につい

て、 

① 人員配置体制加算においては、共生型生活介護の利用者（障害者）と

指定通所介護の利用者（要介護者）の合計数のうち、障害支援区分５又

は区分６に該当する者等の割合が、加算の算定要件を満たす必要がある

か。その際、要介護者の区分はどう考えるか。 

② 共生型生活介護に従事する生活支援員等の員数が加算の算定要件を

満たしていることが必要か。また、共生型生活介護と指定通所介護に従

事する従業者の員数の合計数が加算の算定要件を満たしていることが

必要か。 

（答） 

① 共生型生活介護の利用者（障害者）と指定通所介護の利用者（要介護者）

の合計数でのうち、障害支援区分５又は区分６に該当する者等の割合が、加

算の算定要件を満たす必要がある。その際、要介護者については障害支援区

分５とみなすこと。 

 

② 共生型生活介護と指定通所介護に従事する従業者の員数の合計数が加算

の算定要件を満たしていることが必要である。 

 

※ ①、②とも共生型通所介護を併設する指定生活介護においても同様。 
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（送迎加算） 

問９ 共生型生活介護を行う介護の指定通所介護事業所において、送迎加算を

算定する場合、算定要件の利用者数には、指定通所介護の利用者（要介護

者）を含むか。 

また、利用者数に含む場合、障害支援区分５又は区分６の利用者の割合

を算出するにあたっては、指定通所介護事業所の利用者（要介護者）を含

めて算出するのか。 

（答） 

 含まない。 

※ 共生型通所介護を行う指定生活介護事業所についても同様の取扱いとする。 

 

（共生型短期入所（福祉型強化）） 

問10 介護の指定短期入所生活介護において共生型短期入所を行う場合におい

て、指定短期入所生活介護事業所に看護職員が配置されている場合、共生

型短期入所（福祉型強化）サービス費を算定するためには当該看護職員に

加えて１名の看護職員を配置する必要があるのか。 

（答） 

指定短期入所生活介護事業所に看護職員が配置されている場合は、当該看護職

員をもって共生型短期入所（福祉型強化）サービス費の算定要件である看護職員

の配置を満たすものする。 

 

（短期入所） 

問11 小規模多機能型居宅介護において、日中は介護保険サービスの訪問介護

を利用し、夜間は障害福祉サービスの共生型短期入所を利用する場合、共

生型短期入所サービス費（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれを算定するのか。 

（答） 

 共生型短期入所サービス費（Ⅱ）を算定する。 

 

（重度障害児・障害者対応支援加算） 

問12 介護保険の指定短期入所生活介護事業所において共生型短期入所を行う

場合、重度障害児・障害者対応支援加算の算定要件である共生型短期入所

事業所の利用者の数の100分の50とは、共生型短期入所の利用者（障害者）

のみに対しての割合か。共生型短期入所（障害者）と指定短期入所生活介

護（要介護者）の利用者の数の合計数に対しての割合か。 

（答） 

共生型短期入所（障害者）と指定短期入所生活介護（要介護者）の利用者の数

の合計数に対しての割合である。その際、要介護者については障害支援区分５と
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みなすこと。 

 

（３）地域生活支援拠点等 

（運営規程） 

問13 地域生活支援拠点等相談強化加算（計画相談）、体験利用支援加算（地域

移行）、体験利用加算（各日中活動サービス）、体験宿泊支援加算（施設入

所）、地域体制強化共同支援加算（計画相談）については、運営規程に地域

生活拠点等に位置付けられていることが要件になっているが、実際に事業

所が地域生活支援拠点等に位置付けられているか否かをどのように確認す

ればよいか。 

（答） 

地域生活支援拠点等は、市町村又は障害保健福祉圏域で整備することになるた

め、事業所が地域生活支援拠点等に位置付けられているか否かは、事業所の所在

する市町村等に確認されたい。 

なお、都道府県においては、平時から市町村と連携し、各市町村内で地域生活

支援拠点等に位置付けられている事業所等を把握しておくことが望ましい。 

 

（相談機能（地域生活支援拠点等相談強化加算）①） 

問14 「障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な

事態が生じた者」とはどのような者か。 

（答） 

例えば、単身の障害者で普段は緊急対応を要さないため、地域定着支援の支給

対象にはならなかったが、 

・ 家族、第三者からの権利侵害、虐待等により、一時的に緊急短期入所の対応

を要した 

・ 精神障害による病状悪化のため、一時的に緊急短期入所の対応を要した 

等の者が考えられるが、当該利用者やその家族の状況等を踏まえて、市町村にお

いて判断されたい。 

 

（相談機能（地域生活支援拠点等相談強化加算）②） 

問15 拠点等が整備済の市町村等において拠点等に位置付けられている特定相

談支援事業所が、拠点等が未整備である他市町村等の利用者に対して支援

を行っている場合、拠点等の加算（地域生活支援拠点等相談強化加算、地

域体制強化共同支援加算）の算定は可能か。 

（答） 

 当該事業所が拠点等に位置づけられていれば加算を算定できる。 

ただし、当該事業所が個別支援計画を作成している利用者に限る。 
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（相談機能（地域生活支援拠点等相談強化加算③）、地域の体制づくり機能（地

域体制強化共同支援加算）①） 

問16 市町村から障害者相談支援事業の委託を受けている指定特定相談支援事

業所の当該加算の取扱い如何。 

（答） 

  当該加算については、計画相談支援事業所を対象にしていることから、要件

を満たせば算定可能である。ただし、算定に当たっては、当該加算に係る計画

相談支援事業所の支援や負担等に対する評価と障害者相談支援事業の委託を

受ける際の業務内容とそれに係る費用について市町村と十分に協議し、整理の

上、算定されたい。 

 

（緊急時受入・対応機能（緊急短期入所受入加算、定員超過特例加算）） 

問17 「介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由」に

ついて、具体的な事例はどのようなものか。 

（答） 

 例えば、 

・ 介護をしていた親が急病や事故により、長期間入院することとなった場合 

・ 介護をしていた親が長期出張等のため、一定期間介護が難しくなった場合 

・ 虐待の恐れがあり帰宅に時間を要する場合 

・ 大規模災害により避難し帰宅に時間を要する場合 

等が考えられるが、当該利用者やその家族の状況等を踏まえて、市町村において

判断されたい。 

 

（緊急時受入・対応機能（定員超過特例加算②）） 

問18 

① 緊急の受入れを行ったことで定員超過になり、定員超過特例加算を算定

したが、翌日には別の利用者が退所したことで、定員超過が解消され、定

員超過特例加算の算定を終了した。その２日後に、元々利用の予約が入っ

ていた利用者を受け入れたことで再び定員超過となった。この場合、改め

て定員超過特例加算を算定することはできるか。 

 ② １人の緊急受入れを行ったが、その他に元々予定されていた利用者２人

の受入れもあり、合計２人定員を超過した。この場合にも、定員超過特例

加算は算定できるのか。また、定員超過減算は適用されないのか。 

（答） 

 ① 緊急の受入れを行った日から起算して10日以内について、緊急の受入れが

要因となって定員超過となっている場合は、定員超過特例加算の算定が可能

である。 
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② 緊急の受入れを行った場合であっても、緊急の受入れを要因としない定員

超過が生じている場合は、定員超過特例加算は算定できず、定員超過減算の

適用となる。 

 

［①の例］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［②の例］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（緊急時受入・対応機能（定員超過特例加算③）） 

問19 ベッドが満床である場合であっても、やむを得ず緊急の受入れを行う場

合は、受け入れることは可能か。 

（答） 

介護者が急病や事故により、長期間入院することとなった等の理由により受け

入れる場合は、一時的かつ限定的な取扱いとして、利用者へのサービス提供に十

分な配慮の上、支障がないことをもって、必ずしも居室でなくても受け入れるこ

とを可能とする。 
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（緊急時受入・対応機能（定員超過特例加算④）） 

問20 定員超過特例加算の算定が可能な期間について、具体的な取扱い如何。 

（答） 

定員超過特例加算は、緊急利用を行った利用者ごとに、緊急利用を行った日か

ら１０日を限度として算定を可能とする。 

 

（例１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域の体制づくり機能（地域体制強化共同支援加算）） 

問20 「福祉サービス等を提供する事業者」には、医療機関や教育機関等は含

まれるか。 

（答） 

医療機関や教育機関等の事業者をはじめ、利用者を取り巻く関係者（ボランテ

ィア、自治会等）を含む。 

 

（４）その他障害福祉サービス等における横断的事項 

（各種減算） 

問21 各種減算の単位数について、具体的な取り扱い如何。 

（答） 
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  以下の通りの取扱いとなる。 

 

 

（送迎加算） 

問22 １回の送迎につき、10人の送迎を行っているが、そのうち１人について

同一敷地内への送迎を行った場合、全員について所定単位数の70％を算定

するのか。 

（答） 

 同一敷地内の者についてのみ、所定単位数の70％を算定する。 

 

２．訪問系サービス 

 

（１）居宅介護 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算①） 

問23 月の途中に、「同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減

算」の適用を受ける建物に入居した又は当該建物から退去した場合、月の

全てのサービス提供部分が減算の対象となるのか。 

（答） 

 利用者が、減算対象となる建物に入居した日から退去した日までの間に受けた

サービスについてのみ、減算の対象となる。 

 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算②） 

問24 住民票の住所と実際の居住場所が異なる場合は、実際の居住場所で「同

一建物居住者」として判断してよいか。 

（答） 
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 実際の居住場所で判断する。 

 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算③） 

問25 「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」であっても「サービス

提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべきではないこと」

とされているが、具体的にはどのような範囲を想定しているのか。 

（答） 

本減算は、例えば、集合住宅の１階部分に事業所がある場合など、事業所と同

一建物に居住する利用者を訪問する場合には、地域に点在する利用者を訪問する

場合と比べて、移動等の労力（移動時間）が軽減されることから、このことを適

正に評価するために行うものであり、事業所と同一建物の利用者を訪問する場合

と同様の移動時間により訪問できるものについては同様に評価することとし、「同

一敷地内にある別棟の集合住宅」、「隣接する敷地にある集合住宅」、「道路等を挟

んで隣接する敷地にある集合住宅」のうち、事業所と同一建物の利用者を訪問す

る場合と同様に移動時間が軽減されるものについては、減算対象とすることとし

たものである。 

このようなことから、例えば、以下のケースのように、事業所と同一建物の利

用者を訪問する場合とは移動時間が明らかに異なるものについては、減算対象と

はならないものと考えている。 

・ 広大な敷地に複数の建物が点在するもの（例えば、ＵＲ（独立行政法人都市

再生機構）などの大規模団地や、敷地に沿って複数のバス停留所があるような

規模の敷地） 

・ 幹線道路や河川などにより敷地が隔てられており、訪問するために迂回しな

ければならないもの 

 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算④） 

問26 「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」に該当するもの以外の

集合住宅に居住する利用者にサービスを提供する場合、利用者が１月あた

り20人以上の場合は減算の対象となるが、算定月の前月の実績で減算の有

無を判断することとなるのか。 

（答） 

 算定月の実績で判断することとなる。 

 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算⑤） 

問27 「同一建物に居住する利用者が、１月あたり20人以上である場合の利用

者数」とは、どのような者の数を指すのか。 

（答） 
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 この場合の利用者数とは、当該居宅介護事業所とサービス提供契約のある利用

者のうち、該当する建物に居住する者の数をいう（サービス提供契約はあるが、

当該月において、居宅介護サービス費の算定がなかった者を除く）。 

 

（共生型居宅介護について） 

問28 指定訪問介護事業所が行う共生型居宅介護のサービス内容は、指定居宅

介護と同じく、視覚障害者への代読や代筆等も含むものと考えてよいか。 

（答） 

 お見込みのとおり。なお、共生型重度訪問介護についても同様である。 

 

（２）重度訪問介護 

（入院中の提供の算定について①） 

問29 重度訪問介護を病院等への入院時に利用するに当たり、在宅時の利用と

分けて支給決定をする必要はあるか。 

（答） 

 不要である。 

 

（入院中の提供の算定について②） 

問30 これまで居宅介護のみを利用してきた者が、入院した後に重度訪問介護

の支給申請を行った場合、認めることはできるか。 

（答） 

認められない。本改正では、重度訪問介護によるコミュニケーション支援も含

め、比較的長時間にわたり断続的な支援を必要とする利用者に対して、入院中も

当該利用者の状態等を熟知したヘルパーによる支援を受けられるようにしたもの

である。 

なお、地域生活支援事業における意思疎通支援事業については、従来どおり、

病院等に入院中の障害者にもコミュニケーション支援を行えるものであり、引き

続き、対象者等を含めて柔軟に運用していただいて差し支えない。 

 

（入院中の提供の算定について③） 

問31 入院中に重度訪問介護を利用している者について、在宅時の利用から支

給量を増やすことはできるか。 

（答） 

支給変更決定を行うことは妨げないが、入院中に必要な支援は、基本的には病

院等の職員により行われるものであることから、変更の必要性については慎重に

検討されたい。 
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（入院中の提供の算定について④） 

問32 重度訪問介護は、日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための

見守り等の支援とともに身体介護等を提供するものであるが、入院中にお

いても、意思疎通に対応するための見守りの時間は報酬の対象となるもの

と考えてよいか。 

（答） 

 お見込みのとおり。 

 

（入院中の提供の算定について⑤） 

問33 入院中の重度訪問介護の利用は、90日を超えて利用することはできない

のか。 

（答） 

 入院先の病院等の職員が、当該利用者とのコミュニケーションの技術の習得に

時間を要し、障害者の状態等によっては、90日を超えて支援を要することも考え

られることから、利用者や重度訪問介護事業所等から支援状況の聞き取りを行う

などして、必要に応じて、90日を超える利用を認めることも差し支えない。 

 ただし、重度訪問介護従業者による支援が、病院等において行われるべき支援

を代替することにならないよう、支援内容や病院等との連携状況等については、

十分に把握した上で判断する必要があることに留意されたい。 

 

（入院中の提供の算定について⑥） 

問34 入院又は入所中の病院等が、重度訪問介護事業所の通常の実施地域以外

の地域に所在する場合、当該病院等にヘルパーを派遣したときの交通費を

利用者に請求することはできるか。 

（答） 

基本的にはできないものとする。ただし、病院等が重度訪問介護事業所の通常

の実施地域から著しく離れている場合であって、重度訪問介護事業所と利用者と

の間で合意がされている場合には、交通費の一部を請求することも差し支えない

ものとする。 
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（入院中の提供の算定について⑦） 

問35 「入院中の医療機関からの外出・外泊時における同行援護等の取扱いに

ついて」（平成 28年６月 28 日付け障障発 0331 第８号厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）において、医療機関からの外出・

外泊時に重度訪問介護を利用できることが示されているが、今後は、当該

取扱いについても報酬告示第２の１のロ（病院等に入院又は入所をしてい

る障害者に対して重度訪問介護を提供した場合）により請求することとな

るのか。 

（答） 

入院中の医療機関からの外出及び外泊時に重度訪問介護を提供する場合は、報

酬告示第２の１のイ（病院等に入院又は入所をしている障害者以外の障害者に対

して重度訪問介護を提供する場合）の報酬を請求されたい。 

 よって、報酬の請求に当たっては、入院中の病院等において重度訪問介護を提

供する時間は、報酬告示第２の１のロのサービスコードを選択し、外出中の時間

は報酬告示第２の１のイのサービスコードを選択することとなる。 

 

（入院中の提供の算定について⑧） 

問36 入院中に重度訪問介護を利用できるのは、障害支援区分６であって、入

院前から重度訪問介護の利用をしてきた者に限られているが、入院中の病

院から外出・外泊する場合も同様の取扱いになるのか。 

（答） 

 病院等からの外出・外泊時に重度訪問介護を行う場合、報酬告示第２の１のイ

（病院等に入院又は入所をしている障害者以外の障害者に対して重度訪問介護を

提供する場合）に該当するため、障害支援区分４・５の者や、入院前から重度訪

問介護を利用していない者などを含め、重度訪問介護の全ての対象者が利用でき

るものである。 

 

（熟練した重度訪問介護従業者による同行支援について①） 

問37 「新規に採用された従業者」及び「熟練した重度訪問介護従業者」につ

いて、介護福祉士ではないこと又は介護福祉士であること等の要件はある

のか。 

（答） 

従業者が介護福祉士であること等の要件はないが、「熟練した重度訪問介護従

業者」とは、「当該利用者の障害特性を理解し、適切な介護を提供できる者であり、

かつ、当該利用者へのサービスについて利用者から十分な評価がある従業者」で

あることに留意されたい。 
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（熟練した重度訪問介護従業者による同行支援について②） 

問38 当該加算の決定はどのように行うのか。 

（答） 

重度訪問介護の支給決定に当たり、障害福祉サービス受給者証に「同行支援可

（○人、○○時間○○分）」と記載されたい。 

なお、本加算は、障害支援区分６の利用者の状態像や、重度訪問介護事業所に

新規に採用されたヘルパーのコミュニケーション技術等を踏まえて支給決定する

ものであることから、基本的には、同行支援を必要とする状況が生じた時点で、

支給変更決定等を行うことが想定されるが、明らかに特別なコミュニケーション

技術を要し、同行支援の必要性が認められる場合には、あらかじめ支給決定をし

ておくことも差し支えない。 

 

（熟練した重度訪問介護従業者による同行支援について③） 

問39「新規に採用された従業者（採用からおよそ６ヶ月を経過した従業者は除

く。）」の「およそ」とは、どの程度の期間の幅が認められるのか。 

（答） 

基本的には、採用後６ヶ月を経過するまでとするが、新規に採用された従業者

が、事故等のやむを得ない理由により一時的に業務に従事できない期間等があっ

た場合は、６ヶ月を超えて本取扱いの対象としても差し支えない。 

 

（熟練した重度訪問介護従業者による同行支援について④） 

問40 同時に２人の重度訪問の介護従業者が１人の利用者に対して重度訪問介

護を行った場合に加算する取扱いの場合と同様、この同行支援の加算につ

いても、二人の従業者が異なる重度訪問介護事業所に従事する場合、それ

ぞれの重度訪問介護事業所から請求ができるものと考えてよいか。 

（答） 

 お見込みのとおり。 

 

（熟練した重度訪問介護従業者による同行支援について⑤） 

問41 新任従業者と熟練従業者の報酬はそれぞれ15％の減算となるが、異なる

重度訪問介護事業所で派遣した場合において、熟練従業者の派遣に係る報

酬の減算分を、新任従業者が所属する事業所が補填するなどの契約を交わ

すことはできるものと考えてよいか。 

（答） 

 お見込みのとおり。 
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（熟練した重度訪問介護従業者による同行支援について⑥） 

問42 同行支援中に、新任従業者と熟練従業者が見守りを行っている時間も報

酬の対象となるものと考えてよいか。 

（答） 

 お見込みのとおり。 

 

（今回の改定に伴い、以下のＱ＆Ａについて削除） 

平成24年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成24年８月31日

事務連絡）における問50 

 

（３）同行援護 

（盲ろう者向け通訳・介助員について①） 

問43 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業において盲ろう者に支援した経験が

ある者が、平成 33（2021）年３月 31 日までの暫定的な措置として従業者

要件に追加されたが、このことと、盲ろう者に支援した場合に所定単位数

の25％の加算を算定できる盲ろう者向け・通訳介助員は同じものを指して

いるのか。 

（答） 

「盲ろう者向け通訳・介助員」とは、地域生活支援事業の「盲ろう者向け通訳・

介助員養成研修」を修了した者等をいうが、このうち、同行援護従業者養成研修

を修了していなくても同行援護に従事できるのは、平成30年３月31日時点にお

いて、地域生活支援事業の「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」に従事し、実

際に盲ろう者の支援を行ったことがある者である。 

一方、盲ろう者に支援した場合に加算を算定できる要件としている「盲ろう者

向け通訳・介助員」は、「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」に従事しているこ

とを要件としていない。 

 

（盲ろう者向け通訳・介助員について②） 

問44 盲ろう者向け通訳・介助員は、都道府県が行う盲ろう者向け通訳・介助

員養成研修を修了した者のほか、指定都市又は中核市が行う同研修や、国

立障害者リハビリテーションセンター学院が行う研修を修了した者等がい

るが、これらの者についても含めるものと考えてよいか。 

（答） 

 お見込みのとおり。 
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（障害支援区分の認定について） 

問45 同行援護は、障害支援区分の認定調査を受けずとも利用ができるが、「障

害支援区分３又は４以上の者を支援した場合の加算」を算定するに当たっ

ては、当該利用者が障害支援区分の認定調査を受けている必要があるか。 

（答） 

「障害支援区分３又は４以上の者を支援した場合の加算」ついては、障害支援

区分認定調査により障害支援区分３以上の判定を受け、加算対象者として支給決

定を受けている必要がある。このため、障害支援区分の判定を受けておらず、同

行援護の利用のみを希望する障害者については、障害支援区分３以上に該当する

と見込まれる場合に、認定調査を併せて行うこととする。 

なお、申請に当たり、利用者が認定調査の実施を望まない場合には、必ずしも

認定調査を受ける必要はないが、その場合は、「障害支援区分３又は４以上の者を

支援した場合の加算」の対象者として支給決定を行わないこと。 

 

（障害児への加算の決定について） 

問46 障害児への同行援護の支給決定に当たり、障害支援区分３又は４以上の

支援の度合いに相当することについて、どのように判断するのか。 

（答） 

障害児への同行援護の支給決定に当たり、当該障害児が障害支援区分３以上の

支援の度合いに相当することが見込まれる場合とは、５領域11項目の調査を行い、

支援の度合いについて判定するものとする。 

なお、当該調査結果が、短期入所における障害児支援区分２に相当する場合は、

障害支援区分３の支援の度合いに相当するものとして、障害児支援区分３に相当

する場合は、障害支援区分４の支援の度合いに相当するものとして取り扱って差

し支えない。 

 

（地域生活支援事業との関係について） 

問47 地域生活支援事業における盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業を利用し

てきた者は、今後、同行援護を優先的に利用しないといけないのか。 

（答） 

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業と同行援護は、利用者の支援のニーズ等に

応じて、いずれの利用も可能である。また、同行援護は、従業者が１人の利用者

の支援に専念し、その行った支援に対して報酬を支払うサービスであるが、地域

生活支援事業は、支援や支払いの方法等も含めて柔軟に運用できることから、例

えば、盲ろう者が会議に参加し、頻回な通訳介助を要し、交代要員として２人目

を派遣する必要がある場合などにおいて、同行援護と盲ろう者向け通訳・介助員

派遣事業を併用することも可能である。 
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（４）行動援護 

（支援計画シート等の作成について） 

問48 支援計画シート等に規定の書式はあるのか。 

（答） 

「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等に係る留意事項について」

（平成26年３月31日付け障障発0331第８号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課長通知）において、支援計画シート等の様式例をお示しているの

で、参照されたい。 

 

３．生活介護、短期入所 

 

（１）生活介護 

（短時間利用減算①） 

問49 前３月における事業所の利用者のうち、事業所の平均利用時間が５時間未

満の利用者のしめる割合は、具体的にどのように算出するのか。 

（答） 

  以下の方法により、算出した割合が100分の50以上である場合に、短時間利

用減算を適用する。 

 ① 各利用者について、前３月における利用時間の合計時間を、利用日数で除

して、利用日１日当たりの平均利用時間を算出する。 

 ② 当該月における、①により算出した平均利用時間が５時間未満の利用者の

延べ人数を、事業所の利用者の延べ人数で除する。 
 
 [例] 
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（短時間利用減算②） 

問50 重度の身体障害者や精神障害者は、障害特性や症状、通院や起床介護など

の生活パターンなどの理由で、５時間未満の利用になってしまう場合があ

るが、そのような利用者についても、利用時間が５時間未満の利用者の割

合の算定に含むのか。 

（答） 

例えば、重度の身体障害や精神障害等、障害特性等に起因するやむを得ない理

由により５時間未満の利用になってしまう利用者については、利用時間が５時間

未満の利用者の割合の算定から除いて差し支えない。 

なお、やむを得ない理由については、利用者やその家族の意向等が十分に勘案

された上で、サービス担当者会議において検討され、サービス等利用計画等に位

置付けられていることが前提であり、市町村においては当該計画等を基に判断さ

れたい。 

 

（短時間利用減算③） 

問51 利用時間については、送迎のみを実施する時間は含まれないとされてい

るが、遠方からの利用者で送迎に長時間を要する利用者についても、送迎

に要する時間は利用時間に含めないのか。 

（答） 

遠方からの利用者等、やむを得ず送迎に長時間を要する利用者については、利

用時間が５時間未満の利用者の割合の算定から除いても差し支えない。 

 

（短時間利用減算④） 

問52 土曜日やイベントの日など、特例的に短時間の開所としている日につい

ては、利用者全員が５時間未満の利用となるが、これらの日についても利

用時間の算定に含むのか。 

（答） 

運営規程に営業時間を明示した上で、特例的に短時間開所の日を設けている場

合等については、平均利用時間の算定から外すなど柔軟な取扱いとして差し支え

ない 

 

（常勤看護職員等配置加算） 

問53 常勤看護職員等配置加算（Ⅱ）については、医療的ケアが必要な者に生

活介護等を提供したことが要件となるが、これは前年度や前月等の実績か

ら判断するのか。 

（答） 

 開所日ごとに、その日の実績を持って算定の可否を判断すること。 
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（２）短期入所 

（福祉型強化短期入所） 

問54 併設型及び空床型の短期入所で、本体施設に看護職員が配置されている

場合、当該看護職員に加えて１名の看護職員を配置する必要があるのか。 

（答） 

本体施設に看護職員が配置されている場合は、当該看護職員をもって福祉型強

化短期入所における看護職員の配置要件を満たすものとする。 

ただし、本体施設と短期入所事業所の職務が同時並行的に行われることが差し

支えないと考えられるもの以外である場合、本体施設における勤務時間について

は、短期入所での勤務時間に含むことはできないことに留意すること。 

 

（短期利用加算①） 

問55 短期利用加算については、「１年に 30 日を限度として算定する」とされ

ているが、複数の事業所で短期利用加算を算定している場合、その期間は

通算されるのか。 

（答） 

通算されない（それぞれの事業所ごとに、1人の利用者につき１年に30日を限

度として算定可能）。 

 

（短期利用加算②） 

問56 短期利用加算については、「１年に 30 日を限度として算定する」とされ

ているが、「１年」はいつからいつまでの期間を指すのか。 

（答） 

 最初に短期利用を開始した日から起算して１年とする。 

 

（常勤看護職員等配置加算） 

問57 福祉型強化短期入所である場合、福祉型強化短期入所サービス費を算定

するために配置されている常勤の看護職員をもって、常勤看護職員等配置

加算の算定要件を満たすものとできるか。 

（答） 

福祉型強化短期入所サービス費を算定するために配置されている常勤の看護

職員をもって、常勤看護職員等配置加算の算定要件を満たすものとできる。 

 

（医療連携体制加算） 

問58 短期入所の医療連携体制加算（Ⅴ）の算定要件の詳細如何。 

（答） 

短期入所の医療連携体制加算（Ⅴ）の取扱いについては、「平成26年度障害福
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祉サービス等制度改正に関するＱ＆Ａ」（平成 26 年４月９日事務連絡）の問 33

から問38までの取扱いを準用すること。 

 

（年間利用日数の適正化） 

問59 年間利用日数については、「１年の半分（180日）を目安」とされている

が、「１年」はいつからいつまでの期間を指すのか。 

（答） 

 最初に短期利用を開始した日から起算して１年とする。 

 

４．自立訓練（機能訓練・生活訓練）、自立生活援助、共同生活援助 

 

（１）自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

（リハビリテーション加算） 

問60 リハビリテーション加算（Ⅰ）については、「頸椎損傷による四肢の麻痺

その他これに類する状態にある障害者」を対象としているが、頸髄損傷を

原因とする者に限るのか。 

（答） 

リハビリテーション加算（Ⅰ）の対象者については、疾患名等を問うものでは

なく、四肢麻痺の状態にある者を想定しており、身体障害者手帳の記載や医師意

見書の内容等から判断するものとする。 

 

（個別計画訓練支援加算） 

問61 個別計画訓練支援加算の算定に当たり、個別訓練実施計画の作成が要件

とされているが、個別支援計画をもって個別訓練実施計画とすることがで

きるか。また、個別訓練実施計画は所定の様式があるか。 

（答） 

個別計画訓練支援加算に係る訓練は、自立訓練（生活訓練）の個別支援計画の

一環として行われるものであるが、特に地域生活を営む上で必要となる生活能力

に焦点を定め、一定の期間の中で重点的に個別の訓練を行うものである。したが

って、計画の様式を問うものではないが、具体的な訓練項目や訓練の内容、進捗

状況等、詳細かつ丁寧な記録や評価を伴う個別訓練実施計画が必要となる。 
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（２）自立生活援助 

（利用者）   

問62 「家族等と同居している場合であっても当該家族等が障害、疾病等のた

め、居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題に対する支援

が見込めない状況にある者」も利用対象となるが、「支援が見込めない状況」

とは具体的にどのような状況が想定されるのか。 

（答） 

 例えば、 

・ 同居している家族が、障害のため介護や移動支援が必要である等、障害福祉

サービスを利用して生活を営んでいる場合 

・ 同居している家族が、疾病のため入院を繰り返したり、自宅での療養が必要

な場合 

・ 同居している家族が、高齢のため寝たきりの状態である等、介護サービスを

利用して生活を営んでいる場合 

・ その他、同居している家族の状況等を踏まえ、利用者への支援を行うことが

困難であると認められる場合 

などが想定される。 

 

（支援の内容） 

問63 訓練等給付に位置付けられる自立生活援助のサービスにおける「情報の

提供や助言、相談等の必要な援助」とは、どのような支援なのか。家事支

援等も含まれるのか。 

（答） 

自立生活援助は、障害者の理解力や生活力等を補う観点から、居宅で生活する

障害者が地域生活を継続する上で必要な情報の提供、助言並びに相談等の支援及

び関係機関や地域住民との連絡調整等を行うものである。 

家事支援等については、他の障害福祉サービスによって行われるべきものであ

って、自立生活援助に含まれるものではない。 

 

（兼務の取扱い①） 

問64 自立生活援助事業所の従業者（地域生活支援員、サービス管理責任者）

について、兼務の取扱いはどうなるのか。 

（答） 

自立生活援助事業所の従業者は、原則として専従となるが、利用者に対するサ

ービス提供に支障がない場合は、従業者が当該自立生活援助事業所の管理者や他

の事業所又は施設等の職務に従事することができる。 

ただし、兼務先の基準を満たすことも必要となるため、双方から兼務に支障が
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ないかを判断する必要がある。 

また、兼務先の職務が常勤換算方法による配置を要件とする場合は、当該職員

の自立生活援助事業所における勤務時間を、兼務する職務の常勤換算に含めるこ

とはできない。 

なお、サービス管理責任者は、自立生活援助計画を作成し客観的な評価等を担

う者であるため、業務の客観性を担保する観点から、地域生活支援員との兼務は

認めない。 

 

（兼務の取扱い②） 

問65 自立生活援助事業所の従業者が、相談支援事業所の相談支援専門員を兼

務することは可能なのか。可能な場合、特定事業所加算の「常勤・専従」

の要件はどうなるのか。 

（答） 

自立生活援助事業所の従業者が、相談支援事業所の従業者の職務を兼務する場

合は、業務に支障がない場合として認めることとしている。 

また、相談支援事業所の特定事業所加算は、相談支援専門員が常勤・専従であ

ること等が要件となっているが、相談支援事業所に併設する自立生活援助事業所

については、兼務しても差し支えないこととする。 

 

（定期的な居宅訪問） 

問66 定期的な居宅訪問については、月に２回以上利用者の居宅を訪問すれば

よいか。 

（答） 

指定自立生活援助は、利用者の日常生活における課題を把握し、必要な支援を

行う必要があることから、支援計画に基づき概ね週１回以上、当該利用者の居宅

を訪問することとしている。 

なお、月途中から利用を開始する場合やサービス終了に向けて訪問頻度を調整

する場合等を考慮し、基本報酬の算定においては、定期的な訪問による支援を月

２回以上行うことを要件としているが、安易に訪問回数を減らすことがないよう

留意すること。 

 

（同行支援加算） 

問67 同行支援加算は、居宅への訪問と同日に外出を伴う支援を行った場合で

も算定できるか。また、同行支援加算の算定対象となる外出を伴う支援と

は、具体的にどのようなものか。 

（答） 

同行支援加算の算定日に、定期的な訪問による支援や随時の訪問による支援を
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行うことは差し支えない。 

なお、同行支援加算の算定対象となる外出を伴う支援は、あくまで障害者の理

解力や生活力等を補う観点から、利用者が地域で自立した生活を継続していくた

めに必要な情報提供や助言等の支援を行うものであり、外出のための直接的な介

助や余暇活動への付き添い等については、算定の要件を満たす支援とはならない。 

 

（福祉専門職員配置等加算） 

問68 地域生活支援員が、同一法人の他の事業所の業務を兼務し、勤務した時

間数の合計が常勤の時間数に達している場合、福祉専門職員配置等加算は

どのように算定するのか。 

（答） 

複数事業所を兼務する常勤の直接処遇職員については、１週間の勤務時間の２

分の１を超えて当該事業所の直接処遇職員として従事する場合に、常勤の直接処

遇職員（１人）として評価されたい。 

 

（３）共同生活援助 

（日中サービス支援型の基本報酬） 

問69 日中サービス支援型指定共同生活援助と併せて日中活動サービスの支給

決定を受ける利用者が、日中活動サービスを毎日利用することはできず、

日によって共同生活住居で過ごす場合の基本報酬はどのように算定するの

か。 

（答） 

 日中サービス支援型指定共同生活援助は、日毎に異なる報酬区分を算定するこ

とが可能であるため、障害支援区分３以上の利用者であれば、グループホームに

おいて日中支援を行う日は「日中サービス支援型共同生活援助サービス費」を算

定し、日中活動サービスを利用する日は「日中を当該共同生活住居以外で過ごす

場合」の報酬単位を算定することになる。 

また、当該利用者が日中活動サービスの利用予定日に利用できず、共同生活住

居で過ごした場合も、「日中サービス支援型共同生活援助サービス費」を算定する

こととなる。 

 なお、障害支援区分２以下の利用者については、日中活動サービス等の利用を

基本とすることから「日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合」のみ報酬単位

が設定されており、当該利用者が日中活動サービスの利用予定日に利用できず、

共同生活住居で過ごした場合は、日中支援加算(Ⅱ)を算定することとなる。なお、

この場合、日中サービス支援型指定共同生活援助は常時の支援体制を確保するも

のであることから、日中支援従事者の加配を要しないものとする。 
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（看護職員配置加算） 

問70 看護職員配置加算は、指定事業所単位で、常勤換算方法により１人以上

を配置すれば、すべての利用者に当該加算を算定できると解してよいか。

例えば、複数の共同生活住居を１つの事業指定を受けて運営する場合、全

ての利用者に70単位／日が算定されると解してよいか。 

（答） 

看護職員配置加算は、専ら共同生活援助事業所の職務に従事する看護職員を、

常勤換算方法で１人以上配置する場合に、利用者全員に算定することが可能であ

る。 

ただし、複数の共同生活住居を有する場合は、適切な支援を行うための人員を

確保する観点から、常勤換算方法により、看護職員の員数が１以上かつ利用者の

数を20で除して得た数以上の看護職員を配置するものとする。 

 

（夜間職員加配加算）  

問71 日中サービス支援型共同生活援助（１住居10名×２）の場合、夜勤職員

は住居ごとに１名で計２名となるが、ここに１名を加配し合計３名の夜勤

職員を配置し、加配した職員が２つの住居を兼務した場合、20名の利用者

に対して加算が算定されるのか。 

（答） 

夜勤職員加配加算は、共同生活住居ごとに夜勤職員を１名以上追加で配置する

場合に算定するものであることから、加配した夜勤職員が別の住居の夜勤を兼務

することは認められない。 

 よって、質問の場合はいずれかの住居の利用者に対して算定することになる。 

 

（精神障害者地域移行特別加算） 

問72 精神障害者地域移行特別加算は、地域生活移行個別支援特別加算と同時

に算定できるのか。 

（答） 

 精神障害者地域移行特別加算は、精神科病院に１年以上入院していた精神障害

者に対して地域で生活するために必要な支援を行った場合に算定するものである

ことから、医療観察法に基づく指定入院医療機関を退院した精神障害者に対して

地域で生活するために必要な支援を行った場合に算定する地域生活移行個別支援

特別加算と評価の内容が重複するため、地域生活移行個別支援特別加算を算定す

る場合は精神障害者地域移行特別加算を算定することはできない。 
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（強度行動障害者地域移行特別加算） 

問73 強度行動障害者地域移行特別加算は、重度障害者支援加算と同時に算定

できるのか。 

（答） 

強度行動障害者地域移行特別加算は、障害者支援施設等に１年以上入所してい

た強度行動障害のある者に対して地域で生活するために必要な支援を行った場合

に算定するものであることから、障害支援区分６の強度行動障害のある者等に対

して支援を行った場合に算定する重度障害者支援加算と評価の内容が重複するた

め、強度行動障害者地域移行特別加算を算定する場合は、重度障害者支援加算を

算定することはできない。 

 

（加算の算定期間） 

問74 精神障害者地域移行特別加算や強度行動障害者地域移行特別加算の算定

期間は、「入居してから１年間」なのか、それとも「退院・退所してから１

年間」なのか。 

   また、退院・退所後に、自宅での在宅生活や宿泊型自立訓練を経てから、

入居する場合の取扱いはどうなるのか。 

（答） 

 算定期間は「退院・退所してから１年間」となる。 

なお、自宅での在宅生活や宿泊型自立訓練を経てから、入居する場合であって

も、退院・退所してから１年以内であれば算定可能である。 

 

（加算要件の適用時期） 

問75 精神障害者地域移行特別加算や強度行動障害者地域移行特別加算につい

て、改定以前の時期に当該加算の要件を満たした利用者が入居している場

合は、加算を算定することが可能か。 

（答） 

当該加算は、障害者の地域移行を促進するため、平成 30 年度報酬改定におい

て創設されたものである。 

利用者に対する支援のみを評価するものではなく、現に障害者支援施設や精神

科病院等に入所・入院している者の受入れを評価するものであることから、平成

30年４月以降に要件を満たした場合に、加算の対象となる。 
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５．相談支援 

 

（１）計画相談支援・障害児相談支援 

（基本報酬①） 

問76 モニタリング標準期間の一部が見直されたが、利用者の状況に応じてそ

れ以外の期間を設定してもよいか。 

（答） 

施行規則で示すモニタリング標準期間は、従前どおりあくまで市町村が決定す

る際の勘案事項であるため、利用者の状態等に応じて、例えば標準期間が６月に

１回のところを３月に１回としても差し支えない。 

なお、以下に示す状態像の利用者については、標準期間よりもさらに短い期間

で設定することが望ましい。 

【計画相談支援】 

・ 生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援

が必要である者 

・ 利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者 

 

【障害児相談支援】 

・ 学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある者 

・ 就学前の児童の状態や支援方法に関して、不安の軽減・解消を図る必要の

ある保護者 

 

（基本報酬②） 

問77 相談支援専門員 1 人当たりの取扱件数には、基本報酬以外の加算の件数

も含むのか。また、計画相談支援を行う事業所が地域相談支援の事業の指

定も併せて受けており、相談支援専門員が地域相談支援における対応も実

施している場合、当該件数も含まれるのか。 

（答） 

取扱件数は、１月間に実施したサービス利用支援、継続サービス利用支援、障

害児支援利用援助、継続障害児支援利用援助の合計数であり、基本報酬以外の加

算や地域相談支援の事業として対応した件数は含めない。 
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（基本報酬③） 

問78 例えば、相談支援事業所において、１月から８月までの取扱件数及び相

談支援専門員の配置数が以下のとおりであった場合、７月、８月の請求分

において、サービス利用支援費（Ⅱ）又は継続サービス利用支援費（Ⅱ）

（以下「基本報酬（Ⅱ）」という。）を何件算定するのか。 

 

月 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

対応件数合計（件） 45 45 60 45 45 50 60 75 

 うち計画相談 30 30 30 25 30 30 40 50 

 うち障害児相談 15 15 30 20 15 20 20 25 

相談支援専門員数（人） 1 1 1 1 1 2 2 2 
 

（答） 

基本報酬（Ⅱ）を算定する件数は、取扱件数（１月間に計画作成又はモニタリ

ングを行った計画相談支援対象障害者等の数（前６月の平均値）÷相談支援専門

員の員数（前６月の平均値））が40以上である場合において、40以上の部分に相

談支援専門員の員数（前６月の平均値）を乗じて得た数（小数点以下の端数は切

り捨てる。）により算定することとなり、上記例の場合では以下のとおりとなる。 

① ７月分の請求について 

・ 計画相談支援対象障害者等の数（１月から６月の平均値） 

 →（45＋45＋60＋45＋45＋50）÷６ ＝48.333… （Ａ） 

・ 相談支援専門員の員数（１月から６月の平均値） 

 →（１＋１＋１＋１＋１＋２）÷６ ＝ 1.166… （Ｂ） 

・ 取扱件数 →（Ａ）÷（Ｂ）       ＝41.428… （Ｃ）≧40 

のため、基本報酬（Ⅱ）を算定する必要があり、算定する件数は 

（（Ｃ）－39）×（Ｂ）＝2.833…となり、小数点以下の端数を切り捨てた２

件となる。 

なお、計画相談支援と障害児相談支援を一体的に実施しているので、計画

相談支援の７月の請求件数40件のうち２件を基本報酬（Ⅱ）で算定する。 

 

② ８月分の請求について 

・ 計画相談支援対象障害者等の数（２月から７月の平均値） 

 →（45＋60＋45＋45＋50＋60）÷６ ＝50.833… （Ａ） 

・ 相談支援専門員の員数（２月から７月の平均値） 

 →（１＋１＋１＋１＋２＋２）÷６ ＝ 1.333… （Ｂ） 

・ 取扱件数 →（Ａ）÷（Ｂ）       ＝38.125  （Ｃ）＜40 となり、

全てサービス利用支援費（Ⅰ）又は継続サービス利用支援費（Ⅰ）を算定
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することとなる。 

 

（加算共通①） 

問79 加算が複数創設されているが、全て併給が可能か。また、記録の作成が

必要な加算についてはどのように記録したら良いのか。 

（答） 

以下の場合については、加算の併給はできない。 

① 退院・退所加算と初回加算の併給 

② 医療・保育・教育機関等連携加算と初回加算又は退院・退所加算（当該退

院等施設のみとの連携の場合）の併給 

記録については、別添資料２の標準様式を参考として作成し、５年間保存しな

ければならない。 

 

（加算共通②） 

問80 平成30年度の報酬改定で創設された加算の中で、基本報酬を算定してい

ない月でも請求可能な加算はあるか。また、当該加算を単独で請求した場

合、当該加算に対して特定事業所加算などの体制加算を算定することは可

能か。 

（答） 

「入院時情報連携加算」、「居宅介護支援事業所等連携加算」及び「サービス提

供時モニタリング加算」については、当該利用者について基本報酬を算定しない

月においても、当該加算のみでの請求が可能である。 

ただし、特定事業所加算などの体制加算は基本報酬にのみ加算されるため、「入

院時情報連携加算」、「居宅介護支援事業所等連携加算」、及び「サービス提供時モ

ニタリング加算」に対して算定することはできない。 

 

（初回加算） 

問81 障害児相談支援を利用していた障害児が、初めて計画相談支援を利用す

る場合について、計画相談支援の初回加算は算定可能か。また、計画相談

支援を利用していた障害児が、初めて障害児相談支援を利用する場合も、

障害児相談支援の初回加算は算定可能か。 

（答） 

 算定できる。 
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（居宅介護支援事業所等連携加算） 

問82 「居宅介護支援事業所等連携加算」は、当該指定居宅介護支援等の利用

開始日前６月以内に算定している場合は算定不可とあるが、異なる居宅介

護支援事業所が居宅サービス計画を作成する場合は、６月以内でも算定可

能か。 

（答） 

 算定できる。 

 

（医療・保育・教育機関等連携加算） 

問83 「医療・保育・教育機関等連携加算」の連携先はどこまで含まれるのか。 

（答） 

留意事項通知で示しているとおり、サービス等利用計画又は障害児支援利用計

画（以下「サービス等利用計画等」という。）を作成する際に、利用者が利用して

いる病院、企業、保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校と連携することが想定

されるが、その他にも利用者が利用しているインフォーマルサービスの提供事業

所等が想定される。 

なお、これらの障害福祉サービス等以外の機関における支援内容や担当者等に

ついても、サービス等利用計画等に位置付けることが望ましい。 

 

（サービス担当者会議実施加算①） 

問84 「サービス担当者会議実施加算」は、サービス利用支援時に開催したサ

ービス担当者会議と同様の担当者を招集する必要があるのか。また、全員

集まらないと算定できないのか。 

（答） 

サービス利用支援時に開催したサービス担当者会議と同様の担当者が全員参

加することが望ましいが、検討を行うにあたり必要な者が参加していれば、担当

者全員の参加は要しない。 

ただし、会議開催を調整したが全員参加せず、メール等による担当者への報告

のみの実施である場合は、当該加算を算定することはできない。 

 

（サービス担当者会議実施加算②） 

問85 モニタリング時にサービス担当者会議を開催した結果、サービス等利用

計画等を変更することになった場合、支給決定後に指定基準に基づき、再

度サービス担当者会議を開催しなければならないのか。 

（答） 

モニタリング時に開催したサービス担当者会議の結果、サービス等利用計画等

を変更することとなった場合は、その際に検討した変更案から変更がない又は軽
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微な変更のみであれば、その旨を関係者に報告する等によって、サービス担当者

会議の開催について簡素化することは差し支えない。 

 

（サービス提供時モニタリング加算①） 

問86「サービス提供時モニタリング加算」は、居宅で利用する障害福祉サービ

ス等の提供現場を確認した場合も算定可能か。 

（答） 

算定可能である。ただし、指定基準に基づいた定期的なモニタリングを行う日

と同一日に、居宅で利用する障害福祉サービス等の提供現場を確認し、当該加算

を算定する場合は、モニタリング結果と当該加算に関する記録をそれぞれ作成す

る必要があるので留意すること。 

 

（サービス提供時モニタリング加算②） 

問87 複数の障害福祉サービス等を利用する利用者について、「サービス提供時

モニタリング加算」を算定する場合は、利用する全ての障害福祉サービス

等の提供現場を確認しないと算定できないのか。 

（答） 

複数の障害福祉サービス等を利用している者については、全ての障害福祉サー

ビス等の提供現場を確認することが望ましいが、１箇所でも確認していれば算定

は可能である。 

 

（サービス提供時モニタリング加算③） 

問88 「サービス提供時モニタリング加算」は相談支援専門員1人当たり39件

まで請求できるが、取扱件数と同様に前６月平均なのか。 

（答） 

取扱件数については、月によってモニタリング件数が集中する場合があること

に配慮して前６月平均としたところであるが、「サービス提供時モニタリング加算」

は実施月を調整することが可能であるため、前６月平均ではなく当該月の実施件

数を39件までとする。 

 

（行動障害支援体制加算①） 

問89 「行動障害支援体制加算」は、対象となる研修を受講した相談支援専門

員以外の者が行った計画相談支援にも加算されるのか。 

（答） 

加算の届出をしていれば、事業所の全ての相談支援専門員が実施する計画相談

支援で算定が可能である。 

なお、要医療児者支援体制加算及び精神障害者支援体制加算も同様である。 
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（行動障害支援体制加算②） 

問90 「行動障害支援体制加算」の届出が月途中で提出された場合、いつから

実施した計画相談支援で加算が算定できるのか。 

（答） 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に

関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成18年10月 31日障

発1031001厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）第一の１の（４）の

規定に準じた取扱いとする。 

なお、要医療児者支援体制加算及び精神障害者支援体制加算も同様である。 

 

（行動障害支援体制加算③） 

問91 「行動障害支援体制加算」の対象となる者を配置していても、当該月に

強度行動障害の利用者がいない場合は算定できないのか。 

（答） 

対象の障害特性を有する利用者への支援を行わなかった場合でも算定は可能

である。なお、要医療児者支援体制加算及び精神障害者支援体制加算も同様であ

る。 

 

（２）地域移行支援・地域定着支援 

（地域移行支援の対象者） 

問92 「介護給付費等の支給決定等について(平成 19 年３月 23 日､障発第

0323002号 障害保健福祉部長通知)」の第五－２－ (１)が改正されたが、

対象者の範囲が変更となるのか。 

（答） 

地域移行支援の対象者は、障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科

病院に入院している精神障害者であるが、精神科病院の入院期間が１年未満の者

等を一律に対象外としている事例が生じていることから、入院の期間や形態に関

わらず支援の対象であることを明確にするために改正したものであり、対象者の

範囲を変更するものではない。 

 

（地域移行支援サービス費（Ⅰ）） 

問93 地域移行支援サービス費（Ⅰ）を算定する事業所の要件の一つに、「１以

上の障害者支援施設又は精神科病院等（地域移行支援の対象施設）と緊密

な連携が確保されていること。」とあるが、「緊密な連携」とは具体的にど

のような状況が想定されるのか。また、どの程度の頻度で行う必要がある

のか。 
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（答） 

 例えば、 

・ 地域相談支援給付決定障害者の退院、退所等に向けた会議へ参加 

・ 地域移行に向けた障害福祉サービスの説明、事業所の紹介 

・ 地域移行など同様の経験のある障害当事者（ピアサポーター等）による意欲

喚起のための活動 

などが想定され、概ね月１回以上行っていることが目安となる。 

 

（緊急時支援費（Ⅱ）） 

問94 緊急時支援費（Ⅱ）については、深夜の電話による相談対応を行った場

合に算定されるが、深夜の時間帯であれば、相談の方法や内容は問わない

か。 

（答） 

緊急時支援費（Ⅱ）については、電話により直接本人又は家族等に対して緊急

的な支援が必要な相談対応を行った場合に限ることとし、予定確認等の電話連絡

は算定の対象とはならない。また、原則、メールによる対応については対象とし

ない。 

なお、深夜に電話による相談対応を行った場合であっても、その後利用者の居

宅等へ出向いて支援を行った場合は、当該日については緊急時支援費（Ⅰ）のみ

を算定することとなり、緊急時支援費（Ⅱ）との併給はできないことに留意する

こと。 

 

６．障害児支援 

 

（１）障害児支援共通  

（児童発達支援管理責任者①） 

問95 児童発達支援管理責任者の実務要件の経過措置が終了するが、経過措置

終了後において新要件を満たす児童発達支援管理責任者が配置できなかっ

た場合、直ちに事業所の指定取消等を行う必要があるのか。 

（答） 

直ちに事業所の指定取消等を行う必要はない。ただし、児童発達支援管理責任

者欠如減算が適用されるものであり、早急に適切な人員配置を行うよう指導を行

うこと。 

なお、これまでどおり、当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合

を除き、指定の取消しを検討すること。 
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（児童発達支援管理責任者②） 

問96 児童発達支援管理責任者研修を修了し、修了証明書の交付を受けた者で

あって、実務経験の新要件を満たしていない者が、実務経験を積んで新要

件を満たすこととなった場合、再度研修を受講する必要があるのか。 

（答） 

再度研修を受講する必要はなく、実務経験を満たすことにより、改めて児童発

達支援管理責任者として配置することが可能となる。 

 

（児童発達支援管理責任者③） 

問97 児童発達支援管理責任者の実務要件の経過措置が終了する平成 30 年４

月１日以降、実務経験の新要件を満たしていない者が計画を作成した場合

は計画未作成減算の対象となるのか。また、平成 30 年３月 31 日以前に経

過措置対象者が作成した計画についても４月１日以降は計画未作成として

取り扱うのか。 

（答） 

実務経験の新要件を満たしていない者が平成 30 年４月１日以降に作成した計

画については、計画未作成減算の対象となる。 

また、平成 30 年３月 31 日以前に経過措置対象者が作成した計画については、

計画を見直すまでの間（計画の見直しは少なくとも６月に１回以上必要）は減算

の対象にはならない。 

 

（２）障害児通所支援（居宅訪問型児童発達支援） 

（居宅訪問型児童発達支援①） 

問98 インフルエンザ等の感染症流行期においてのみ外出が著しく困難となる

場合にも、対象となるのか。 

（答） 

感染症にかかった場合に重症化するリスクが高い場合においては対象となり

得るが、医師の意見等に基づき個別に判断されたい。 

 

（居宅訪問型児童発達支援②） 

問99 児童発達支援等の通所施設への移行のため、児童発達支援事業所に通う

際に居宅訪問型児童発達支援の訪問支援員が付き添った場合に、報酬は児

童発達支援事業所と居宅訪問型児童発達支援事業所の双方が算定可能か。 

（答） 

居宅訪問型児童発達支援については、居宅において支援を提供した場合に算定

するものであるため、この場合は児童発達支援事業所のみ算定できる。なお、居

宅訪問型児童発達支援事業所は、通所施設移行支援加算の算定は可能である。 
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（居宅訪問型児童発達支援③） 

問1 0 0 居宅訪問型児童発達支援の職員は、兼務は可能か。 

（答） 

保育所等訪問支援同様、同一人物が指定基準上必要となる職種全て（訪問支援

員、児童発達支援管理責任者、管理者）を一人で兼務することは認められないが、

それ以外の形態は可能である。 

多機能型事業所において、例えば、児童発達支援に係る基準を超えて配置して

いる職員が兼務したり、基準を超えない場合であっても、児童発達支援に係るサ

ービス提供時間外に訪問支援員を兼ねることは可能である。 

 

(３) 障害児通所支援（居宅訪問型児童発達支援以外） 

（看護職員加配加算①） 

問1 0 1 医療的ケアに関する判定スコアについては、誰が判定するのか。 

（答） 

各事業所が判定するものであるが、医師の診断書等の客観的な判断がなされた

書類を整える必要があり、書類がない場合においては算定対象となる該当児には

含まれない。 

 

（看護職員加配加算②） 

問1 0 2 看護職員加配加算については、医療的ケアに関する判定スコアにある

状態の障害児にのみ加算されるのか。 

（答） 

医療的ケアに関する判定スコアにある状態の障害児に限らず、当該事業所を利

用する障害児全員に加算される。 

 

（看護職員加配加算③） 

問1 0 3 主に重心を支援する児童発達支援等と生活介護の多機能型において、

児童発達支援の報酬における看護職員加配加算の算定要件となる障害児

の数について、障害者の数を合算してもよいか。 

（答） 

主に重心を支援する児童発達支援等と生活介護の多機能型において、一体的な

運用がされており、利用定員も合算している場合においては、障害児と障害者の

数を合算しても差し支えない。 

 

（自己評価結果等未公表減算） 

問1 0 4 自己評価結果等の公表状況についてはどのように行うのか。 

（答） 
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自己評価結果等の公表は、インターネットの利用その他の方法により広く公表

されるものであるが、事業所からはその公表方法等についても届出をさせて確認

をし、届出がない場合に減算を適用すること。 

なお、公表方法等については、平成 30 年４月１日から施行される障害福祉サ

ービス等情報公表制度を活用して確認しても差し支えない。 

 

（共生型サービス） 

問1 0 5 介護保険の通所介護（デイサービス）と放課後等デイサービスの時間

帯を分けて提供することは共生型サービスになるのか。 

（答） 

共生型サービスは、多様な利用者に対して、共に活動することでリハビリや自

立・自己実現に良い効果を生むといった面があることを踏まえ、同じ場所で同時

に提供することを想定していることから、時間帯を分けて提供することはできな

い。 

 

（共生型サービス体制強化加算） 

問1 0 6 共生型サービス体制強化加算については、児童発達支援管理責任者や

保育士又は児童指導員を加配した場合に算定できるのか。 

（答） 

共生型サービス体制強化加算については、必ずしも児童発達支援管理責任者等

を加配する必要はなく、通所介護（デイサービス）に必要な人員のうち、それぞ

れの資格要件を満たしている職員が配置されている場合に加算される。 

なお、保育士等であって児童発達支援管理責任者の資格要件も満たしている者

については、通所報酬告示第１の１の注11（第３の１の注11）のロ又はハを算定

するものであり、イを算定するものではない。 

 

（基準該当通所支援事業所の基本報酬） 

問1 0 7 基準該当通所支援事業所の基本報酬区分が設けられたが、（Ⅰ）と（Ⅱ）

の違いは何か。 

（答） 

（Ⅱ）を算定する「みなし基準該当通所支援事業所」については、介護保険法

令に基づく通所介護等の指定をもって、児童発達支援等の指定を受けたとみなす

ものあり、児童発達支援管理責任者の配置が求められていない。 

 

（事業所内相談支援加算） 

問1 0 8 事業所内相談支援加算について、障害児が支援を受けている時間帯で

あっても算定可能となったが、障害児の同席は不要なのか。 
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（答） 

障害児本人が同席することが好ましいが、障害児本人が別室で支援の提供を受

けている間に効率的に相談支援を行うために、障害児が支援を受けている時間帯

であっても算定可能としたものである。 

なお、障害児が支援を受けている時間帯に相談支援を行う場合、相談支援を行

う職員については、支援の単位ごとに必要な児童指導員、保育士又は障害福祉サ

ービス経験者には含まれないものであるため、相談支援を行う職員以外で支援の

単位ごとに必要な従業者及び員数を満たす必要がある。 

 

（今回の改定に伴い、以下のＱ＆Ａについて削除） 

平成 27 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ VOL.1（平 27.

３.31）問62 

 

（欠席時対応加算） 

問1 0 9 例えば、Ａ事業所を欠席した障害児が、同日にＢ事業所に通所した場

合において、Ａ事業所は欠席時対応加算を算定できるのか。また、Ｂ事

業所は基本報酬等を算定できるのか。 

（答） 

欠席時対応加算の算定要件は、急病等により利用を中止する場合であって、基

本的には同日に異なる事業所が報酬を算定することは想定していない。 

このため、利用者の連絡漏れ等により、急遽利用中止となった場合は、Ａ事業

所は欠席時対応加算の算定はできない。 

なお、Ｂ事業所については、基本報酬等について算定できる。 

 

（特別支援加算） 

問1 1 0 児童指導員等加配加算において理学療法士等を配置した場合、特別支

援加算の算定はできるのか。 

（答） 

児童指導員等加配加算において理学療法士等を配置した場合については、理学

療法士等の配置及び配置された職員による専門的な支援を当該加算において報酬

上評価をしていることから、特別支援加算の算定はできない。 

なお、同様の理由から、主として難聴児や重症心身障害児を通わせる施設等に

ついては、人員配置基準上配置することとされている機能訓練担当職員と職種が

重複する場合においては、特別支援加算の算定はできない。 
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（今回の改定に伴い、以下のＱ＆Ａについて削除） 

平成 24 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ （平 24.８.31）

問104 

 

（強度行動障害児支援加算） 

問1 1 1 強度行動障害児支援加算の算定対象となる障害児について、どのよう

に判断するのか。 

（答） 

強度行動障害児支援加算の算定対象となる障害児については、通所報酬告示に

規定する強度行動障害のスコアを用いて、市町村が判断することになるが、判断

に当たっては、児童相談所、障害児相談支援事業所及び障害児が通っている事業

所等に意見を聴取するなどにより、当該障害児の状態を確認されたい。 

 

（医療連携体制加算） 

問1 1 2 これまで、事業所等に雇用された看護職員が当該事業所等の障害児に

対し喀痰吸引等を行った場合、医療連携体制加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の算

定が可能であったが、看護職員加配加算により加配した看護職員が喀痰

吸引等を行った場合においても、医療連携体制加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の

算定はできるのか。 

（答） 

看護職員加配加算を算定している場合、当該加算により看護職員の配置及び看

護職員による医療的ケアの提供を報酬上評価していることから、医療連携体制加

算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の算定はできない。 

なお、看護職員加配加算を算定していない場合は、医療連携体制加算（Ⅰ）又

は（Ⅱ）の算定はできる。 

 

（保育・教育等移行加算） 

問1 1 3 保育・教育等移行加算について、１度退所した障害児がやむを得ない

事情により同じ児童発達支援事業所等に通所し、再度移行支援を行って

保育所等に通うこととなった場合にも、保育・教育等移行加算の算定は

できるのか。 

（答） 

保育・教育等移行加算については、同一の事業所において、同一の障害児に対

して１度に限り算定できるものであり、何度も算定することはできない。 
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（機能訓練担当職員の配置） 

問1 1 4 児童発達支援及び放課後等デイサービスについて、主として重症心身

障害児を通わせる事業所に配置すべき機能訓練担当職員が、機能訓練を

行わない時間帯は置かなくてよいこととなったが、機能訓練が必要な障

害児がいない場合、機能訓練担当職員を配置しなくてもよいか。 

（答） 

重症心身障害児に対する機能訓練は必要不可欠な支援であり、機能訓練が必要

な障害児がいないことは想定されない。 

なお、障害児の通所支援計画に応じて、適切に機能訓練担当職員を配置するも

のであり、機能訓練担当職員の確保が困難など事業所の都合により、障害児の通

所支援計画が作成されないようにすること。 

 

（医療型児童発達支援） 

問1 1 5 医療型児童発達支援について、へき地であるため常勤の医師の確保が

困難である場合に、非常勤医師の配置でも差し支えないか。 

（答） 

医療型児童発達支援の人員配置基準においては、「医療法に規定する診療所と

して必要とされる従業者 同法に規定する診療所として必要とされる数」として

おり、診療所における医師の配置については非常勤でも可能である（管理者たる

医師を除く）と承知している。 

なお、診療報酬における障害児リハビリテーション料の施設基準については、 

これまで、専任の常勤医師が１名以上勤務していること等を要件としていたが、

平成30年度診療報酬改定において、週３日以上かつ週24時間以上の勤務を行っ

ている複数の非常勤職員を組み合わせた常勤換算でも配置可能とされたので、ご

承知おきいただきたい。 

 

（放課後等デイサービスの基本報酬区分①） 

問1 1 6 放課後等デイサービスの基本報酬区分を判断するための指標にある状

態はどのように確認をすればよいのか。 

（答） 

放課後等デイサービスの指標について、その項目は障害支援区分から準用して

いることから、「障害者総合支援法における障害支援区分認定調査員マニュアル」」

などを活用し、支給決定等の際の勘案事項の聴き取り時等において確認すること。 
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（放課後等デイサービスの基本報酬区分②） 

問1 1 7 年度の途中で、指標該当の障害児の割合が変更した場合、割合が変わ

るたび体制届けを提出することになるのか。また、割合の変更に伴い、

基本報酬の区分を変更することは可能か。 

（答） 

放課後等デイサービスの基本報酬区分については、前年度の実績に基づき判断

することとしているため、増改築等の事由を除き、１年間（４月１日から３月３

１日まで）適用すること。 

 

（放課後等デイサービスの基本報酬区分③） 

問1 1 8 受給者証の更新等に伴い、指標該当の有無に変更があった場合、その

適用は遡る必要はあるのか。 

例えば、６月１日に指標該当なしから該当ありになった場合、５月31

日以前も該当ありとして取り扱うのか。 

（答） 

指標に該当しているかどうかは、当該障害児が利用した日時点で判断し、遡っ

て適用することはしない。 

事例については、５月 31 日以前は指標に該当する障害児にはあたらないとし

て算出することになる。 

 

（４）障害児入所支援 

（みなし規定に係る報酬の取扱い） 

問1 1 9 障害児入所施設の指定を受けていることをもって、障害者支援施設又

は療養介護の指定基準を満たすものとみなすなどのいわゆる「みなし規

定」について、福祉型は平成 33 年３月 31 日まで延長し、医療型は恒久

化したが、報酬の取扱いに変更はあるのか。 

（答） 

報酬の取扱いについては、平成30年障害福祉サービス等報酬改定においては、

特段変更はなく、現行どおりの取扱いとなる。 

 

（地域移行加算） 

問1 2 0 地域移行加算については、福祉型障害児入所施設のみ、他の社会福祉

施設等に入所する場合も算定可能となったが、その趣旨如何。 

（答） 

福祉型障害児入所施設においては、「みなし規定」の適用を平成 33 年３月 31

日までとしており、その期限までに入所中の過齢児をグループホーム等への地域

移行又は障害者入所施設等への入所を行う必要があるため、福祉型障害児入所施
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設にのみ他の社会福祉施設等に入所する場合も算定可能とした。ただし、留意事

項通知に示したとおり、当該取扱いは平成33年３月31日までの措置である。 
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障障発0330第２号 

平成30年３月30日 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害福祉主管部（局）長 殿 

  中 核 市 

厚生労働省社会・援護局    

障害保健福祉部障害福祉課長 

                       （ 公  印  省  略 ） 

 

 

福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算に関する 

基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について 

 

  

 福祉・介護職員処遇改善加算（以下「加算」という。）及び福祉・介護職員

処遇改善特別加算（以下「特別加算」という。）の算定については「障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基

準」（平成18年厚生労働省告示第523号）、「厚生労働大臣が定める基準」（平

成18年厚生労働省告示第543号。以下「障害者における算定基準」という。）、

「児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の

算定に関する基準」（平成24年厚生労働省告示第122号）、「児童福祉法に基づ

く指定入所支援に要する費用の額の算定に関する基準」（平成24年厚生労働省

告示第123号）、「厚生労働大臣が定める児童等」（平成24年厚生労働省告示第

270号。以下「障害児における算定基準」という。）において示しているところ

であるが、今般、基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例を下記のとおり

お示しするので、ご了知の上、貴管内市町村、関係団体、関係機関等にその周

知徹底を図るとともに、その取扱いにあたっては遺漏なきよう期されたい。 

 なお、本通知は、平成30年４月１日から適用することとし、平成29年３月28

日付け障障発0328第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長

通知「福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算に関

する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」は平成30年

３月31日をもって廃止する。 

 

記 
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第１ 福祉・介護職員処遇改善加算 

 

１．基本的考え方 

加算は、平成23年度まで実施されていた福祉・介護人材の処遇改善事業に

おける助成金（以下「助成金」という。）による賃金改善の効果を継続する

観点から、平成24年度から当該助成金を円滑に障害福祉サービス等報酬に移

行し、当該助成金の対象であった障害福祉サービス等に従事する福祉・介護

職員の賃金改善に充てることを目的に創設されたものである。 

このため、当該助成金の交付を受けていた障害福祉サービス事業者、障害

者支援施設、障害児通所支援事業者又は障害児入所施設（以下「障害福祉サ

ービス事業者等」という。）は、原則として当該助成金による賃金改善の水

準を維持することが求められる。 

また、平成27年度の障害福祉サービス等報酬改定においては、事業主が福

祉・介護職員の資質向上や雇用管理の改善をより一層推進し、福祉・介護職

員が積極的に資質向上やキャリア形成を行うことができる労働環境を整備す

るとともに、福祉・介護職員自身が研修等を積極的に活用することにより、

福祉・介護職員の社会的・経済的な評価が高まっていく好循環を生み出して

いくことが重要であることを踏まえ、事業主の取組がより一層促進されるよ

う加算を拡充したものである。 

さらに、平成29年度の障害福祉サービス等報酬改定においては、障害福祉

人材の職場定着の必要性、障害福祉サービス事業者等による昇給や評価を含

む賃金制度の整備・運用状況などを踏まえ、事業者による、昇給と結びつい

た形でのキャリアアップの仕組みの構築を促すため、更なる加算の拡充を行

ったところである。 

なお、就労定着支援、自立生活援助、地域相談支援、計画相談支援、障害

児相談支援は算定対象外とする。 

 

２．対象となる職種 

対象職種は、次のいずれかの職種とする。 

ホームヘルパー、生活支援員、児童指導員、指導員、保育士、障害福祉サ

ービス経験者（注１）、世話人、職業指導員、地域移行支援員、就労支援員、

訪問支援員 

 

注１ 障害福祉サービス経験者とは、児童福祉法に基づく指定通所支援の事

業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号）

に規定する、学校教育法（昭和22年法律第26号）の規定による高等学校

若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第２項の規定により大

学への入学を認められた者、通常の課程による12年の学校教育を修了し
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た者（通所の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した

者を含む。）若しくは文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると

認定した者であって、２年以上障害福祉サービスに係る業務に従事した

者をいう。 

 

注２ 各障害福祉サービス等の指定基準において置くべきこととされている

従業者の職種に限らず、対象職種に該当する従業者は対象となること。 

 

 

３．加算の仕組みと賃金改善の実施等 

（１）加算の仕組み 

加算は、サービス別の基本サービス費に各種加算減算を加えた１月当

たりの総単位数にサービス別加算率を乗じた単位数を算定することとす

る。サービス別加算率については、別紙１表１を参照すること。 

（２）加算の算定額に相当する賃金改善の実施 

① 賃金改善の考え方について 

障害福祉サービス事業者等は、加算の算定額に相当する福祉・介護

職員の賃金（基本給、手当、賞与等（退職手当を除く。以下同じ。）

を含む。）の改善（以下第１において「賃金改善」という。）を実施

しなければならない。 

賃金改善は、基本給、手当、賞与等のうちから対象とする賃金項目

を特定した上で行うものとする。この場合、８（２）の届出を行う場

合を除き、特定した賃金項目を含め、賃金水準（賃金の高さの水準を

いう。以下同じ。）を低下させてはならない。また、安定的な処遇改

善が重要であることから、基本給による賃金改善が望ましい。 

② 賃金改善に係る賃金水準の比較の考え方について 

賃金改善は、加算を取得していない場合の賃金水準と、加算を取得

し実施される賃金水準との差分を用いて算定する。なお、比較時点に

おいて勤務実績のない福祉・介護職員については、当該福祉・介護職

員と同職であって、勤続年数等が同等の職員の賃金水準と比較する。 

③ 賃金改善に係る留意点 

加算を取得した障害福祉サービス事業者等は、加算の算定額に相当

する賃金改善の実施と併せて、障害者における算定基準第二号イ（７）

又は障害児における算定基準第二号イ（７）（以下「キャリアパス要

件」という。）及び障害者における算定基準第二号イ（８）又は障害

児における算定基準第二号イ（８）（以下「職場環境等要件」という。）

（以下「キャリアパス要件等」という。）を満たす必要があるが、当
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該取組に要する費用については、算定要件における賃金改善の実施に

要する費用に含まれないものであることに留意すること。 

 

（３）福祉・介護職員処遇改善計画書の作成 

① 賃金改善計画の記載 

加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、障害者にお

ける算定基準第二号イ（２）又は障害児における算定基準第二号イ

（２）に定める福祉・介護職員処遇改善計画書を、次の一から四まで

に掲げる記載事項等について、別紙様式２により作成し、都道府県知

事等（当該障害福祉サービス事業所等の指定権者が都道府県知事であ

る場合は、都道府県知事とし、当該障害福祉サービス事業所等の指定

権者（基準該当サービスの登録先を含む。以下同じ。）が市町村長（特

別区長を含む。以下同じ。）である場合は、市町村長とする。以下同

じ。）に届け出ること。 

一 加算の見込額（別紙様式２の（１）③） 

 第１の４により算定された額 

二 賃金改善の見込額（別紙様式２の（１）④） 

各障害福祉サービス事業者等において賃金改善実施期間における

賃金改善に要する見込額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業

主負担の増加分を含むことができる。）の総額（ａの額からｂの額

を差し引いた額をいう。）であって、一の額を上回る額 

ａ 加算を取得し実施される賃金の改善見込額を加えた賃金の総額 

ｂ 初めて加算を取得する月又は初めて加算又は特別加算を取得し

た月の属する年度の前年度の賃金の総額（助成金を取得していた

場合には、助成金による賃金改善の部分を除く。） 

三 賃金改善実施期間（別紙様式２の（１）⑦） 

原則４月（年度の途中で加算を取得する場合、当該加算を取得し

た月）から翌年の３月まで 

四 賃金改善を行う賃金項目及び方法（別紙様式２の（１）⑧） 

賃金改善を行う賃金項目（増額若しくは新設した又はする予定で

ある給与の項目の種類（基本給、手当、賞与等）等）、賃金改善の

実施時期や対象職員、一人当たりの平均賃金改善見込額について、

可能な限り具体的に記載すること。 

 

ただし、事務の簡素化の観点から、従来の加算（Ⅰ）（平成24年３

月30日付け障障発第0330号５号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉
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部障害福祉課長通知「福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職

員処遇改善特別加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様

式例の提示について」における 27,000円相当分の賃金改善が可能と

なる加算（Ⅰ）をいう。以下同じ。）を取得していた障害福祉サービ

ス事業者等であって、加算（Ⅰ）を取得する場合には、上記の一及び

二に掲げる記載事項について、以下の一及び二に掲げる記載事項を代

わりに記載することも可能とする。 

一 加算の見込額（別紙様式２の（１）⑤） 

 第１の４ただし書きにより算定された額 

二 賃金改善の見込額（別紙様式２の（１）⑥） 

各障害福祉サービス事業者等において賃金改善実施期間における

賃金改善に要する見込額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業

主負担の増加分を含むことができる。）の総額（ａの額からｂの額

を差し引いた額をいう。）であって、一の額を上回る額 

ａ 加算（Ⅰ）を取得し実施される賃金の改善見込額を加えた賃金

の総額 

ｂ 初めて加算（Ⅰ）を取得する月の属する年度の前年度の賃金の

総額（従来の加算（Ⅰ）を取得し実施された賃金改善額を含む。） 

② 必要書類の添付 

加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、福祉・介護

職員処遇改善計画書に併せて、以下に掲げる書類（以下「計画書添付

書類」という。）を添付し、都道府県知事等に届け出ること。 

イ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 89 条に規定する就業規

則（賃金・退職手当・臨時の賃金等に関する規程、下記③のキャリ

アパス要件Ⅰに係る任用要件及び賃金体系に関する規程、下記③の

キャリアパス要件Ⅲに係る昇給の仕組みに関する規程を就業規則

と別に作成している場合には、それらの規程を含む。以下「就業規

則等」という。） 

ロ 労働保険に加入していることが確認できる書類（労働保険関係成

立届、労働保険概算・確定保険料申告書等） 

なお、都道府県知事等は、障害福祉サービス事業者等が、前年度

に加算を取得し、引き続きそれに相当する区分の加算の取得をしよ

うとする場合であって、既に提出された計画書添付書類に関する事

項に変更がない場合は、その提出を省略させることができる。 

③ キャリアパス要件等に係る記載 

キャリアパス要件等については、次に掲げる要件に基づく算定要件

に応じて、福祉・介護職員処遇改善計画書に記載して届け出ること。 
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（キャリアパス要件Ⅰ） 

次のイ、ロ及びハの全てに適合すること。 

イ 福祉・介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等に

応じた任用等の要件（福祉・介護職員の賃金に関するものを含む。）

を定めていること。 

ロ イに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金

等の臨時的に支払われるものを除く。）について定めていること。 

ハ イ及びロの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整

備し、全ての福祉・介護職員に周知していること。 

 

（キャリアパス要件Ⅱ） 

次のイ及びロの全てに適合すること。 

 

イ  福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、福祉・介護職員と意見を

交換しながら、資質向上の目標及び一又は二に掲げる具体的な計画

を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保してい

ること。 

一 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導

等を実施（OJT、OFF-JT 等）するとともに、福祉・介護職員の能

力評価を行うこと。 

ニ 資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、

休暇の付与、費用（交通費、受講料等）の援助等）を実施するこ

と。 

ロ  イについて、全ての福祉・介護職員に周知していること。 

 

（キャリアパス要件Ⅲ） 

  次のイ及びロの全てに適合すること。 

イ 福祉・介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する

仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設

けていること。具体的には、次の一から三までのいずれかに該当す

る仕組みであること。 

 一 経験に応じて昇給する仕組み 

 「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みであ

ること 

 二 資格等に応じて昇給する仕組み 

「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇

給する仕組みであること。ただし、介護福祉士資格を有して当該

事業所や法人で就業する者についても昇給が図られる仕組みで
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あることを要する。 

 三 一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み 

 「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組

みであること。ただし、客観的な評価基準や昇給条件が明文化さ

れていることを要する。 

ロ イの内容について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備

し、全ての福祉・介護職員に周知していること。 

 

（加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）の職場環境等要件） 

平成27年４月から届出を要する日の属する月の前月までに実施した

処遇改善（賃金改善を除く。）の内容（別紙１表４を参照）を全ての

福祉・介護職員に周知していること。 

 （加算（Ⅲ）及び（Ⅳ）の職場環境等要件） 

平成20年10月から届出を要する日の属する月の前月までに実施した

処遇改善（賃金改善を除く。）の内容（別紙１表４を参照）を全ての

福祉・介護職員に周知していること。 

 

 （加算の算定要件） 

加算を取得するに当たっては、次に掲げる区分に応じて、届け出る

こと。 

イ 加算（Ⅰ）については、キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件

Ⅱ、キャリアパス要件Ⅲ、職場環境等要件の全てを満たすこと。 

ロ 加算（Ⅱ）については、キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件

Ⅱ、職場環境等要件の全てを満たすこと。 

ハ 加算（Ⅲ）については、キャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要

件Ⅱのどちらかを満たすことに加え、職場環境等要件を満たすこと。 

ニ 加算（Ⅳ）については、キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件

Ⅱ、職場環境等要件のいずれかの要件を満たすこと。 

ホ 加算（Ⅴ）については、キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件

Ⅱ、職場環境等要件のいずれの要件も満たさないこと。 

 

（４）複数の障害福祉サービス事業所等を有する障害福祉サービス事業者等

の特例 

福祉・介護職員処遇改善計画書は、法人が複数の障害福祉サービス事

業所等を有する場合や障害福祉サービス事業所等ごとの届出が実態に鑑

み適当でない場合、当該障害福祉サービス事業者等が一括して作成する

ことができる。また、同一の就業規則等により運営されている場合に、
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地域ごとや障害福祉サービス等ごとに作成することができる。都道府県

等（当該障害福祉サービス事業所等の指定権者が都道府県知事である場

合は都道府県とし、市町村長である場合は市町村（特別区を含む。以下

同じ。）とする。以下同じ。）の圏域を越えて所在する複数の障害福祉

サービス事業所等を有する障害福祉サービス事業者等（法人である場合

に限る。）についても同様とする。この場合、別紙様式２の添付書類１

～３を以下のとおり作成し、別紙様式２に併せて計画書として都道府県

知事等に届け出なければならない。 

・別紙様式２添付書類１：都道府県等の圏域内の、当該計画書に記載さ

れた計画の対象となる障害福祉サービス事業所等の一覧表（指定権者

毎に作成） 

・別紙様式２添付書類２：各都道府県内の指定権者（当該都道府県を含

む。）の一覧表（都道府県毎に作成） 

・別紙様式２添付書類３：計画書に記載された計画の対象となる障害福

祉サービス事業者等に係る都道府県の一覧表 

  

（５）その他 

加算の目的や、障害者における算定基準第二号イ（５）又は障害児に

おける算定基準第二号イ（５）を踏まえ、労働基準法等を遵守すること。 

 

４．加算の見込額の計算 

福祉・介護職員処遇改善計画書における加算の算定額の見込額は、次の計

算による。 

 

障害福祉サービス等報酬総単位数（見込数）×サービス別加算率（別紙１表

１）（１単位未満の端数四捨五入）×１単位の単価（算定結果については１

円未満の端数切り捨て） 

 

ただし、平成 28 年度以前に加算を取得していた障害福祉サービス事業者等

であって、３（３）①ただし書きにより届け出た障害福祉サービス事業者等

の場合は、以下のとおりとする。 

 

障害福祉サービス等報酬総単位数（見込数）×（加算（Ⅰ）に係るサービス

別加算率－加算（Ⅱ）に係るサービス別加算率）（別紙１表１）（１単位未

満の端数四捨五入）×１単位の単価（算定結果については１円未満の端数切

り捨て） 

 

障害福祉サービス等報酬総単位数は、サービス別の基本サービス費に各種



 

9 
 

加算減算を加えた１月当たりの総単位数とし、算定を受ける年度における障

害福祉サービス等の提供に係る見込みにより算出する。この場合、過去の実

績や事業計画等を勘案し、事業の実態に沿った見込数を用いること。 

また、加算の見込額は、各サービス別に都道府県等ごとに作成するものと

し、複数の障害福祉サービス等を提供する障害福祉サービス事業所等（法人

である場合に限る。）において、福祉・介護職員処遇改善計画書を一括作成

する場合の加算の見込額の計算については、別紙１表１に定めるサービス区

分ごとに行い、それぞれのサービスごとに算出された単位（１単位未満の端

数切り捨て）を合算すること。 

 

５．実際の障害福祉サービス等報酬総額 

実際の障害福祉サービス等報酬総額は、次の計算による。 

 

実際の障害福祉サービス等報酬総単位数×｛１＋サービス別加算率（別紙１

表１）（１単位未満の端数四捨五入）｝×１単位の単価（算定結果について

は１円未満の端数切り捨て） 

 

６．都道府県知事等への届出 

加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、加算を取得する年

度の前年度の２月末日までに、障害福祉サービス事業所等ごとに、当該障害

福祉サービス事業所等の所在する都道府県知事等に提出するものとする。 

ただし、福祉・介護職員処遇改善計画書を一括して作成する場合は、一括

して都道府県知事等に届け出ることができる。 

また、年度の途中で加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、

加算を取得しようとする月の前々月の末日までに、都道府県知事等に提出す

るものとする。 

 

７．平成30年度当初の特例 

「平成30年度以降における福祉・介護職員処遇改善加算の取扱いについて」

（平成30年２月14日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

事務連絡）においてお示ししたとおり、平成30年度当初から加算を取得しよ

うとする障害福祉サービス事業者等は、同年４月15日までに福祉・介護職員

処遇改善計画書及び計画書添付書類を提出すること。 

 

８．都道府県知事等への変更等の届出 

（１）変更の届出 

障害福祉サービス事業者等は、加算を取得する際に提出した福祉・介
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護職員処遇改善計画書、計画書添付書類に変更（次の①から④までのい

ずれかに該当する場合に限る。）があった場合には、次の①から④まで

に定める事項を記載した変更の届出を行う。 

① 会社法による吸収合併、新設合併等による福祉・介護職員処遇改善

計画書の作成単位が変更となる場合は、当該事実発生までの賃金改善

の実績及び承継後の賃金改善に関する内容 

② 複数の障害福祉サービス事業所等について一括して申請を行う事業

者において、当該申請に関係する障害福祉サービス事業所等に増減（新

規指定、廃止等の事由による）があった場合は当該事業所等の障害福

祉サービス等事業所番号、事業所等名称、サービス種別 

③ 就業規則を改正（福祉・介護職員の処遇に関する内容に限る。）し

た場合は、当該改正の概要 

 

④ キャリアパス要件等に関する適合状況に変更（該当する加算の区分

に変更が生じる場合又は加算（Ⅲ）若しくは加算（Ⅳ）を算定してい

る場合におけるキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ及び職場環

境等要件の要件間の変更が生じる場合に限る。）があった場合は、福

祉・介護職員処遇改善計画書における賃金改善計画、キャリアパス要

件等の変更に係る部分の内容（計画書添付書類の内容に変更があった

場合には変更後の計画書添付書類を添付すること。） 

 

（２）特別事情届出書 

事業の継続を図るために、福祉・介護職員の賃金水準（加算による賃

金改善分を除く。以下この８において同じ。）を引き下げた上で賃金改

善を行う場合には、別紙様式４の特別な事情に係る届出書（以下「特別

事情届出書」という。）により、次の①から④までに定める事項につい

て届け出ること。なお、年度を超えて福祉・介護職員の賃金水準を引き

下げることとなった場合は、次年度の加算を取得するために必要な届出

を行う際に、特別事情届出書を再度提出する必要がある。 

また、福祉・介護職員の賃金水準を引き下げた後に①に掲げる状況が

改善した場合には、可能な限り速やかに福祉・介護職員の賃金水準を引

下げ前の水準に戻すこと。 

① 加算を取得している障害福祉サービス事業所等の法人の収支（障害

福祉サービス事業による収支に限る。）について、サービス利用者数

の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支が赤字

である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容 

② 福祉・介護職員の賃金水準の引下げの内容 
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③ 当該法人の経営及び福祉・介護職員の賃金水準の改善の見込み 

④ 福祉・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使

の合意を得ていること等の必要な手続きに関して、労使の合意の時期

及び方法等 

 

９．賃金改善の実績報告 

加算を取得した障害福祉サービス事業者等は、障害者における算定基準第

二号イ（４）又は障害児における算定基準第二号イ（４）の規定に基づき、

各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、

都道府県知事等に対して、次に掲げる事項を含めた別紙様式３（複数の障害

福祉サービス事業所等を有する障害福祉サービス事業者等（法人である場合

に限る。）が、福祉・介護職員処遇改善計画書を３（４）の特例に基づき届

け出た場合は、別紙様式３の添付書類１、添付書類２及び添付書類３のうち、

当該計画書の届出の際に提出した添付書類に対応するものを含む。）の福祉

・介護職員処遇改善実績報告書を提出し、２年間保存することとする。その

際、次の三ａの積算の根拠となる資料を添付することとする。 

一 賃金改善実施期間（別紙様式３の②） 

二  加算の総額（別紙様式３の③） 

三 賃金改善所要額（別紙様式３の④） 

各障害福祉サービス事業所等において、賃金改善実施期間における賃金

改善に要した費用（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加

分に充当した場合は、その額を含む。）の総額（ａの額からｂの額を差し

引いた額をいう。）であって、二の額を上回る額を記載する。 

ａ 福祉・介護職員に支給した賃金の総額 

ｂ 初めて加算を取得した月の属する年度の前年度の賃金の総額（助成金

を取得していた場合には、助成金による賃金改善の部分を除く。） 

四 実施した賃金改善に係る賃金項目及び方法（別紙様式３の⑦） 

賃金改善を行う賃金項目（増額若しくは新設した給与の項目の種類（基

本給、手当、賞与等）等）、賃金改善の実施時期や対象職員、一人当たり

の平均賃金改善額について、可能な限り具体的に記載すること。 

ただし、事務の簡素化の観点から、従来の加算（Ⅰ）を取得していた障

害福祉サービス事業者等であって、加算（Ⅰ）を取得する場合には、上記

二及び三に掲げる事項について、以下の二及び三に掲げる記載事項を代わ

りに記載することも可能とする。 

二 加算の総額（別紙様式３の⑤） 

  加算（Ⅰ）による算定額から加算（Ⅱ）による算定額を差し引いた額 

三 賃金改善所要額（別紙様式３の⑥） 
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各障害福祉サービス事業所等において、賃金改善実施期間における賃

金改善に要した費用（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の

増加分に充当した場合は、その額を含む。）の総額（ａの額からｂの額

を差し引いた額をいう。）であって、二の額を上回る額を記載する。 

ａ 福祉・介護職員に支給した賃金総額 

ｂ 初めて加算（Ⅰ）を取得した月の属する年度の前年度の賃金の総額

（従来の加算（Ⅰ）を取得し実施された賃金改善額を含む。） 

 

10．加算の停止 

都道府県知事等は、加算を取得する障害福祉サービス事業者等が次の（１）

又は（２）に該当する場合は、既に支給された加算の一部若しくは全部を不

正受給として返還させること又は加算を取り消すことができる。 

なお、複数の障害福祉サービス事業所等を有する障害福祉サービス事業者

等（法人である場合に限る。）であって一括して福祉・介護職員処遇改善計

画を作成している場合、当該障害福祉サービス事業所等の指定権者間におい

て協議し、必要に応じて監査等を連携して実施する。指定権者間の協議に当

たっては、都道府県が調整をすることが望ましい。 

（１）加算の算定額に相当する賃金改善が行われていない、賃金水準の引下

げを行いながら８（２）の特別事情届出書の届出が行われていない等、

算定要件を満さない場合 

（２）虚偽又は不正の手段により加算を受けた場合 

 

11．加算の取得要件の周知・確認等について 

  都道府県等においては、加算を算定している障害福祉サービス事業所等が

加算の取得要件を満たすことについて確認するとともに、適切な運用に努め

られたい。 

（１）賃金改善方法の周知について 

加算の届出を行った事業所は、当該事業所における賃金改善を行う方

法等について福祉・介護職員処遇改善計画書を用いて職員に周知すると

ともに、就業規則等の内容についても職員に周知すること。 

また、福祉・介護職員から加算に係る賃金改善に関する照会があった

場合は、当該職員についての賃金改善の内容について、書面を用いるな

ど分かりやすく回答すること。 

（２）福祉・介護職員処遇改善計画書等について 

都道府県等が障害福祉サービス事業所等から福祉・介護職員処遇改善

計画書を受け取る際には「福祉・介護職員処遇改善加算の見込額」と「賃

金改善の見込額」を、福祉・介護職員処遇改善実績報告書を受け取る際
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には「福祉・介護職員処遇改善加算総額」と「賃金改善所要額」とを比

較し、必ず「賃金改善の見込額」や「賃金改善所要額」が上回っている

ことを確認すること。 

 

12. その他 

（１）加算の取得促進について 

「障害福祉サービス等支援体制整備事業の国庫補助に係る協議等につ

いて」（平成30年２月15日付け事務連絡）においてお示ししたとおり、

障害福祉サービス事業者等における加算の新規取得や、より上位の区分

の加算取得を促進するために、都道府県等が行う障害福祉サービス事業

者等への助言・指導等の取組を支援する「障害福祉サービス等支援体制

整備事業」を平成30年度に実施する予定であるので適宜活用されたい。 

 また、都道府県等におかれては、障害福祉サービス事業者等へ加算を

周知し、加算の申請が適切に行われるよう配慮されたい。 

 

（２）職場定着支援助成金（介護労働者雇用管理制度助成コース）介護労働者

雇用管理制度助成について 

介護労働者が職場に定着し、安心して働き続けるようにするためには、

将来を見通せるような賃金体系が明確になっていることが重要であるこ

とから、各都道府県労働局において、介護労働者のために賃金制度を整備

し、離職率の低下に取り組む障害福祉事業主に対する助成を実施している。

加算の取得と併せて、本助成を活用できる場合があることから、障害福祉

サービス事業者等が加算を取得しようとする場合には、適宜案内されたい。 

また、本助成金を受給するに当たっては、賃金制度の整備前に計画を作

成し、管轄都道府県労働局の認定を受ける必要があることについて、受給

を希望する障害福祉サービス事業者等への助言をお願いする。 

 

※ 職場定着支援助成金（介護労働者雇用管理制度助成コース）のご案内 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/teityaku_kobetsu.html  

 

第２ 福祉・介護職員処遇改善特別加算 

 

１．基本的考え方 

特別加算は、介護保険サービスと比べた障害福祉サービス等の特性を踏ま

え、福祉・介護職員処遇改善加算の要件を緩和した一定額の加算であり、助

成金の対象とされない障害福祉サービス事業所等の福祉・介護職員の処遇改

善をより一層推し進めることを目的として創設されたものである。 

このため、特別加算は基本的には助成金の交付を受けていなかった障害福

祉サービス事業者等を対象とするものであるが、助成金の交付を受けていた

障害福祉サービス事業者等についても、原則として当該助成金による賃金改
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善の水準を維持した上で特別加算を算定することは差し支えない。 

なお、就労定着支援、自立生活援助、地域相談支援、計画相談支援、障害

児相談支援は算定対象外とする。 

また、特別加算は福祉・介護職員処遇改善加算とのいずれかを選択するも

のとし、併算定することはできない。 

 

２．対象となる職種 

特別加算は、次のいずれかの職種を中心として従業者の処遇改善が図られ

ていれば加算の対象となるものであり、加算額の一部を事務職や医療職等の

福祉・介護職以外の従業者の賃金改善に充てることも差し支えない。 

ホームヘルパー、生活支援員、児童指導員、指導員、保育士、障害福祉サ

ービス経験者（注１）、世話人、職業指導員、地域移行支援員、就労支援員、

訪問支援員 

 

注１ 障害福祉サービス経験者とは、児童福祉法に基づく指定通所支援の事

業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号）

に規定する、学校教育法（昭和22年法律第26号）の規定による高等学校

若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第２項の規定により大

学への入学を認められた者、通常の課程による12年の学校教育を修了し

た者（通所の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した

者を含む。）若しくは文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると

認定した者であって、２年以上障害福祉サービスに係る業務に従事した

者をいう。 

 

注２ 各障害福祉サービス等の指定基準において置くべきこととされている

従業者の職種に限らず、対象職種に該当する従業者は対象となること。 

 

３．特別加算の仕組みと賃金改善の実施等 

（１）特別加算の仕組み 

特別加算は、サービス別の基本サービス費に各種加算減算を加えた１

月当たりの総単位数にサービス別加算率を乗じた単位数で算定するこ

ととする。サービス別加算率については、別紙１表１を参照のこと。 

 

（２）特別加算の算定額に相当する賃金改善の実施 

① 賃金改善の考え方について 

障害福祉サービス事業者等は、特別加算の算定額に相当する福祉・

介護職員等の賃金（基本給、手当、賞与等を含む。）の改善（以下第

２において「賃金改善」という。）を実施しなければならない。 
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賃金改善は、基本給、手当、賞与等のうちから対象とする賃金項目

を特定した上で行うものとする。この場合、第１の８（２）の届出を

行う場合を除き、特定した賃金項目を含め、賃金水準を低下させては

ならない。また、安定的な処遇改善が重要であることから、基本給に

よる賃金改善が望ましい。 

② 賃金改善に係る比較時点の考え方について 

賃金改善は、特別加算を取得していない場合の賃金水準と、特別加

算を取得し実施される賃金水準との差分を用いて算定する。なお、比

較時点において勤務実績のない福祉・介護職員等については、当該福

祉・介護職員等と同職であって、勤続年数等が同等の職員の賃金水準

と比較する。 

 

（３）福祉・介護職員処遇改善計画書の作成 

① 賃金改善計画書の記載 

特別加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、障害者

における算定基準第三号ロ又は障害児における算定基準第三号ロに定

める福祉・介護職員処遇改善計画書を、次の一から四までに掲げる記

載事項等について、別紙様式２により作成し、都道府県知事等に届け

出ること。 

一 特別加算の見込額（別紙様式２の（１）③） 

  第１の４により算定された額 

二 賃金改善の見込額（別紙様式２の（１）④） 

  各障害福祉サービス事業者等において賃金改善実施期間における

賃金改善に要する見込額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業

主負担の増加分を含むことができる。）の総額（ａの額からｂの額

を差し引いた額をいう。）であって、一の額を上回る額 

ａ 特別加算を取得し実施される賃金の改善見込額を加えた賃金の

総額 

ｂ 初めて特別加算を取得する月又は初めて特別加算を取得した月

の属する年度の前年度の賃金の総額（助成金を取得していた場合

には、助成金による賃金改善の部分を除く。） 

三 賃金改善実施期間（別紙様式２の（１）⑦） 

  原則４月（年度の途中で特別加算を取得する場合、当該特別加算

を取得した月）から翌年の３月まで 

四 賃金改善を行う賃金項目及び方法（別紙様式２の（１）⑧） 

  賃金改善を行う賃金項目（増額若しくは新設した又はする予定で

ある給与の項目の種類（基本給、手当、賞与等）等）、賃金改善の
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実施時期や対象職員、一人当たりの平均賃金改善見込額について、

可能な限り具体的に記載すること。 

② 必要書類の添付 

特別加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、福祉・

介護職員処遇改善計画書に併せて、計画書添付書類を添付し、都道府

県知事等に届け出ること。なお、都道府県知事等は、障害福祉サービ

ス事業者等が前年度に特別加算を取得し、引き続き特別加算の取得を

しようとする場合であって、既に提出された計画書添付書類に関する

事項に変更がない場合は、その提出を省略させることができる。 

 

（４）複数の障害福祉サービス事業所等を有する障害福祉サービス事業者等

の特例 

福祉・介護職員処遇改善計画書は、法人が複数の障害福祉サービス事

業所等を有する場合や障害福祉サービス事業所等ごとの届出が実態に鑑

み適当でない場合、当該障害福祉サービス事業者等が一括して作成する

ことができる。また、同一の就業規則により運営されている場合に、地

域ごとや障害福祉サービス等ごとに作成することができる。都道府県等

の圏域を越えて所在する複数の障害福祉サービス事業所等を有する障害

福祉サービス事業者等（法人である場合に限る。）についても同様とす

る。この場合、別紙様式２の添付書類１～３を以下のとおり作成し、別

紙様式２に併せて計画書として、都道府県知事等に届け出なければなら

ない。 

・別紙様式２添付書類１：都道府県等の圏域内の、当該計画書に記載さ

れた計画の対象となる障害福祉サービス事業所等の一覧表（指定権者

毎に作成） 

・別紙様式２添付書類２：各都道府県内の指定権者（当該都道府県を含

む。）の一覧表（都道府県毎に作成） 

・別紙様式２添付書類３：計画書に記載された計画の対象となる障害福

祉サービス事業者等に係る都道府県の一覧表 

 

（５）その他 

特別加算の目的や、障害者における算定基準第三号ホ又は障害児にお

ける算定基準第三号ホを踏まえ、労働基準法等を遵守すること。 

 

５．準用 

「第１ 福祉・介護職員処遇改善加算」の「４．加算の見込額の計算」「６．

都道府県知事等への届出」「７．平成30年度当初の特例」「８．都道府県知

事等への変更等の届出」「９．賃金改善の実績報告」「10．加算の停止」の
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規定は特別加算について準用する。ただし、「８．都道府県知事等への変更

等の届出」については、キャリアパス要件等届出書に関する規定を除くもの

とする。また、「加算」とあるのは「特別加算」と読み替えるものとし、「福

祉・介護職員」とあるのは、「福祉・介護職員等」と読み替えるものとする。 
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別 紙 １  
 
表１ 加算算定対象サービス 

 

 

キャリアパス要件等の適合状況に応じた加算率 

福祉・介護職員 

処遇改善特別加算 

福祉・介護職員

処 遇 改 善 加 算

（ Ⅰ ） に 該 当

（ア） 

福祉・介護職員

処遇改善加算

（Ⅱ）に該当

（イ） 

福祉・介護職員

処遇改善加算

（Ⅲ）に該当

（ウ） 

福祉・介護職員

処 遇 改 善 加 算

（ Ⅳ ） に 該 当

（エ） 

福祉・介護職員

処 遇 改 善 加 算

（ Ⅴ ） に 該 当

（オ） 

居宅介護 ３０．３％ ２２．１％ １２．３％ 

（ウ）により算

出した単位（一

単位未満の端数

四捨五入） 

×０．９ 

（ウ）により算

出した単位（一

単位未満の端数

四捨五入） 

× ０．８ 

４．１％ 

重度訪問介護 １９．２％ １４．０％ ７．８％ ２．６％ 

同行援護 ３０．３％ ２２．１％ １２．３％ ４．１％ 

行動援護 ２５．４％ １８．５％ １０．３％ ３．４％ 

療養介護 ３．５％ ２．５％ １．４％ ０．５％ 

生活介護 ４．２％ ３．１％ １．７％ ０．６％ 

重度障害者等包括支援 ２．５％ １．８％ １．０％ ０．３％ 

施設入所支援 ６．９％ ５．０％ ２．８％ ０．９％ 

自立訓練（機能訓練） ５．７％ ４．１％ ２．３％ ０．８％ 

自立訓練（生活訓練） ５．７％ ４．１％ ２．３％ ０．８％ 

就労移行支援 ６．７％ ４．９％ ２．７％ ０．９％ 

就労継続支援Ａ型 ５．４％ ４．０％ ２．２％ ０．７％ 

就労継続支援Ｂ型 ５．２％ ３．８％ ２．１％ ０．７％ 

共同生活援助 
（指定共同生活援助） ７．４％ ５．４％ ３．０％ １．０％ 

共同生活援助 
（日中サービス支援型） ７．４％ ５．４％ ３．０％ １．０％ 

共同生活援助 

（外部サービス利用型指
定共同生活援助） 

１７．０％ １２．４％ ６．９％ ２．３％ 

児童発達支援 ７．６％ ５．６％ ３．１％ １．０％ 

医療型児童発達支援 １４．６％ １０．６％ ５．９％ ２．０％ 

放課後等デイサービス ８．１％ ５．９％ ３．３％ １．１％ 

居宅訪問型児童発達支援 ７．９％ ５．８％ ３．２％ １．１％ 

保育所等訪問支援 ７．９％ ５．８％ ３．２％ １．１％ 

福祉型障害児入所施設 ６．２％ ４．５％ ２．５％ ０．８％ 

医療型障害児入所施設 ３．５％ ２．５％ １．４％ ０．５％ 

＊ 短期入所（併設型・空床利用型）については、本体施設の加算率を適用することとし、短期入所（単独型）については 

生活介護の加算率を適用する。 
＊ 障害者支援施設が行う日中活動系サービスについては、施設入所支援の加算率を適用する。 
 
表２ 加算算定非対象サービス 

サービス区分 加算率 

就労定着支援、自立生活援助、計画相談支援、

障害児相談支援、地域相談支援（移行）、地域

相談支援（定着） 

０％ 

 
表３ キャリアパス要件等の適合状況に応じた区分（福祉・介護職員処遇改善加算のみ） 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ３－（３）－③のキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、キャリア

パス要件Ⅲ、職場環境等要件をの全てを満たす対象事業者 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ３－（３）－③のキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ及び職場環

境等要件の全てを満たす対象事業者 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ３－（３）－③のキャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要件Ⅱのどちら

かを満たすことに加え、職場環境等要件を満たす対象事業者 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ３－（３）－③のキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ又は職場環

境等要件のいずれかを満たす対象事業者 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ３－（３）－③のキャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満た

していない対象事業者 
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職場環境等要件 
 

表４ 

 

 

 

 

 

資質の向上 

・ 働きながら介護福祉士等の資格取得を目指す者に対する実務者研修受講支

援や、より専門性の高い支援技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引

研修、強度行動障害支援者養成研修、サービス提供責任者研修、中堅職員

に対するマネジメント研修の受講支援（研修受講時の他の福祉・介護職員

の負担を軽減するための代替職員確保を含む。） 

・ 研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 

・ 小規模事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度

構築 

・ キャリアパス要件に該当する事項（キャリアパス要件を満たしていない障

害福祉サービス等事業者に限る。） 

・ その他 

 

 

 

 

 

 

 

職場環境・ 

処遇の改善 

・ 新人福祉・介護職員の早期離職防止のためのエルダー・メンター（新人指

導担当者）制度等の導入 

・ 雇用管理改善のための管理者の労働・安全衛生法規、休暇・休職制度に係

る研修受講等による雇用管理改善対策の充実 

・ ＩＣＴ活用（支援内容や申し送り事項の共有（事業所内に加えタブレット

端末を活用し訪問先でアクセスを可能にすること等を含む。）による福祉・

介護職員の事務負担の軽減、個々の利用者へのサービス履歴・訪問介護員

の出勤情報管理によるサービス提供責任者のシフト管理に係る事務負担軽

減、利用者情報蓄積による利用者個々の特性に応じたサービス提供等）に

よる業務省力化 

・ 福祉・介護職員の腰痛対策を含む負担軽減のための介護ロボットやリフト

等の介護機器等の導入 

・ 子育てとの両立を目指す者のための育児休業制度等の充実、事業所内保育

施設の整備 

・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の福

祉・介護職員の気づきを踏まえた勤務環境や支援内容の改善 

・ 事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成による責任の所在の明確化 

・ 健康診断・こころの健康等の健康管理面の強化、職員休憩室・分煙スペー

ス等の整備 

・ その他 

 

 

その他 

・ 中途採用者（他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等）に特化した人

事制度の確立（勤務シフトの配慮、短時間正規職員制度の導入等） 

・ 障害を有する者でも働きやすい職場環境構築や勤務シフトの配慮 

・ 非正規職員から正規職員への転換 

・ 職員の増員による業務負担の軽減 

・ その他 
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別紙様式２ 

 

福祉・介護職員処遇改善計画書(平成  年度届出用) 
（ 算定する加算 ： 福祉・介護職員処遇改善加算 ／ 福祉・介護職員処遇改善特別加算 ） 

 
 
 

事業所等情報 障害福祉サービス等事業所番号           

 

事業者・開設者 
フリガナ  

名  称  

主たる事務所の 

所在地 

〒 

               都・道 

               府・県 

電話番号  FAX 番号  

事業所等の名称 
フリガナ  提供する 

サービス 

 

名  称  

事業所の所在地 

〒 

               都・道 

               府・県 

電話番号  FAX 番号  

 ※事業所等情報については、複数の事業所ごとに一括して提出する場合は「別紙一覧表による」と記載すること。  

 

（１） 賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利用者

数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。) 

① 算定する加算の区分 
・福祉・介護職員処遇改善加算（  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ  ） 

・福祉・介護職員処遇改善特別加算 

② 
福祉・介護職員処遇改善（特別）加算

算定対象月 
平成   年   月 ～ 平成   年   月 

③ 平成  年度福祉・介護職員処遇改善（特別）加算の見込額  円 

④ 賃金改善の見込額(ⅰ－ⅱ) 円 

 ⅰ） 加算の算定により賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額） 円 

 ⅱ） 初めて加算を取得する（した）月の前年度の賃金の総額 円 

加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算する場合  

⑤ 
平成  年度福祉・介護職員処遇改善加算の見込額（加算（Ⅰ）による算定額から加算（Ⅱ）

による算定額を差し引いた額） 
円 

⑥ 賃金改善の見込額(ⅲ－ⅳ) 円 

 ⅲ） 加算（Ⅰ）の算定により賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）  円 

 ⅳ） 初めて加算（Ⅰ）を取得する月の前年度の賃金の総額 円 

賃金改善の方法について 

⑦ 
賃金改善実施期間 平成   年   月 ～ 平成   年   月 

※原則各年４月～翌年３月までの連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は加算の対象月数を超えてならない。 

⑧ 賃金改善を行う賃金項目及び方法(賃金改善を行う賃金項目（増額若しくは新設した又はする予定である給与の項目の種類（基本給、手

当、賞与等）等）、賃金改善の実施時期や対象職員、一人当たりの平均賃金改善見込額について、可能な限り具体的に記載すること。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算する際は、③及び④の代わりに⑤及び⑥を使用する。 

※ ④又は⑥については、法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むことができる。 

※ ④は③又は⑥は⑤を上回らなければならないこと。 

※ ④ⅱ）、⑥ⅳ）の計算に際しては、賃金改善実施期間の職員の人数と合わせた上で算出すること。すなわち、比較時点か

ら賃金改善実施期間の始点までに職員が増加した場合、当該職員と同等の勤続年数の職員が比較時点にもいたと仮定して、

賃金総額に上乗せする必要があることに留意すること。 

※ 複数の障害福祉サービス事業所等について一括して提出する場合、以下の添付書類についても作成すること。 

 ・添付書類１：都道府県等の圏域内の、当該計画書に記載された計画の対象となる障害福祉サービス事業所等の一覧表 

（指定権者毎） 

 ・添付書類２：各都道府県内の指定権者（当該都道府県を含む。）の一覧表（都道府県毎） 

 ・添付書類３：計画書に記載された計画の対象となる障害福祉サービス事業所等に係る都道府県の一覧表 
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（２）キャリアパス要件について  

次の内容についてあてはまるものに○をつけること。  

要件Ⅰ  次の①から③までのすべての要件を満たす。  

① 職員の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めている。  

② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系について定めている。  

③  就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての福祉・介護職員に周知している。  

該当 ・ 非該当 

※ 非該当の場合、①から③までの要
件を全て満たすことのできない理由 

 

要件Ⅱ 
 次の④及び⑤の要件を満たす。 該当 ・ 非該当 

④ 福祉・介護職員との意見交換を踏

まえた資質向上のための目標 
 

⑤ ④の実現のための具

体的な取り組みの内容
（該当するもの全てに
○をつけること。） 

ア 

資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するととも

に、福祉・介護職員の能力評価を行う。※当該取組の内容について下記に記載する
こと 

（                                  ） 

イ 
資格取得のための支援の実施 ※当該取組の内容について下記に記載すること 

(                                  ) 

要件Ⅲ  次の⑥及び⑦の要件を満たす。 

⑥ 福祉・介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に

基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けている。  

該当 ・ 非該当 

⑦ ⑥に該当する具体的
な仕組みの内容（該当す
るもの全てに○をつけ

ること。） 

ア 
経験に応じて昇給する仕組み 

 ※「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みを指す。 

イ 

資格等に応じて昇給する仕組み 

 ※「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給する仕組みを

指す。ただし、介護福祉士資格を有して就業する者についても昇給が図られる
仕組みであることを要する。 

ウ 

一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み  

 ※「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みを指す。ただ
し、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていることを要する。  

 ※ 就業規則等（給与規程や要件Ⅰ及びⅢの適合状況を確認できる書類を就業規則と別に作成している場合はそれらの書類を含む。）を
添付すること。 

 
（３）職場環境等要件について 
   （※）太枠内に記載すること。 

加算（Ⅰ・Ⅱ）については平成 27 年４月以降の、加算（Ⅲ・Ⅳ）については平成 20 年 10 月から現在までに実施した事項につ
いて必ず全てに○をつけること（ただし、記載するにあたっては、選択したキャリアパスに関する要件で求められている事項と
重複する事項を記載しないこと。） 

資質の向上 

・ 働きながら介護福祉士等の資格取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い支援技術を取
得しようとする者に対する喀痰吸引研修、強度行動障害支援者養成研修、サービス提供責任者研修、中堅職員に対
するマネジメント研修の受講支援（研修受講時の他の福祉・介護職員の負担を軽減するための代替職員確保を含む） 

・ 研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 
・ 小規模事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 
・ キャリアパス要件に該当する事項（キャリアパス要件を満たしていない障害福祉サービス事業者に限る） 
・ その他（                                    ） 

労働環境・ 
処遇の改善 

・ 新人福祉・介護職員の早期離職防止のためのエルダー・メンター（新人指導担当者）制度等の導入 
・ 雇用管理改善のための管理者の労働・安全衛生法規、休暇・休職制度に係る研修受講等による雇用管理改善対策
の充実 

・ ＩＣＴ活用（支援内容や申し送り事項の共有（事業所内に加えタブレット端末を活用し訪問先でアクセスを可能
にすること等を含む）による福祉・介護職員の事務負担軽減、個々の利用者へのサービス履歴・訪問介護員の出勤
情報管理によるサービス提供責任者のシフト管理に係る事務負担軽減、利用者情報蓄積による利用者個々の特性に
応じたサービス提供等）による業務省力化 

・ 福祉・介護職員の腰痛対策を含む負担軽減のための介護ロボットやリフト等の介護機器等の導入 
・ 子育てとの両立を目指す者のための育児休業制度等の充実、事業所内保育施設の整備 
・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の福祉・介護職員の気づきを踏まえた勤務
環境や支援内容の改善 

・ 事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成による責任の所在の明確化 
・ 健康診断・こころの健康等の健康管理面の強化、職員休憩室・分煙スペース等の整備 
・ その他（                                    ） 

その他 

・ 中途採用者（他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等）に特化した人事制度の確立（勤務シフトの配慮、短
時間正規職員制度の導入等）) 

・ 障害を有する者でも働きやすい職場環境構築や勤務シフト配慮 
・ 非正規職員から正規職員への転換 
・ 職員の増員による業務負担の軽減 
・ その他（                                    ） 

  
※ 虚偽の記載や、福祉・介護職員処遇改善加算の請求に関して不正を行った場合には、支払われた介護給付費等の返還を求

められることや障害福祉事業者の指定が取り消される場合があるので留意すること。  
 

本計画書については、雇用するすべての福祉・介護職員に対し周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。 
 
               平成  年  月  日    (法 人 名) 
 
                               (代表者名)                             印 



 

22 
 

別紙様式２(添付書類１) 

 

福祉・介護職員処遇改善計画書(指定権者内事業所一覧表) 
 

法 人 名  

 

  都道府県（市町村）名  

障害福祉サービス等事業所番号 事業所の名称 サービス名 
福祉・介護職員処遇改善 

（特別）加算見込額 
賃金改善の見込額 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

合計 ― ― A     円 B    円 

※ 計画書を届け出る指定権者（都道府県又は市区町村）毎に記載すること。  

※ A 及び B は別紙様式２添付書類２の当該指定権者における金額と一致しなければならない。 

 

ページ数  総ページ数 

／ 
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別紙様式２(添付書類２) 

    

福祉・介護職員処遇改善計画書（届出対象都道府県内一覧表) 

 

法 人 名  

 
  都道府県名  

指定権者 

（都道府県・ 

市町村） 
福祉・介護職員処遇改善（特別）加算の見込額 賃金改善の見込額 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

合計 C       円 D       円 

※ C 及び D は別紙様式２添付資料３の当該指定権者における金額と一致しなければならない。 

 

 

 ページ数   総ページ数 

／ 
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別紙様式２(添付書類３) 

 

福祉・介護職員処遇改善計画書(都道府県状況一覧表) 
 

法 人 名  

 

都道府県 福祉・介護職員処遇改善（特別）加算の見込額  賃金改善の見込額 

北 海 道                     円                      円 

青 森 県                     円                      円 

岩 手 県                     円                      円 

宮 城 県                     円                      円 

秋 田 県                     円                      円 

山 形 県                     円                      円 

福 島 県                     円                      円 

茨 城 県                     円                      円 

栃 木 県                     円                      円 

群 馬 県                     円                      円 

埼 玉 県                     円                      円 

千 葉 県                     円                      円 

東 京 都                     円                      円 

神奈川県                     円                      円 

新 潟 県                     円                      円 

富 山 県                     円                      円 

石 川 県                     円                      円 

福 井 県                     円                      円 

山 梨 県                     円                      円 

長 野 県                     円                      円 

岐 阜 県                     円                      円 

静 岡 県                     円                      円 

愛 知 県                     円                      円 

三 重 県                     円                      円 

滋 賀 県                     円                      円 

京 都 府                     円                      円 

大 阪 府                     円                      円 

兵 庫 県                     円                      円 

奈 良 県                     円                      円 

和歌山県                     円                      円 

鳥 取 県                     円                      円 

島 根 県                     円                      円 

岡 山 県                     円                      円 

広 島 県                     円                      円 

山 口 県                     円                      円 

徳 島 県                     円                      円 

香 川 県                     円                      円 

愛 媛 県                     円                      円 

高 知 県                     円                      円 

福 岡 県                     円                      円 

佐 賀 県                     円                      円 

長 崎 県                     円                      円 

熊 本 県                     円                      円 

大 分 県                     円                      円 

宮 崎 県                     円                      円 

鹿児島県                     円                      円 

沖 縄 県                     円                      円 

全 国 計 E                    円 F                      円 

※ F は Eを上回らなければならない。
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別紙様式３ 

 

福祉・介護職員処遇改善実績報告書(平成  年度) 
 
都道府県知事 

市 町 村 長         殿 
 

事業所等情報 障害福祉サービス等事業所番号           

 

事業者・開設者 
フリガナ  

名  称  

主たる事務所の 

所在地 

〒 

               都・道 

               府・県 

電話番号  FAX 番号  

事業所等の名称 
フリガナ  提供する 

サービス 

 

名  称  

事業所の所在地 

〒 

               都・道 

               府・県 

電話番号  FAX 番号  

 ※事業所等情報については、複数の事業所ごとに一括して提出する場合は「別紙一覧表による」と記載すること。  

 

① 算定した加算の区分 
・福祉・介護職員処遇改善加算（ Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ ） 

・福祉・介護職員処遇改善特別加算 

② 賃金改善実施期間   平成   年   月 ～ 平成   年   月 

③ 
平成  年度分福祉・介護職員処遇改善（特別）

加算総額 
                                                       円 

④ 賃金改善所要額（ⅰ－ⅱ）                                                       円 

 ⅰ） 加算の算定により賃金改善を行った賃金の総額                                               円 

 ⅱ） 初めて加算を取得した月の前年度の賃金の総額                                               円 

加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算する場合 

⑤ 
平成  年度分福祉・介護職員処遇改善加算総額 
（加算（Ⅰ）による算定額から加算(Ⅱ)による算定
額を差し引いた額） 

                                                   円 

⑥ 賃金改善所要額（ⅲ－ⅳ）                                                   円 

 ⅲ） 加算（Ⅰ）の算定により賃金改善を行った賃金の総額                                               円 

 ⅳ） 初めて加算（Ⅰ）を取得した月の前年度の賃金の総額                                               円 

⑦ 

賃金改善を行った賃金項目及び方法（賃金改善
を行う賃金項目（賃金改善を行う賃金項目（増

額若しくは新設した給与の項目の種類（基本
給、手当、賞与等）等）、賃金改善の実施時期
や対象職員、一人当たりの平均賃金改善額につ

いて、可能な限り具体的に記載すること。）  

 

 

 

 

  
※ 福祉・介護職員処遇改善計画書において加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算している場合は、福祉・介護職員処遇

改善実績報告書においても加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算すること。 
※ 加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算する際は、③及び④の代わりに⑤及び⑥を使用する。 
※ ④ⅰ）及び⑥ⅲ）については、積算の根拠となる資料を添付すること（任意の様式で可。）。 
※ ④又は⑥については、法廷福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むことができる。 
※ ④は③又は⑥は⑤を上回らなければならないこと。 
※ ④ⅱ）、⑥ⅳ）の計算に際しては、賃金改善実施期間の職員の人数と合わせた上で算出すること。すなわち、比較時点
から賃金改善実施期間の始点までに職員が増加した場合、当該職員と同等の勤続年数の職員が比較時点にもいたと仮定し
て、賃金総額に上乗せする必要があることに留意すること。 

※ 複数の障害福祉サービス事業所等について一括して提出する場合、以下の添付書類についても作成すること。 
・添付書類１：都道府県等の圏域内の、当該計画書に記載された計画の対象となる障害福祉サービス事業所等の一覧表 

（指定権者毎） 
 ・添付書類２：各都道府県内の指定権者（当該都道府県を含む。）の一覧表（都道府県毎） 
 ・添付書類３：計画書に記載された計画の対象となる障害福祉サービス事業所等に係る都道府県の一覧表 
※ 虚偽の記載や、福祉・介護職員処遇改善加算の請求に関して不正を行った場合には、支払われた介護給付費等の返還を

求められることや障害福祉事業者の指定が取り消される場合があるので留意すること。 
  

上記について相違ないことを証明いたします。 
 
               平成  年  月  日    (法 人 名) 

 
                               (代表者名)                             印 



 

26 
 

別紙様式３(添付書類１) 

 

福祉・介護職員処遇改善実績報告書(指定権者内事業所一覧表) 
 

法 人 名  

 
  都道府県名（市町村）名  

障害福祉サービス等事業所番号 事業所の名称 サービス名 
福祉・介護職員処遇改善  

（特別）加算額  
賃金改善所要額  

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

            円 円 

合計 ― ― A    円     B   円 

※ 計画書を届け出る指定権者（都道府県又は市区町村）毎に記載すること。  

※ A 及び B は別紙様式３添付書類２の当該指定権者における金額と一致しなければならない。 

 

ページ数  総ページ数 

／ 
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別紙様式３(添付書類２) 
 

福祉・介護職員処遇改善実績報告書(報告対象都道府県内一覧表) 
 

法 人 名  

 
  都道府県名  

指定権者 福祉・介護職員処遇改善（特別）加算額  賃金改善所要額  

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

 円 円 

合計  C         円 D         円 

※ C 及び D は別紙様式３添付書類３の当該指定権者における金額と一致しなければならない。 
 

 ページ数   総ページ数 
／ 
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別紙様式３(添付書類３) 
 

福祉・介護職員処遇改善実績報告書(都道府県状況一覧表) 
 

法 人 名  

 

都道府県 福祉・介護職員処遇改善（特別）加算額  賃金改善所要額 

北 海 道                     円                      円 

青 森 県                     円                      円 

岩 手 県                     円                      円 

宮 城 県                     円                      円 

秋 田 県                     円                      円 

山 形 県                     円                      円 

福 島 県                     円                      円 

茨 城 県                     円                      円 

栃 木 県                     円                      円 

群 馬 県                     円                      円 

埼 玉 県                     円                      円 

千 葉 県                     円                      円 

東 京 都                     円                      円 

神奈川県                     円                      円 

新 潟 県                     円                      円 

富 山 県                     円                      円 

石 川 県                     円                      円 

福 井 県                     円                      円 

山 梨 県                     円                      円 

長 野 県                     円                      円 

岐 阜 県                     円                      円 

静 岡 県                     円                      円 

愛 知 県                     円                      円 

三 重 県                     円                      円 

滋 賀 県                     円                      円 

京 都 府                     円                      円 

大 阪 府                     円                      円 

兵 庫 県                     円                      円 

奈 良 県                     円                      円 

和歌山県                     円                      円 

鳥 取 県                     円                      円 

島 根 県                     円                      円 

岡 山 県                     円                      円 

広 島 県                     円                      円 

山 口 県                     円                      円 

徳 島 県                     円                      円 

香 川 県                     円                      円 

愛 媛 県                     円                      円 

高 知 県                     円                      円 

福 岡 県                     円                      円 

佐 賀 県                     円                      円 

長 崎 県                     円                      円 

熊 本 県                     円                      円 

大 分 県                     円                      円 

宮 崎 県                     円                      円 

鹿児島県                     円                      円 

沖 縄 県                     円                      円 

全 国 計                    E            円                     F           円 

※ F は E を上回らなければならない。 
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別紙様式４ 

特別な事情に係る届出書（平成○○年度） 

 

事業所等情報 

 
障害福祉サービス等事業所番号 

          

                                                                         

事業者・開設者 

フリガナ  

名称  

事業所等の名称 

フリガナ  
提供する

サービス 
 

名称  

 

１．事業の継続を図るために、福祉・介護職員の賃金水準を引き下げる必要がある状況について 

当該事業所を含む当該法人の収支（障害福祉サービス事業等に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少な

どにより経営が悪化し、一定期間にわたり収支が赤字である、資金繰りに支障が生じるなどの状況について記載 

※ 当該状況を把握できる書類を提出し、代替することも可。 

 

２．賃金水準の引下げの内容 

 

 

３．経営及び賃金水準の改善の見込み  

 

※ 経営及び賃金水準の改善に係る計画等を提出し、代替することも可。 

 

４．賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等について 

労使の合意の時期及び方法等について記載 

 

平成  年  月  日  （法 人 名） 

 

（代表者名）            印 
 



五十音 市町村名 コード 旧区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成30年度

厚木市 142125 乙地 ８級地 ５級地 ３級地 ２級地 ４級地

綾瀬市 142182 乙地 10級地 ８級地 10級地 ４級地 ５級地

愛川町 144014 丙地 13級地 10級地 11級地 ４級地 ５級地

伊勢原市 142141 乙地 11級地 11級地 14級地 ５級地 ５級地

海老名市 142158 乙地 ９級地 ７級地 ８級地 ３級地 ５級地

小田原市 142067 乙地 12級地 12級地 17級地 ６級地 ５級地

大磯町 143412 丙地 その他 その他 その他 その他 ６級地

大井町 143628 丙地 16級地 13級地 18級地 ６級地 その他

川崎市 141309 特甲地 ３級地 ３級地 ４級地 ３級地 ２級地

鎌倉市 142042 特甲地 ２級地 ２級地 ２級地 ２級地 ３級地

開成町 143669 丙地 その他 その他 その他 その他 その他

清川村 144022 丙地 15級地 12級地 15級地 ５級地 ６級地

相模原市 141507 乙地 10級地 ８級地 10級地 ４級地 ４級地

寒川町 143214 乙地 11級地 11級地 14級地 ５級地 ５級地

座間市 142166 乙地 10級地 ８級地 10級地 ４級地 ５級地

逗子市 142083 特甲地 ５級地 ６級地 12級地 ５級地 ４級地

た 茅ヶ崎市 142075 乙地 10級地 ８級地 10級地 ４級地 ５級地

中井町 143610 丙地 16級地 13級地 18級地 ６級地 その他

二宮町 143420 丙地 16級地 13級地 18級地 ６級地 ６級地

秦野市 142117 丙地 15級地 12級地 15級地 ５級地 ６級地

葉山町 143016 甲地 ８級地 ９級地 13級地 ５級地 ６級地

箱根町 143826 丙地 16級地 13級地 18級地 ６級地 ７級地

平塚市 142034 乙地 11級地 11級地 14級地 ５級地 ５級地

藤沢市 142059 乙地 10級地 ８級地 10級地 ４級地 ４級地

松田町 143636 丙地 その他 その他 その他 その他 その他

真鶴町 143834 丙地 その他 その他 その他 その他 その他

三浦市 142109 乙地 12級地 12級地 17級地 ６級地 ６級地

南足柄市 142174 丙地 その他 その他 その他 その他 その他

大和市 142133 乙地 10級地 ８級地 10級地 ４級地 ５級地

山北町 143644 丙地 15級地 12級地 15級地 ５級地 その他

湯河原町 143842 丙地 その他 その他 その他 その他 その他

横浜市 141002 特甲地 ３級地 ３級地 ４級地 ３級地 ２級地

横須賀市 142018 特甲地 ４級地 ４級地 ７級地 ４級地 ５級地

は

ま

や

平成30年度級地区分一覧
※この地域区分は障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業所等に適用される地域区分です。

あ

か

さ

な



２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 7級地 その他

川
崎
市

横
浜
市

鎌
倉
市

厚
木
市

逗
子
市

藤
沢
市

相
模
原
市

愛
川
町

寒
川
町

綾
瀬
市
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鶴
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中
井
町

南
足
柄
市

居宅介護 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

重度訪問介護 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

同行援護 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

行動援護 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

療養介護

生活介護 10.98円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円

短期入所 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

重度包括 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

施設入所支援 11.06円 10.99円 10.79円 10.66円 10.40円 10.20円 10円

自立訓練（機能訓練） 10.94円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円

自立訓練（生活訓練） 10.94円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円

就労移行支援（一般型） 10.94円 10.89円 10.71円 10.59円 10.35円 10.18円 10円

就労継続支援Ａ型 10.91円 10.86円 10.68円 10.57円 10.34円 10.17円 10円

就労継続支援Ｂ型 10.91円 10.86円 10.68円 10.57円 10.34円 10.17円 10円

就労定着支援 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

自立生活援助 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

共同生活援助 11.28円 11.20円 10.96円 10.80円 10.48円 10.24円 10円

計画相談支援 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

地域相談支援 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

平成30年度
級地別報酬単価表

(者)

10円



２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 7級地 その他
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10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

11.22円 11.14円 10.91円 10.76円 10.46円 10.23円 10円

10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

11.22円 11.14円 10.91円 10.76円 10.46円 10.23円 10円

10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

10.90円 10.84円 10.67円 10.56円 10.33円 10.17円 10円

10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

10.98円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円

併設する施設が主たる施設の場合 10.88円 10.83円 10.66円 10.55円 10.33円 10.17円 10円

当該施設が主たる施設の場合又は単独施設の場合 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

当該施設が主たる施設の場合 10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

当該施設が単独施設の場合 10.99円 10.93円 10.74円 10.62円 10.37円 10.19円 10円

併設する施設が主たる施設の場合 11.02円 10.97円 10.77円 10.64円 10.39円 10.19円 10円

10.98円 10.92円 10.73円 10.61円 10.37円 10.18円 10円

10.96円 10.90円 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円

平成30年度
級地別報酬単価表

(児)

自閉症児の場合

併設する施設が主たる施設の場合

居宅訪問型児童発達支援

重症心身障害児以外の障害児の場合

主たる対象が重症心身障害児の場合

児童発達支援センターの場合

知的障害児
の場合

当該施設が主たる施設の場合又は単独施設の場合

児童発
達支援

放課後等
デイサー
ビス

障
害
児
通
所
支
援

福祉型障
害
児
入
所
支
援

児童発達支援センター以外の指定児童発達支援事業所の場合

盲ろうあ児
の場合

障害児相談支援

肢体不自由児の場合

肢体不自由児の場合

重症心身障害児の場合

自閉症児の場合

盲児

ろうあ児

医療型
(含：指定発
達支援医療
機関)

10円

10円

10円

10円

保育所等訪問支援

主たる対象が重症心身障害児の場合

医療型児童発達支援(含：指定発達支援医療機関)



　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

　１．非該当　　２．該当

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

特定事業所 　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ

　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

福祉・介護職員処遇改善加算対象

キャリアパス区分（※3）

地域生活支援拠点等

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

特定事業所 　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ

福祉・介護職員処遇改善加算対象

特定事業所

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ

共生型サービス対象区分

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

　１．非該当　　２．該当

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

地域生活支援拠点等

共生型サービス対象区分

特定事業所 　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅳ

　１．非該当　　２．該当

適用開始日

地域区分
　　１．一級地　２．二級地　３．三級地　４．四級地　５．五級地
　　６．六級地　７．七級地　２０．その他

介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表

提供サービス 定員数 定員規模
多機能型等

　　定員区分（※1）
人員配置区分

（※2）
その他該当する体制等

各サービス共通

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

人員配置体制 　１．なし　　２．あり

就労定着者数（　　）

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

送迎体制（重度） 　１．なし　　２．あり

就労移行支援体制 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

食事提供体制 　１．なし　　２．あり

延長支援体制 　１．なし　　２．あり

福祉専門職員配置等

リハビリテーション加算

送迎体制

就労移行支援体制（就労定着者数）

　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

常勤看護職員等配置 　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ

視覚・聴覚等支援体制

医師配置 　１．なし　　２．あり

人員配置体制 　１．なし　　２．あり

大規模事業所 　１．なし　　５．定員81人以上

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

１．４時間未満　　２．４時間以上６時間未満

短時間利用減算

定員超過

開所時間減算

開所時間減算区分（※5）

福祉専門職員配置等

療養介護

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

職員欠如 　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

定員超過 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

指定管理者制度適用区分

施設区分 　１．一般　　２．小規模多機能

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

特例対象（※4） 　１．なし　　２．あり

重度障害者支援体制 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　３．Ⅰ　　４．Ⅱ

職員欠如

介
護
給
付
費

１．40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上

１．Ⅰ型
２．Ⅱ型
３．Ⅲ型
４．Ⅳ型
５．Ⅴ型

生活介護

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．Ⅰ型(1.7:1)
２．Ⅱ型(2:1)
３．Ⅲ型(2.5:1)
４．Ⅳ型(3:1)
５．Ⅴ型(3.5:1)
６．Ⅵ型(4:1)
７．Ⅶ型(4.5:1)
８．Ⅷ型(5:1)
９．Ⅸ型(5.5:1)
10．Ⅹ型(6:1)



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

　１．なし　　２．あり

精神障害者地域移行体制 　１．なし　　２．あり

共生型サービス対象区分 　１．非該当　　２．該当

福祉専門職員配置等（※7） 　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ

　１．非該当　　２．該当

送迎体制 　１．なし　　２．あり

強度行動障害者地域移行体制 　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

主たる事業所施設区分（※8）

指定管理者制度適用区分

地域生活移行個別支援

福祉・介護職員処遇改善加算対象

地域生活支援拠点等

１．介護サービス包括型　２．外部サービス利用型　３．日中サービス支援型

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

食事提供体制 　１．なし　　２．あり

送迎体制 　１．なし　　２．あり

主たる事業所サービス種類１（※6） サービス種類コード（　　）

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

常勤看護職員等配置

重度障害者支援加算（強度行動障害）

栄養士配置

　１．なし　　２．あり

単独型加算 　１．なし　　２．あり

１．なし　　２．その他栄養士　　３．常勤栄養士　　４．常勤管理栄養士

　１．なし　　２．ありサービス管理責任者配置等（※7）

　１．なし　　２．あり

定員超過 　１．なし　　２．あり

職員欠如

大規模減算

　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等

主たる事業所サービス種類１（※6）

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

共生型サービス対象区分 　１．非該当　　２．該当

サービス種類コード（　　）

医療連携体制加算（Ⅴ） 　１．なし　　２．あり

施設区分 　１．福祉型　　２．医療型　　３．福祉型（強化）

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．あり

短期入所

重度障害者等包括支援



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

定員超過 　１．なし　　２．あり

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

キャリアパス区分（※3）

　１．非該当　　２．該当

　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

地域生活移行個別支援

夜間看護体制 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

重度障害者支援Ⅰ体制 　１．なし　　２．あり

重度障害者支援Ⅰ体制（重度）

視覚・聴覚等支援体制

　１．なし　　２．あり

重度障害者支援Ⅱ体制 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

栄養士配置減算対象 １．なし　　２．非常勤栄養士　　３．栄養士未配置

職員欠如

夜勤職員配置体制

地域生活支援拠点等

施設入所支援

１．40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上

１．40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

共生型サービス対象区分 　１．非該当　　２．該当

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

就労移行支援体制（就労定着者数） 就労定着者数（　　）

　１．なし　　２．あり

夜間支援等体制
　　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ・Ⅱ　　６．Ⅰ・Ⅲ
　　７．Ⅱ・Ⅲ　　８．Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

就労移行支援体制 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．宿直体制　　３．夜勤体制

看護職員配置

社会生活支援 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

食事提供体制

強度行動障害者地域移行体制 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

通勤者生活支援

地域移行支援体制強化 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

個別計画訓練支援加算

視覚・聴覚等支援体制 　１．なし　　２．あり

送迎体制 　１．なし　　３．Ⅰ　　４．Ⅱ

精神障害者退院支援施設 　１．なし　　２．宿直体制　　３．夜勤体制

精神障害者地域移行体制

短期滞在

　１．なし　　２．あり

地域生活移行個別支援 　１．なし　　２．あり

標準期間超過 　１　なし　　２　あり

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

　１．なし　　２．あり

職員欠如 　１．なし　　２．あり

リハビリテーション加算 　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

訪問訓練 　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象

　１．非該当　　２．該当

主たる事業所サービス種類１（※6）

　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

サービス管理責任者配置等（※7） 　１．なし　　２．あり

サービス種類コード（　　）

視覚障害機能訓練専門職員配置 　１．なし　　２．あり

定員超過

施設区分 １．機能訓練　　２．生活訓練　　３．生活訓練（宿泊型）

自立訓練

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

標準期間超過 　１．なし　　２．あり

職員欠如

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

　１．就職後６月以上定着率が５割以上
　２．就職後６月以上定着率が４割以上５割未満
　３．就職後６月以上定着率が３割以上４割未満
　４．就職後６月以上定着率が２割以上３割未満
　５．就職後６月以上定着率が１割以上２割未満
　６．就職後６月以上定着率が０割超１割未満
　７．就職後６月以上定着率が０
　８．なし（経過措置対象）

定員超過 　１．なし　　２．あり

施設区分 　１．一般型　　２．資格取得型

就労定着率区分（※9）

就労移行支援

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

就労支援関係研修修了 　１．なし　　２．あり

視覚・聴覚等支援体制 　１．なし　　２．あり

就労移行支援体制
（6月以上12月未満）

　１．なし
　２．定着率が５分以上１割５分未満
　３．定着率が１割５分以上２割５分未満
　４．定着率が２割５分以上３割５分未満
　５．定着率が３割５分以上４割５分未満
　６．定着率が４割５分以上

就労移行支援体制
（12月以上24月未満）

　１．なし
　２．定着率が５分以上１割５分未満
　３．定着率が１割５分以上２割５分未満
　４．定着率が２割５分以上３割５分未満
　５．定着率が３割５分以上４割５分未満
　６．定着率が４割５分以上

就労移行支援体制
（24月以上36月未満）

　１．なし
　２．定着率が５分以上１割５分未満
　３．定着率が１割５分以上２割５分未満
　４．定着率が２割５分以上３割５分未満
　５．定着率が３割５分以上４割５分未満
　６．定着率が４割５分以上

精神障害者退院支援施設 　１．なし　　２．宿直体制　　３．夜勤体制

食事提供体制 　１．なし　　２．あり

移行準備支援体制（Ⅰ） 　１．なし　　２．あり

送迎体制 　１．なし　　３．Ⅰ　　４．Ⅱ

社会生活支援 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

主たる事業所サービス種類１（※6） サービス種類コード（　　）

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

訓
練
等
給
付

就労継続支援Ａ型

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．Ⅰ型(7.5:1)
２．Ⅱ型(10:1)

平均労働時間区分（※9）

　１．１日の平均労働時間が７時間以上
　２．１日の平均労働時間が６時間以上７時間未満
　３．１日の平均労働時間が５時間以上６時間未満
　４．１日の平均労働時間が４時間以上５時間未満
　５．１日の平均労働時間が３時間以上４時間未満
　６．１日の平均労働時間が２時間以上３時間未満
　７．１日の平均労働時間が２時間未満
　８．なし（経過措置対象）

定員超過 　１．なし　　２．あり

職員欠如 　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

視覚・聴覚等支援体制 　１．なし　　２．あり

重度者支援体制 　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ

就労移行支援体制 　１．なし　　２．あり

就労移行支援体制（就労定着者数） 就労定着者数（　　）

賃金向上達成指導員配置 　１．なし　　２．あり

送迎体制 　１．なし　　３．Ⅰ　　４．Ⅱ

食事提供体制 　１．なし　　２．あり

社会生活支援 　１．なし　　２．あり

就労継続A型利用者負担減免 　１．なし　　２．減額（　　　　円）　　３．免除

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

主たる事業所サービス種類１（※6） サービス種類コード（　　）

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

就労継続支援Ｂ型

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．21人以上40人以下
２．41人以上60人以下
３．61人以上80人以下
４．81人以上
５．20人以下

１．Ⅰ型(7.5:1)
２．Ⅱ型(10:1)

平均工賃月額区分（※9）

　１．平均工賃月額が４万５千円以上
　２．平均工賃月額が３万円以上４万５千円未満
　３．平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満
　４．平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満
　５．平均工賃月額が１万円以上２万円未満
　６．平均工賃月額が５千円以上１万円未満
　７．平均工賃月額が５千円未満
　８．なし（経過措置対象）

定員超過 　１．なし　　２．あり

職員欠如 　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

視覚・聴覚等支援体制 　１．なし　　２．あり

重度者支援体制 　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ

就労移行支援体制 　１．なし　　２．あり

就労移行支援体制（就労定着者数） 就労定着者数（　　）

目標工賃達成指導員配置 　１．なし　　２．あり

送迎体制 　１．なし　　３．Ⅰ　　４．Ⅱ

食事提供体制 　１．なし　　２．あり

社会生活支援 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

主たる事業所サービス種類１（※6） サービス種類コード（　　）

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

就労定着支援

就労定着支援利用者数

サービス管理責任者欠如

地域生活支援拠点等

　１．利用者数が20人以下　　２．利用者数が21人以上40人以下　　３．利用者数が41人以上

就労定着率区分

　１．就労定着率が９割以上
　２．就労定着率が８割以上９割未満
　３．就労定着率が７割以上８割未満
　４．就労定着率が５割以上７割未満
　５．就労定着率が３割以上５割未満
　６．就労定着率が１割以上３割未満
　７．就労定着率が１割未満

職員欠如 　１．なし　　２．あり

　１．なし　　２．あり

就労定着実績 　１．なし　　２．あり

職場適応援助者養成研修修了者配置体制 　１．なし　　２．あり

　１．非該当　　２．該当

自立生活援助
１．30:1未満
２．30:1以上

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

標準期間超過 　１．なし　　２．あり

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

共同生活援助

１．Ⅲ型(6:1)
２．Ⅳ型(10:1)
３．Ⅰ型(4:1)
４．Ⅱ型(5:1)
１１．日中支援Ⅰ型
(3:1)
１２．日中支援Ⅱ型
(4:1)
１３．日中支援Ⅲ型
(5:1)

施設区分 １．介護サービス包括型　２．外部サービス利用型　３．日中サービス支援型

大規模住居（※10）
１．なし　　２．定員8人以上　　３．定員21人以上

４．定員21人以上（一体的な運営が行われている場合）

職員欠如 　１．なし　　２．あり

サービス管理責任者欠如 　１．なし　　２．あり

福祉専門職員配置等 　１．なし　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ

視覚・聴覚等支援体制 　１．なし　　２．あり

看護職員配置体制 　１．なし　　２．あり

夜間支援等体制
　　１．なし　　２．Ⅰ　　３．Ⅱ　　４．Ⅲ　　５．Ⅰ・Ⅱ　　６．Ⅰ・Ⅲ
　　７．Ⅱ・Ⅲ　　８．Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

夜勤職員加配体制 　１．なし　　２．あり

重度障害者支援職員配置（※11） 　１．なし　　２．あり

地域生活移行個別支援 　１．なし　　２．あり

精神障害者地域移行体制 　１．なし　　２．あり

強度行動障害者地域移行体制 　１．なし　　２．あり

医療連携体制加算（Ⅴ） 　１．なし　　２．あり

通勤者生活支援 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善加算対象 　１．なし　　２．あり

福祉・介護職員処遇改善特別加算対象 　１．なし　　２．あり

キャリアパス区分（※3）

  １．Ⅲ（キャリアパス要件（Ⅰ又はⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ２．Ⅴ（キャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満たさない）
  ３．Ⅳ（キャリアパス要件を満たさない）
  ４．Ⅳ（職場環境等要件を満たさない）
  ５．Ⅱ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）
  ６．Ⅰ（キャリアパス要件（Ⅰ及びⅡ及びⅢ）及び職場環境等要件のいずれも満たす）

指定管理者制度適用区分 　１．非該当　　２．該当

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

地
域
相
談
支
援

地域移行支援

施設区分 　１．Ⅰ　　２．Ⅱ

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

地域定着支援 地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当

相
談
支
援

計画相談支援

相談支援特定事業所 　１．なし　２．Ⅲ　３．Ⅰ　４．Ⅱ　５．Ⅳ

行動障害支援体制 　１．なし　　２．あり

要医療児者支援体制 　１．なし　　２．あり

精神障害者支援体制 　１．なし　　２．あり

地域生活支援拠点等 　１．非該当　　２．該当



適用開始日
提供サービス 定員数 定員規模

多機能型等
　　定員区分（※1）

人員配置区分
（※2）

その他該当する体制等

注　   網掛けは、変更・追加された項目です。

※１

※２ 「人員配置区分」欄には、報酬算定上の区分を設定する。

※３ 「キャリアパス区分」欄は、福祉・介護職員処遇改善加算対象が「２．あり」で設定されていた場合に設定する。

※４  18歳以上の障害児施設入所者への対応として、児童福祉法に基づく指定基準を満たすことをもって、障害者総合支援法に基づく指定基準を満たしているものとみなす特例措置の対象を設定する。

※５ 「開所時間減算区分」欄は、開所時間減算が「２．あり」の場合に設定する。

※６

※７ 「共生型サービス対象区分」欄が「２．該当」の場合に設定する。

※８

※９

※１０

※１１

多機能型事業所または複数の単位でサービス提供している事業所については、一体的な管理による複数サービス種類の利用定員の合計数を利用定員とした場合の報酬を算定することとなるため、「定員区
分」には利用定員の合計数を設定する。
ただし、以下の加算については、サービス種類毎または単位毎の利用定員に応じた報酬を算定する。
　生活介護・・・人員配置体制加算、常勤看護職員等配置加算、就労移行支援体制加算
　施設入所支援・・・夜勤職員配置体制加算
　自立訓練（機能訓練・生活訓練）・・・就労移行支援体制加算
　就労継続支援Ａ型・・・重度者支援体制加算、就労移行支援体制加算、賃金向上達成指導員配置加算
　就労継続支援Ｂ型・・・重度者支援体制加算、目標工賃達成指導員配置加算、就労移行支援体制加算

その場合、「多機能型等定員区分（加算）」には、以下の内容を設定する。
　生活介護、施設入所支援、自立訓練（機能訓練・生活訓練）・・・各サービス種類の単位毎の利用定員。
　就労継続支援A型、就労継続支援B型・・・各サービス種類の利用定員。

なお、「定員区分」と「多機能型等定員区分（加算）」が同一の場合、「多機能型等定員区分（加算）」は設定しない。

「主たる事業所サービス種類１」欄には、福祉・介護職員処遇改善加算対象、または福祉・介護職員処遇改善特別加算対象が「２．あり」であり、障害者支援施設における日中活動系サービスの場合「32:施
設入所支援」を設定する。短期入所については指定共同生活援助事業所（外部サービス利用型指定共同生活援助及び日中サービス支援型指定共同生活援助を含む）において行った場合は「33：共同生
活援助」、指定宿泊型自立訓練事業所において行った場合は「34：宿泊型自立訓練」、単独型事業所において行った場合は「22：生活介護」を設定する。

「主たる事業所施設区分」欄には、福祉・介護職員処遇改善加算対象、または福祉・介護職員処遇改善特別加算対象が「２．あり」であり、共同生活援助事業所にて短期入所を実施する場合、「1:介護サー
ビス包括型」、「2:外部サービス利用型」、または「３．日中サービス支援型」を設定する。

就労移行支援及び就労移行支援（養成）について、平成30年度報酬改定の基本報酬体系適用後の新規事業所及び指定を受けた日から2年を経過しない既存事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設
定する。
就労継続支援Ａ型について、平成30年度報酬改定の基本報酬体系適用後の新規事業所及び指定を受けた日から1年を経過しない既存事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。
就労継続支援Ｂ型について、平成30年度報酬改定の基本報酬体系適用後の新規事業所及び指定を受けた日から1年を経過しない既存事業所の場合、「08:無し（経過措置対象）」を設定する。

「大規模住居」欄の「２．定員8人以上」は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「外部サービス利用型」の場合に限る。また、「４．定員21人以上（一体的な運営が行われている場合）」は、施設区分が「介
護サービス包括型」及び「日中サービス支援型」の場合に限る。

「重度障害者支援職員配置」欄は、施設区分が「介護サービス包括型」及び「日中サービス支援型」の場合に設定する。
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ዬ࣯଺ỉӖẬλủὉࣖݣẆ˳᬴ỉೞ˟ὉئẆݦᧉႎʴ஬ỉᄩ̬Ὁ᫱঺Ẇע؏ỉ˳СỀẪ
ụὸửẆע؏ỉܱऴỆࣖẳẺоॖپ߻ỆợụૢͳẲẆ

ỂẴẇ

൯ިాڎઉ۫࡮ผ๕рశ཭кс˾˾˾˾́

䕿 䛣䛾䝟䞁䝣䝺䝑䝖䛿䚸䛂ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛾ᩚഛಁ㐍䛻䛴䛔䛶䛃䠄ᖹᡂ䠎䠕ᖺ䠓᭶䠓᪥㞀ᐖⓎ➨䠌
䠓䠌䠓➨䠍ྕ䠅䛾ෆᐜ䚸䛂ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ≧ἣ䛾ᢕᥱ䛻䛴䛔䛶䛃䠄ᖹᡂ䠎䠕ᖺ䠓᭶䠍䠏᪥஦
ົ㐃⤡䠅䛾⤖ᯝ䜔ᖹᡂ䠏䠌ᖺᗘ㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼ሗ㓘ᨵᐃ䛾ᣐⅬ➼䛻ಀ䜛ሗ㓘ୖ䛾ホ౯䛻䛴䛔
䛶䚸┒䜚㎸䜣䛷䛔䜎䛩䚹

䕿 ᘬ䛝⥆䛝䚸✚ᴟⓗ䛺ᩚഛ䚸ᚲせ䛺ᶵ⬟䛾඘ᐇ䞉ᙉ໬䛻ྲྀ䜚⤌䜐䛻䛒䛯䛳䛶䛤ά⏝䛟䛰䛥䛔䚹



ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻㛵䛩䜛ゎㄝ

䠭䠍䠖ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛾┠ⓗ䛿ఱ䛷䛩䛛䠛

䕿 ᣐⅬ➼䛿䚸㞀ᐖ⪅➼䛾㔜ᗘ໬䞉㧗㱋໬䜔䛂ぶஸ䛝ᚋ䛃䛻ഛ䛘䜛䛸䛸䜒䛻䚸ᆅᇦ⛣⾜䜢㐍䜑䜛䛯䜑䚸
㔜ᗘ㞀ᐖ䛻䜒ᑐᛂ䛷䛝䜛ᑓ㛛ᛶ䜢᭷䛧䚸ᆅᇦ⏕ά䛻䛚䛔䛶䚸㞀ᐖ⪅➼䜔䛭䛾ᐙ᪘䛾⥭ᛴ஦ែ䛻ᑐ
ᛂ䜢ᅗ䜛䜒䛾䛷䚸ලయⓗ䛻䠎䛴䛾┠ⓗ䜢ᣢ䛱䜎䛩䚹

䋻 ᆅᇦ䛻䛚䛡䜛⏕ά䛾Ᏻᚰឤ䜢ᢸಖ䛩䜛ᶵ⬟䜢ഛ䛘䜛䚹

䋻 㞀ᐖ⪅➼䛾ᆅᇦ䛷䛾⏕ά䜢ᨭ᥼䛩䜛䚹

䠭䠎䠖ᣐⅬ➼䛾ᩚഛᡭἲ䛿䛹䛾䜘䛖䛺㢮ᆺ䛜䛒䜚䜎䛩䛛䠛

䕿 ᣐⅬ➼䛾ᶵ⬟ᙉ໬䜢ᅗ䜛䛯䜑䚸䠑䛴䛾ᶵ⬟䜢㞟⣙䛧䚸䠣䠤䜔㞀ᐖ⪅ᨭ᥼➼䛻௜ຍ䛧䛯
䚸䜎䛯䚸ᆅᇦ䛻䛚䛡䜛」ᩘ䛾ᶵ㛵䛜ศᢸ䛧䛶ᶵ⬟䜢ᢸ䛖యไ䛾 䜢䜲䝯䞊䝆

䛸䛧䛶♧䛧䛶䛔䜎䛩䛜䚸䛣䜜䜙䛻䛸䜙䜟䜜䛪䚸 䜢⾜䛳䛶䛔䛯䛰䛔䛶ᵓ䛔䜎䛫
䜣䚹䠄౛䠖䛂ከᶵ⬟ᣐⅬᩚഛᆺ䛃䠇䛂㠃ⓗᩚഛᆺ䛃䠅

䕿 䛺䛚䚸䛭䛾㝿䚸ྛᆅᇦ䛾䝙䞊䝈䚸᪤Ꮡ䛾䝃䞊䝡䝇䛾ᩚഛ≧ἣ䛺䛹ྛᆅᇦ䛾ಶู䛾≧ἣ䛻ᛂ䛨䚸༠
㆟఍➼䜢ά⏝䛧䛶᳨ウ䛩䜛䛣䛸䛜㔜せ䛷䛩䚹

䠭䠏䠖ᣐⅬ➼䛾ᚲせ䛺ᶵ⬟䛿ఱ䛷䛩䛛䠛
䜎䛯䚸ᩚഛ䛜䛺䛥䜜䛯䛛ྰ䛛䛿䛹䛖ุ᩿䛩䜜䜀䛔䛔䛷䛩䛛䠛

䕿 ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛻ᙜ䛯䛳䛶䛿䚸ᨭ᥼ᅔ㞴䛺㞀ᐖඣ⪅䛾ཷ䛡ධ䜜䜢๓ᥦ䛸䛧䛶䚸᪤䛻ᆅᇦ䛻䛒䜛ᶵ
⬟䜢ྵ䜑䚸 䛣䛸䛸䛧䜎䛩䛜䚸

䛜⾜䛖䛣䛸䛸䛧䜎䛩䚹

䕿 䜎䛯䚸ᶵ⬟䛾ෆᐜ䛾඘㊊䛾⛬ᗘ䛻䛴䛔䛶䜒䚸ྛᆅᇦ䛾ᐇែ䛻ᛂ䛨䛶ᕷ⏫ᮧ䛜ุ᩿䛩䜛䛣䛸䛸䛧䜎
䛩䚹䠄䈜 ḟ䝨䞊䝆䛻ᚲせ䛺ᶵ⬟䛾ලయⓗ䛺ෆᐜ䛸ලయ౛䜢ᥖ㍕䛧䛶䛚䜚䜎䛩䚹䠅

䕿 䜎䛯䚸䠭䠍䛾┠ⓗ䜢㋃䜎䛘䚸་⒪ⓗ䜿䜰䛜ᚲせ䛺㔜⑕ᚰ㌟㞀ᐖ䚸㑄ᘏᛶព㆑㞀ᐖ➼䜔ᙉᗘ⾜ື
㞀ᐖ䚸㧗ḟ⬻ᶵ⬟㞀ᐖ➼䛾ᨭ᥼䛜㞴䛧䛔㞀ᐖ⪅➼䜈䛾ᑐᛂ䛜༑ศ䛻ᅗ䜙䜜䜛䜘䛖䚸

䛧䛶䛔䜛䛣䛸䛜㔜せ䛷䛩䚹

䕿 䛺䛚䚸ୖグ䛻ᥖ䛢䜛䠑䛴䛾ᶵ⬟௨እ䛻䚸䛂㞀ᐖ䛾᭷↓䛻㛵䜟䜙䛺䛔┦஫஺ὶ䜢ᅗ䜛ᶵ⬟䠄බඹ᪋
タ䚸✵䛝ᗑ⯒➼䛾ᆅᇦ䛾㌟㏆䛺ሙᡤ䜢ᥦ౪䛧஺ὶ䛾ಁ㐍䜢ᅗ䜛䠅䛃䜔䛂㞀ᐖ⪅➼䛾⏕ά䛾⥔ᣢ䜢ᅗ
䜛ᶵ⬟䠄ᶒ฼᧦ㆤ䚸ᡂᖺᚋぢไᗘ䛾฼⏝ಁ㐍䚸㞀ᐖ⪅⹢ᚅ➼䜈䛾ᑐᛂ䚸ᅔ㞴஦౛䜈䛾ᑐᛂ䚸ᾘ㈝
⪅⿕ᐖ䛾㜵Ṇ䛻㛵䛩䜛ㅖไᗘ䜢ά⏝䛩䜛䠅䛃➼䛾ᆅᇦ䛾ᐇ᝟䛻ᛂ䛨䛯ᶵ⬟䜢๰ពᕤኵ䛻䜘䜚௜ຍ䛩
䜛䛣䛸䛜⪃䛘䜙䜜䜎䛩䚹



ղ⥭ᛴ᫬ࡅཷࡢධ࣭ࢀᑐᛂ

ճయ㦂ࡢᶵ఍࣭ሙ

ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻㛵䛩䜛ゎㄝ

ᚲせ࡞ᶵ⬟ࡢලయⓗ࡞ෆᐜ࡜ලయ౛

ձ┦ㄯ

䕿 ᇶᖿ┦ㄯᨭ᥼䝉䞁䝍䞊䚸ጤク┦ㄯᨭ᥼஦ᴗ䚸≉ᐃ┦ㄯᨭ᥼஦ᴗ䛸䛸䜒䛻ᆅᇦᐃ╔ᨭ᥼䜢ά⏝䛧
䛶䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝍䞊䜢㓄⨨䛧䚸⥭ᛴ᫬䛾ᨭ᥼䛜ぢ㎸䜑䛺䛔ୡᖏ䜢஦๓䛻ᢕᥱ䞉Ⓩ㘓䛧䛯ୖ䛷䚸ᖖ᫬䛾
㐃⤡యไ䜢☜ಖ䛧䚸㞀ᐖ䛾≉ᛶ䛻㉳ᅉ䛧䛶⏕䛨䛯⥭ᛴ䛾஦ែ➼䛻ᚲせ䛺䝃䞊䝡䝇䛾䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝖
䜔┦ㄯ䛭䛾௚ᚲせ䛺ᨭ᥼䜢⾜䛖ᶵ⬟

䛆ලయ౛ 䛇
䕿 ᕷጤク䛻䜘䜛┦ㄯᑓ㛛⫋ဨ䠐ྡ䠄ᆅᇦᐃ╔ᨭ᥼䛸වົ䛧䠈ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼䛻䜒ᑐᛂ㻕ཬ䜃ィ⏬┦ㄯ
䜢ᢸᙜ䛩䜛┦ㄯᨭ᥼ᑓ㛛ဨ䠐ྡ䛾ィ䠔ྡ䜢㓄⨨䚹䝃䞊䝡䝇฼⏝᥼ຓ䛻ಀ䜛┦ㄯ䛛䜙ᑓ㛛ⓗ䛺┦ㄯ䚸
⥭ᛴ᫬䛾┦ㄯ䛾䛔䛪䜜䛻䜒ᑐᛂ䛷䛝䜛యไ䜢ᩚ䛘䛶䛔䜛䚹

䕿 ▷ᮇධᡤ䜢ά⏝䛧䛯ᖖ᫬䛾⥭ᛴཷධయไ➼䜢☜ಖ䛧䛯ୖ䛷䚸௓ㆤ⪅䛾ᛴ⑓䜔㞀ᐖ⪅䛾≧ែኚ
໬➼䛾⥭ᛴ᫬䛾ཷ䛡ධ䜜䜔་⒪ᶵ㛵䜈䛾㐃⤡➼䛾ᚲせ䛺ᑐᛂ䜢⾜䛖ᶵ⬟

䛆ලయ౛ 䛇
䕿 ௓ㆤ⪅䛾୙ᅾ䜔㞀䛜䛔≉ᛶ䛻㉳ᅉ䛩䜛ᑐᛂᅔ㞴䛜᝿ᐃ䛥䜜䜛ሙྜ䚸ᖹᖖ᫬䛛䜙䝃䞊䝡䝇➼฼⏝
ィ⏬䜢㏻䛧䛶䚸㛵ಀ⪅㛫䛷᝟ሗඹ᭷䜢ᅗ䜚䚸⥭ᛴ᫬䛻ཷධೃ⿵䛸䛺䜛㞀ᐖ⪅ᨭ᥼᪋タ䜈䛾▷ᮇධ
ᡤ䜢⤒㦂䛧䛶ഛ䛘䜛䚹⥭ᛴ᫬䛻䛚䛡䜛┦ㄯ䛛䜙ཷධㄪᩚ䜎䛷䛾ᑐᛂ䛿䚸㛤ᡤ᫬㛫ෆ䛿䝃䞊䝡䝇➼
฼⏝ィ⏬䜢సᡂ䛧䛯┦ㄯᨭ᥼ᑓ㛛ဨ䛜⾜䛔䚸ኪ㛫䚸ఇ᪥䛿ᇶᖿ┦ㄯᨭ᥼䝉䞁䝍䞊䛜⾜䛖䜒䛾䛸ᙺ
๭䜢᫂☜䛻䛧䛶䛔䜛䚹ཷධೃ⿵᪋タ䜈䛾ㄪᩚ䛜㞴⯟䛧䚸⮬Ꮿ➼䛻䛔䜙䜜䛺䛔ሙྜ䛻䛿䚸⥭ᛴ୍᫬ಖ
ㆤሙᡤ䛸䛧䛶㞀䛜䛔⚟♴ㄢ䜢ά⏝䛩䜛䚹ཷධ᏶஢ᚋ䚸ཎ๎㻠㻤᫬㛫䠄᭱㛗㻣㻞᫬㛫䠅௨ෆ䛻䚸䝃䞊䝡䝇
➼฼⏝ィ⏬సᡂ⪅䛿䚸෌Ⓨ㜵Ṇ䜔௒ᚋ䛾᪉ྥᛶ䜢᳨ウ䛩䜛䛯䜑䛾఍㆟䜢㛤ദ䜢⾜䛖䜒䛾䛸䛩䜛䚹

䕿 ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼䜔ぶඖ䛛䜙䛾⮬❧➼䛻ᙜ䛯䛳䛶䚸ඹྠ⏕ά᥼ຓ➼䛾㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇䛾฼⏝䜔
୍ேᬽ䜙䛧䛾య㦂䛾ᶵ఍䞉ሙ䜢ᥦ౪䛩䜛ᶵ⬟

䛆ලయ౛ 䛇
䕿 ᆅᇦ䛷䛾⮬❧⏕ά䜢┠ᣦ䛩ே䛻ᑐ䛧䛶䚸♫఍⚟♴༠㆟఍䛜タ⨨䛩䜛䛂ᆅᇦඹ⏕㤋䜅䜜䜌䛾䛃ෆ
䛾⮬❧⏕ά‽ഛᐊ䜢ά⏝䛧䚸㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇䜢฼⏝䛧䛺䛜䜙୍ேᬽ䜙䛧䛜య㦂䛷䛝䜛ሙ䜢ᥦ౪䛧
䛶䛔䜛䚹



䕿 ᇶᖿ┦ㄯᨭ᥼䝉䞁䝍䞊䚸ጤク┦ㄯᨭ᥼஦ᴗ䚸≉ᐃ┦ㄯᨭ᥼䚸୍⯡┦ㄯᨭ᥼➼䜢ά⏝䛧䛶䝁䞊䝕䜱
䝛䞊䝍䞊䜢㓄⨨䛧䚸ᆅᇦ䛾ᵝ䚻䛺䝙䞊䝈䛻ᑐᛂ䛷䛝䜛䝃䞊䝡䝇ᥦ౪యไ䛾☜ಖ䜔䚸ᆅᇦ䛾♫఍㈨※
䛾㐃ᦠయไ䛾ᵓ⠏➼䜢⾜䛖ᶵ⬟

䛆ලయ౛ 䛇
䕿 䠄⮬❧ᨭ᥼䠅༠㆟఍䜢୰ᚰ䛻ᆅᇦㄢ㢟䛾ᩚ⌮䞉ྲྀ䜚⤌䜏᪉ἲ䛾᳨ウཬ䜃䝙䞊䝈䛾㧗䛔་⒪ⓗ䜿
䜰䛜ᚲせ䛺᪉䛻ᑐ䛩䜛ᨭ᥼యไ䛵䛟䜚䜢㐍䜑䛶䛔䜛䚹

ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻㛵䛩䜛ゎㄝ

ᚲせ࡞ᶵ⬟ࡢලయⓗ࡞ෆᐜ࡜ලయ౛

մᑓ㛛ⓗேᮦࡢ☜ಖ࣭㣴ᡂ

յᆅᇦࡢయไ࡙ࡾࡃ

䕿 ་⒪ⓗ䜿䜰䛜ᚲせ䛺⪅䜔⾜ື㞀ᐖ䜢᭷䛩䜛⪅䚸㧗㱋໬䛻క䛔㔜ᗘ໬䛧䛯 㞀ᐖ⪅䛻ᑐ䛧䛶䚸ᑓ
㛛ⓗ䛺ᑐᛂ䜢⾜䛖䛣䛸䛜䛷䛝䜛యไ䛾☜ಖ䜔䚸ᑓ㛛ⓗ䛺ᑐᛂ䛜䛷䛝䜛ேᮦ䛾㣴ᡂ䜢⾜䛖ᶵ⬟

䛆ලయ౛ 䛇
䕿 ᣐⅬ➼䛸䛺䜛஦ᴗᡤ䛾䛖䛱䠍஦ᴗᡤ䛻◊ಟ䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝍䞊䜢㓄⨨䛧䚸༊ෆ஦ᴗᡤྥ䛡䛾◊ಟ➼
䜢ᐇ᪋䛩䜛䛣䛸䛻䜘䜚䚸ேᮦ⫱ᡂ䚸䝃䞊䝡䝇Ỉ‽䛾ྥୖ䞉ᶆ‽໬䜢ᅗ䜛యไ䜢ഛ䛘䛶䛔䜛䚹



ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻㛵䛩䜛ゎㄝ

䠭䠐䠖ᣐⅬ➼䛾㐠Ⴀ䛿䛹䛾䜘䛖䛺Ⅼ䛻␃ព䛩䜛ᚲせ䛜䛒䜚䜎䛩䛛䠛

䕿 ୺䛻䠐䛴䛾Ⅼ䛻␃ព䛩䜛ᚲせ䛜䛒䜚䜎䛩䚹

䕿 ᨭ᥼⪅䛜ᣐⅬ➼䛻䛚䛡䜛ᚲせ䛺ᶵ⬟䜢㐺ษ䛻ᐇ᪋䛩䜛䛯䜑䛻䚸ᨭ᥼⪅඲ဨ䛜䚸
䛧䚸༠ຊཬ䜃㐃ᦠ䛧䛶ᴗົ䜢ᐇ᪋䛧䛺䛡䜜䜀䛺䜚䜎䛫䜣䚹

䕿 䜎䛯䚸㛵ಀᶵ㛵➼䛸䛾ᙺ๭ศᢸཬ䜃㐃ᦠ䛾ᙉ໬䜢ᅗ䜛䛯䜑䛻䚸ᣐⅬ➼䛾㐠Ⴀ䛻ᙜ䛯䛳䛶䛿䚸༠
㆟఍➼䛻䛚䛡䜛㐃ᦠ䜢ᇶ♏䛸䛧䚸ᕷ⏫ᮧ䛾㞀ᐖ⚟♴᪋⟇䛸䛾୍యᛶ䜢ಖ䛱䛺䛜䜙䚸ᆅᇦ䛷⏕ά䛩䜛
㞀ᐖ⪅➼䜔䛭䛾ᐙ᪘䛜䚸⥭ᛴ᫬䛻➼䛧䛟฼⏝䛷䛝䜛බṇ䚸බᖹ䞉୰❧䛺㐠Ⴀ䜢⾜䛔䚸ᕷ⏫ᮧ䛸ᣐⅬ
➼䛜䛭䜜䛮䜜䛾ᙺ๭䜢⌮ゎ䛧䛺䛜䜙䚸୍యⓗ䛺㐠Ⴀ䜢⾜䛖䛣䛸䛜䛷䛝䜛䜘䛖యไ䜢ᵓ⠏䛧䛶䛔䛟䛣䛸
䛜ᚲせ䛷䛩䚹

䕿 ᣐⅬ➼䛻䛚䛔䛶䛿䚸
䛩䜛䛣䛸䛜㔜せ䛷䛩䚹䛭䛾䛯䜑䚸౛䛘䜀䚸ᨭ᥼⪅䝺䝧䝹䛾᳨ウ఍䜢㛤ദ䛧䚸⵳✚䛥䜜䛯஦౛䜢

㞟⣙䛧䚸ᕷ⏫ᮧ䛜タ⨨䛩䜛༠㆟఍䛾㒊఍➼䛾ሙ䛻ሗ࿌䛩䜛䛣䛸䛜ᚲせ䛷䛩䚹

䕿 ᕷ⏫ᮧ䛿䚸ᣐⅬ➼䛻
౛䛘䜀䚸ᕷ⏫ᮧ䛜タ⨨䛩䜛༠㆟఍䛾㒊఍➼䛾ሙ䜢ά⏝䛧䛶䚸

䛧䛺䛡䜜䜀䛺䜚䜎䛫䜣䚹

䕿 ලయⓗ䛻䛿䚸౛䛘䜀ḟ䝨䞊䝆䛾䠄䜰䠅䛛䜙䠄䝃䠅䛻ᥖ䛢䜛ෆᐜ䜢㋃䜎䛘䛺䛜䜙䚸ᣐⅬ➼䛻ಀ䜛▷ᮇ䞉
୰ᮇ䞉㛗ᮇ䛾㐠Ⴀ᪉㔪䜢ᐃ䜑䛶䛔䛟䛣䛸䛸䛧䚸䛭䛾ᐇ᪋≧ἣ䜢ᢕᥱ䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹

䕿 䜎䛯䚸༠㆟఍➼䜢㏻䛨䛶ᕷ⏫ᮧ䛸ᣐⅬ➼䛾㛵ಀ⪅䛜༠ാ䛧䛶᪉㔪䜢⟇ᐃ䛧䛶䛔䛟䛺䛹ᕤኵ䜢䛩䜛
䛣䛸䛷䚸ᙜヱ᪉㔪䛻ᑐ䛩䜛ᣐⅬ➼䛾⌮ゎ䜒῝䜎䜛䛣䛸䛛䜙䚸䜘䜚ຠᯝⓗ䛺㐠Ⴀ䛻䛴䛺䛜䜛䜒䛾䛸⪃䛘
䜙䜜䜎䛩䚹

䕿 䛺䛚䚸ḟ䝨䞊䝆䛻ᥖ䛢䜛ෆᐜ䛿౛♧䛾䛯䜑䚸ᕷ⏫ᮧ䛜㐺ᐅ䚸ᚲせ䛸ㄆ䜑䜛䜒䛾䛻䛴䛔䛶᳨ウ䜢
⾜䛳䛶䛟䛰䛥䛔䚹

䕿 ᣐⅬ➼䛿䚸㞀ᐖ⪅➼䛾ᆅᇦ䛷䛾⏕ά䜢ᨭ᥼䛩䜛䛣䛸䜢┠ⓗ䛸䛧䛶䛔䜛䛯䜑䚸ᆅᇦ䛻䛚䛡䜛㞀ᐖ⚟
♴௨እ䛾䝃䞊䝡䝇➼䛸䛾㐃ᦠయไ䛾ᵓ⠏䛜㔜せ䛷䛩䚹䛣䛾䛯䜑䚸

䛜䛒䜚䜎䛩䚹



ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻㛵䛩䜛ゎㄝ

䠄䜰䠅ᣐⅬ➼䛾⤌⧊䞉㐠Ⴀయไ䞉ᢸᙜ䛩䜛༊ᇦ䛻䛚䛡䜛䝙䞊䝈䛾ᢕᥱ䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ᪉㔪䛾ᇶᮏ⌮ᛕ䛾᳨ウ䚸㛵ಀ⪅㛫䛾ඹ᭷໬䛜ᅗ䜙䜜䛶䛔䜛䛛
䞉 ᣐⅬ➼䛸ᕷ⏫ᮧ䛾ᙺ๭ศᢸ䚸⟶ෆ䛷⤫୍䛩䜛䛣䛸䛜ᮃ䜎䛧䛔䝹䞊䝹䛾タᐃ䚸ᆅᇦㄢ㢟䛾ᢳฟ᪉ἲ䠄䜰䝉䝇䝯䞁䝖䠅➼䛜᳨ウ䛷䛝䜛䜘䛖䛻༠
㆟఍➼䛻䛚䛡䜛㐠Ⴀ᪉㔪䛜ᐃ䜑䜙䜜䛶䛔䜛䛛
䞉 ᣐⅬ➼䛸ᕷ⏫ᮧ➼䛾㐃ᦠ䛾䛯䜑䛾㐃⤡఍㆟䜢ᐃᮇⓗ䛻㛤ദ䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ᚲせ䛺ᶵ⬟➼䛾㐠Ⴀ䛻䛚䛡䜛ᐃ⩏௜䛡䛾᳨ウ䛜⾜䜟䜜䛶䛔䜛䛛
䞉 ᨭ᥼⪅㛫䛾㐃ᦠ䛜ຠᯝⓗ䛻⾜䜟䜜䛶䛔䜛䛛
䞉 㛵ಀᶵ㛵➼䛸䛾㐃ᦠ䛾ྥୖ䚸ㄪᩚ䚸ྜពᙧᡂ䛻ດ䜑䛶䛔䜛䛛
䞉 ྛ✀ㄢ㢟䛻ᑐ䛩䜛㐃ᦠព㆑䛾㔊ᡂ䛻ດ䜑䛶䛔䜛䛛
䞉 ᣐⅬ➼䜢ᆅᇦ䛻䛺䛨䜏䜔䛩䛔ྡ⛠䛷࿘▱䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ᆅᇦ䛵䛟䜚䜔䜎䛱䛵䛟䜚䜢┠ᣦ䛧䛯㞀ᐖ⚟♴䜢᥎㐍䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ⮬↛⅏ᐖⓎ⏕᫬䛻䛚䛡䜛ᑐᛂ᪉㔪䜔㐣␯ᆅᇦ➼䛾⛣ືᨭ᥼䛻ᑐ䛩䜛ᨭ᥼➼䚸ᆅᇦᛶ䜢㋃䜎䛘䛶䛔䜛䛛
䠄䜲䠅ᆅᇦ䛤䛸䛾䝙䞊䝈䛻ᛂ䛨䛶㔜Ⅼⓗ䛻⾜䛖䜉䛝ᴗົ䛾᪉㔪
䞉 㔜ᗘ䚸㧗㱋໬䚸⊂ᒃୡᖏ➼䛾㞀ᐖ⪅➼䛾⏕ά≧ἣ䛾☜ㄆ䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 ♫఍ⓗάື䠄䝪䝷䞁䝔䜱䜰➼䠅䜢ᕼᮃ䛩䜛㞀ᐖ⪅➼䛾ᢕᥱ䛻ດ䜑䛶䛔䜛䛛
䠄䜴䠅㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼஦ᴗᡤ䞉་⒪ᶵ㛵䞉Ẹ⏕ጤဨ䞉䝪䝷䞁䝔䜱䜰➼䛾㛵ಀ⪅䛸䛾䝛䝑䝖䝽䞊䜽䠄ᆅᇦ♫఍䛸䛾㐃ᦠཬ䜃ᑓ㛛⫋
䛸䛾㐃ᦠ䠅ᵓ⠏䛾᪉㔪
䞉 㞀ᐖ⪅➼䜔ᆅᇦఫẸ䜢ྵ䜑ᆅᇦ䛾㛵ಀ⪅䜢㞟䜑䛶䚸༠㆟఍䛷ᢕᥱ䛧䛯ᆅᇦ䛾ㄢ㢟䜢ඹ᭷䛩䜛䛯䜑䛾ຮᙉ఍䜔䝽䞊䜽䝅䝵䝑䝥➼䜢㛤ദ䛧
䛶䛔䜛䛛
䞉 㞀ᐖ⚟♴䞉௓ㆤ䞉་⒪➼䛾ከ⫋✀䛜㞟䜎䜛◊ಟ఍䜈䛾ཧຍ䜢ಁ㐍䛧䛶䛔䜛䛛
䠄䜶䠅ಶே᝟ሗ䛾ಖㆤ
䞉 ᨭ᥼⪅㛫䛻䛚䛔䛶䚸ᕷ⏫ᮧ䛜ᐃ䜑䜛ಶே᝟ሗಖㆤ䛾つᐃ䜢㋃䜎䛘䛯ᑐᛂ䛜ᅗ䜙䜜䛶䛔䜛䛛
䠄䜸䠅฼⏝⪅‶㊊䛾ྥୖ
䞉 ┦ㄯ䜔ⱞ᝟䛻㐺ษ䛻ᑐᛂ䛷䛝䜛యไ䛸䛺䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 Ᏻᚰ䛧䛶┦ㄯ䛷䛝䜛䜘䛖䝥䝷䜲䝞䝅䞊䛾☜ಖ䛜⾜䜟䜜䛶䛔䜛䛛
䠄䜹䠅බṇ䚸බᖹᛶ䞉୰❧ᛶ䛾☜ಖ
䞉 බṇ䚸බᖹᛶ䞉୰❧ᛶ䛾ほⅬ䛛䜙䚸㐺ษ䛻㞀ᐖ⪅➼䛾ཷ䛡ධ䜜䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 බṇ䚸බᖹᛶ䞉୰❧ᛶ䛻㓄៖䛧䛶䚸㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇஦ᴗᡤ➼䛾⤂௓䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼஦ᴗᡤ䚸┦ㄯᨭ᥼஦ᴗᡤ䜢⤂௓䛧䛯⤒⦋䜢グ㘓䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ༠㆟఍➼䜈䛾ሗ࿌䚸ㄝ᫂➼䛻༠ຊ䛧䛶䛔䜛䛛

䠄䜻䠅┦ㄯ
䞉 㞀ᐖ⪅➼䜔䛭䛾ᐙ᪘䛾┦ㄯ䛻䛿ྛไᗘ䛸䜒༑ศ䛻㐃ᦠ䛧䛺䛜䜙䝽䞁䝇䝖䝑䝥䛷ᑐᛂ䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ಶู┦ㄯ䜢ཷ䛡䜛యไ䛾☜ಖ䠄┦ㄯ❆ཱྀ䛾タ⨨➼䠅䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ┦ㄯෆᐜ䛤䛸䛻ᑐᛂ≧ἣ䛾㐍ᤖ⟶⌮䛜䛷䛝䛶䛔䜛䛛
䞉 㐠Ⴀ䛻ᙜ䛯䛳䛶䛿䚸⥭ᛴ᫬䛾ᑐᛂ➼䜒᝿ᐃ䛧䚸ᨭ᥼⪅䛻ᑐ䛧䛶㏿䜔䛛䛻㐃⤡䛜ྲྀ䜜䜛䜘䛖䛺యไ䜢ᩚഛ䛧䛶䛔䜛䛛䠄ᚲ䛪䛧䜒㻞㻠᫬㛫యไ䜢
᥇䜛ᚲせ䛿䛺䛔䠅
䞉 ⥭ᛴ┦ㄯ䜈䛾Ⓨᒎ䛜༴᝹䛥䜜䜛䜘䛖䛺஦᱌䜢஦๓䛻ᢕᥱ䛧䚸ၥ㢟䛜㢧ᅾ໬䛩䜛๓䛻ᑐᛂ䛷䛝䜛ྲྀ⤌䜏䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 ┦ㄯ䜢ཷ䛡䛯ᚋ䛾ᑐᛂ䠄⤂௓䠅䛾௙⤌䜏䜢ᵓ⠏䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ษ䜜┠䛾䛺䛔ໟᣓⓗ䛺㞀ᐖ⚟♴䞉௓ㆤ䞉་⒪䛾㐃ᦠయไ䜢ᵓ⠏䛧䛶䛔䜛䛛
䠄䜽䠅⥭ᛴ᫬䛾ཷ䛡ධ䜜䞉ᑐᛂ
䞉 䛂⥭ᛴ᫬䛃䛾ᐃ⩏௜䛡䜢⾜䛔䚸⥭ᛴ᫬䛾ᑐᛂ䠄ᐃ⩏እ䛾ᑐᛂ䜢ྵ䜐䚹䠅䛻䛴䛔䛶䚸ලయⓗ䛺᪉ἲ䜢ᐃ䜑䛶䛔䜛䛛
䞉 ᮏே䛾ᐙ᪘≧ἣ䚸㞀ᐖ≉ᛶ䚸᭹⸆᝟ሗ䚸⤒῭≧ἣ➼䜢஦๓䛻Ⓩ㘓䛩䜛௙⤌䜏䛾ά⏝䜢᳨ウ䛧䛶䛔䜛䛛䠄䛭䛾㝿䚸ཷ䛡ධ䜜ไ㝈䜢䛧䛶䛔䛺
䛔䛛䠅
䞉 ⥭ᛴ᫬䛾ཷ䛡ධ䜜ᚋ䚸䝃䞊䝡䝇฼⏝ィ⏬➼䛾ぢ┤䛧䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 ྛ஦ᴗᡤ䠄㛵ಀᶵ㛵➼䜢ྵ䜐䚹䠅㛫䛾ᙜ␒ไ䛻䜘䜛⥭ᛴ᫬䛾ཷ䛡ධ䜜䞉ᑐᛂ䜢ᅗ䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 㔜ᗘ㞀ᐖ⪅䜒ྵ䜑䛯⥭ᛴ᫬䛻䛚䛡䜛ᖖ᫬䛾ཷධయไ䛜☜ಖ䛷䛝䛶䛔䜛䛛
䞉 ▷ᮇධᡤ䛾䛖䛱䚸⥭ᛴ᫬䛾ཷ䛡ධ䜜ᯟ䜢☜ಖ䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ▷ᮇධᡤ䛾஦ᴗᡤᩘ䛜ᑡ䛺䛔ሙྜ䚸ඹ⏕ᆺ䝃䞊䝡䝇䛾ά⏝䜒ྵ䜑䛯᳨ウ䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛛
䠄䜿䠅య㦂䛾ᶵ఍䞉ሙ
䞉 ✵䛝ᐙ䞉බẸ㤋➼䜢᭱኱㝈ά⏝䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 㞀ᐖ≉ᛶ䛻㓄៖䛧䛯య㦂䛾ሙ䜢☜ಖ䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ⥭ᛴ᫬䜢᝿ᐃ䛧䛯య㦂฼⏝䜢⾜䛳䛶䛔䜛䛛
䞉 ᆅᇦఫẸ䛸䛾஺ὶ䛾ሙ䚸♫఍ཧຍ䛾ᶵ఍䜢☜ಖ䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 㞀ᐖ⪅➼䜔䛭䛾ᐙ᪘䛾ពྥ䛻ἢ䛳䛯య㦂䛾ᶵ఍䞉ሙ䜢☜ಖ䛷䛝䜛䜘䛖䛻䚸㛵ಀᶵ㛵➼䛷㐃ᦠ䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ྛ஦ᴗᡤ䠄㛵ಀᶵ㛵➼䜢ྵ䜐䚹䠅㛫䛾ᙜ␒ไ䛻䜘䜛ᶵ఍䞉ሙ䜢☜ಖ䛧䛶䛔䜛䛛
䠄䝁䠅ᑓ㛛ⓗேᮦ䛾☜ಖ䞉㣴ᡂ
䞉 㞀ᐖ⪅➼䛾㔜ᗘ໬䞉㧗㱋໬䛻ᑐᛂ䛷䛝䜛ேᮦ䜢☜ಖ䞉㣴ᡂ䛩䜛䛯䜑䚸ᑓ㛛ⓗ䛺◊ಟ➼䛾ᶵ఍䜢☜ಖ䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ༠㆟఍➼䛷ᑓ㛛ⓗ䛺ேᮦ䛾☜ಖ䞉㣴ᡂ䛻ಀ䜛᪉㔪䜔ィ⏬䜢༑ศ䛻᳨ウ䛧䛶䛔䜛䛛
䠄䝃䠅ᆅᇦ䛾యไ䛵䛟䜚
䞉 ᆅᇦ䛾ከᵝ䛺♫఍㈨※䛾㛤Ⓨ䜔᭱኱㝈䛾ά⏝䜢ど㔝䛻ධ䜜䛯ᚲせ䛺యไ䜢ᵓ⠏䛧䛶䛔䜛䛛
䞉 ྛᣐⅬ➼䛾ᚲせ䛺ᶵ⬟䜢ά䛛䛧䚸ᆅᇦ඲య䛷ᆅᇦ⏕άᨭ᥼䜢ྍ⬟䛸䛩䜛యไ䜢ᵓ⠏䛧䛶䛔䜛䛛

㸦㹎㸲ճ࡟ಀࡿ౛♧㸧
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䠭䠑䠖ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛻ಀ䜛༊ᇦ䠄ᢸᙜ༊ᇦ䠅䛿䛹䛖タᐃ䛩䜜䜀䛔䛔䛷䛩䛛䠛

䕿 ᣐⅬ➼䛿䚸䛂㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇ཬ䜃┦ㄯᨭ᥼୪䜃䛻ᕷ⏫ᮧཬ䜃㒔㐨ᗓ┴䛾ᆅᇦ⏕άᨭ᥼஦ᴗ
䛾ᥦ౪యไ䛾ᩚഛ୪䜃䛻⮬❧ᨭ᥼⤥௜ཬ䜃ᆅᇦ⏕άᨭ᥼஦ᴗ䛾෇⁥䛺ᐇ᪋䜢☜ಖ䛩䜛䛯䜑䛾ᇶ
ᮏⓗ䛺ᣦ㔪䛃䠄ᖹᡂ㻝㻤ᖺཌ⏕ປാ┬࿌♧➨㻟㻥㻡ྕ䠅䛻䛚䛔䛶䚸ᖹᡂ㻞㻥ᖺᗘᮎ䜎䛷䛻ྛᕷ⏫ᮧཪ䛿㞀
ᐖಖ೺⚟♴ᅪᇦ䠄௨ୗ䛂ᕷ⏫ᮧ➼䛃䛸䛔䛖䚹䠅䛻ᑡ䛺䛟䛸䜒୍䛴ᩚഛ䛩䜛䛣䛸䛸䛧䛶䛚䜚䜎䛩䛜䚸ᚲ䛪䛧
䜒ᩚഛ䛻ྥ䛡䛯ྲྀ⤌䛜㐍䜣䛷䛔䛺䛔≧ἣ䛷䛩䚹䛣䛾䛯䜑䚸

䛜䛒䜚䜎䛩䚹

䕿 䛺䛚䚸

䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹
䛭䛾㝿䚸 䛷䛩䚹

䕿 ౛䛘䜀䚸༠㆟఍➼䛾ྜព䜢䜒䛳䛶䚸ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛜䛺䛥䜜䛯䛸ุ᩿䛩䜛䛣䛸䜒⪃䛘䜙䜜䜎䛩䚹䛭䛾
䛯䜑䚸䛂ከᶵ⬟ᣐⅬᩚഛᆺ䛃䚸䛂㠃ⓗᩚഛᆺ䛃➼䛾ᩚഛ䛻䛚䛔䛶䛿䚸ᕷ⏫ᮧ䛜䚸౛䛘䜀䚸༠㆟఍➼䛾
ᚲせ䛺ሙ䜢୺యⓗ䛻タ䛡䜛ᚲせ䛜䛒䜚䜎䛩䚹

䕿 ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛻ಀ䜛༊ᇦ䠄ᢸᙜ༊ᇦ䠅䛻䛴䛔䛶䛿䚸

䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹䛺䛚䚸ᕷ⏫ᮧෆ䛷」ᩘ䛾ᢸᙜ༊ᇦ
䜢タᐃ䛩䜛ሙྜ䛻䛚䛔䛶䛿䚸ᙜヱᕷ⏫ᮧෆ䛾඲䛶䛾ᅪᇦ䛜ໟᦤ䛥䜜䜛䜘䛖␃ព䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹ྠᵝ
䛻䚸ᣦᐃ㒔ᕷෆ䛻ᆅ᪉⮬἞ἲ➨㻞㻡㻞᮲䛾㻞㻜➨䠍㡯䛾つᐃ䛻ᇶ䛵䛟༊䛜Ꮡᅾ䛩䜛ሙྜ䛻䛚䛔䛶䜒䚸඲
䛶䛾༊ᇦ䠄ᢸᙜ༊ᇦ䠅䛜ໟᦤ䛥䜜䜛䜘䛖䛺ᢸᙜ༊ᇦ䜢タᐃ䛧䚸ᣐⅬ➼䜢ᩚഛ䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹

䕿 ேཱྀつᶍ䛾ᑠ䛥䛔⮬἞య䛻䛚䛡䜛ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛻䛴䛔䛶䛿䚸」ᩘ䛾⮬἞య䛛䜙䛺䜛ᅪᇦ䜢༢఩
䛸䛧䛶ᩚഛ䛩䜛䛣䛸䛜⪃䛘䜙䜜䜎䛩䚹

䛜ồ䜑䜙䜜䜎䛩䚹

䠭䠒䠖ᕷ⏫ᮧ䛿ᩚഛ䛻ྥ䛡䛶䛹䛖ྲྀ䜚⤌䜑䜀䛔䛔䛷䛩䛛䠛

䠭䠓䠖ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䚸㐠Ⴀ䛻䛒䛯䛳䛶䚸⪃䛘䜙䜜䜛㈈ᨻᨭ᥼䛿ఱ䛷䛩䛛䠛

䕿 䛂ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛻䛛䛛䜛␃ព஦㡯䛻䛴䛔䛶䛃䠄ᖹᡂ㻞㻣ᖺ䠐᭶㻟㻜᪥㞀㞀Ⓨ㻜㻠㻟㻜➨䠍
ྕ䠅䛻䛚䛔䛶♧䛧䛶䛔䜛䛸䛚䜚䚸ᣐⅬ➼䛾䛂㠃ⓗᩚഛᆺ䛃䜢⾜䛖䛻ᙜ䛯䛳䛶䚸౛䛘䜀䚸༠㆟఍➼䛷䛾᳨
ウ䛾⤖ᯝ䚸

䜒䛾䛸⪃䛘䜙䜜䜎䛩䚹

䕿 䛥䜙䛻䚸⥭ᛴ୍᫬ⓗ䛺ᐟἩ䜔ᆅᇦ䛷䛾୍ேᬽ䜙䛧䛻ྥ䛡䛯య㦂ⓗᐟἩ䜢ᥦ౪䛩䜛䛯䜑䛾ᒃᐊ䛾
☜ಖ䜔䚸ᆅᇦ⏕ά䜢ᨭ᥼䛩䜛䛯䜑䛾䝃䞊䝡䝇ᥦ౪యไ䛾⥲ྜㄪᩚ䜢ᅗ䜛䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝍䞊䛾㓄⨨
䛻ᙜ䛯䛳䛶䛿䚸䛂ᆅᇦ⏕άᨭ᥼஦ᴗ➼䛾ᐇ᪋䛃䠄ᖹᡂ㻝㻤ᖺ䠔᭶䠍᪥㞀Ⓨ➨㻜㻤㻜㻝㻜㻜㻞ྕ䠅䛾

䛾஦ᴗ䜒ά⏝䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹ᙜヱ஦ᴗ䛻䛴䛔䛶䛿䚸㞀ᐖ⪅➼䛜ᆅᇦ䛷Ᏻᚰ
䛧䛶ᬽ䜙䛧䛶䛔䛡䜛䜘䛖䛻䛩䜛䛯䜑䛾஦ᴗ䛷䛒䜛䛣䛸䛛䜙䚸ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䚸㐠Ⴀ䛻䛒䛯䛳䛶䜒ά⏝䛩
䜛䛣䛸䛜䛷䛝䜎䛩䚹
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䠭䠔䠖ᚲせ䛺ᶵ⬟䛾☜ಖ䞉Ⓨ᥹䛻ྥ䛡䛯యไᩚഛ䛾␃ពⅬ䛿ఱ䛷䛩䛛䠛

䕿 ᕷ⏫ᮧ䛿䚸䠭䠍䛾┠ⓗ䜢㐩ᡂ䛩䜛䛯䜑䚸௨ୗ䛾䐟䛛䜙䐡䜢㋃䜎䛘䛺䛜䜙䚸ᚲせ䛺ᶵ⬟䜢Ⓨ᥹䛩䜛
䛣䛸䛜䛷䛝䜛䜘䛖䚸ᣐⅬ➼䛾㐠Ⴀ䛻䛴䛔䛶㐺ษ䛻㛵୚䛧䚸యไ䛾ᩚഛ䛻ດ䜑䛶䛟䛰䛥䛔䚹

䕿 ලయⓗ䛻䛿䛂ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛻㝿䛧䛶䛾␃ពⅬ➼䛻䛴䛔䛶䛃䠄ᖹᡂ㻞㻤ᖺ䠔᭶㻞㻢᪥஦ົ
㐃⤡䠅䛻䛚䛔䛶♧䛧䛶䛚䜚䜎䛩䛜䚸௨ୗ䛻ᥖ䛢䜛Ⅼ䛻␃ព䛧⾜䛳䛶䛟䛰䛥䛔䚹

༠㆟఍➼䜢༑ศ䛻ά⏝䛧䚸ᆅᇦ䛾㛵ಀ⪅䛾୰䛷䚸ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ᪉㔪䜢᳨ウ䛩䜛䛣䛸䛜㔜せ䛷䛩䚹

䠄䜰䠅ᆅᇦ䛾㞀ᐖ⪅➼䜔ᐙ᪘➼䛻䝙䞊䝈ㄪᰝ䜢⾜䛔䚸ㄢ㢟䜢ᢕᥱ䛩䜛䚹
䠄䜲䠅ᆅᇦศᯒ䠄䜰䝉䝇䝯䞁䝖䠅䛻䛒䛯䛳䛶䚸㛵ಀ⪅䛛䜙䛾䝠䜰䝸䞁䜾ㄪᰝ➼䛾᪉ἲ䜢᳨ウ䛩䜛䚹
䠄䜴䠅ᣐⅬ➼䛜ᶵ⬟䛩䜛䛯䜑䛻䛿䚸ᆅᇦ䛾㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼஦ᴗᡤ䜔㛵ಀᶵ㛵ྠኈ䛾༠ຊ㛵ಀ䛜
㔜せ䛸䛺䜛䛯䜑䚸䛭䛾ᵓ⠏᪉ἲ䜢᳨ウ䛩䜛䚹
䛆ᚲせ䛺どⅬ䛇
䕿 ᣐⅬ➼䛜ᢸ䛖䠑䛴䛾ᶵ⬟䠄䛂┦ㄯ䛃䚸䛂య㦂䛾ᶵ఍䞉ሙ䛃䚸䛂⥭ᛴ᫬䛾ཷ䛡ධ䜜䞉ᑐᛂ䛃䚸䛂ᑓ㛛ⓗேᮦ
䛾☜ಖ䞉 㣴ᡂ䛃䚸䛂ᆅᇦ䛾యไ䛵䛟䜚䛃䠅䜢䛹䛾䜘䛖䛻⤌䜏ྜ䜟䛫䚸䛹䛾ᶵ⬟䜢඘ᐇ䞉ᙉ໬䛩䜛䛛䚸௜ຍ
䛩䜛ᶵ⬟䛾᳨ウ䜒㋃䜎䛘䚸ᆅᇦ䛻䛚䛔䛶䛹䛾䜘䛖䛺యไ䜢ᵓ⠏䛩䜛䛛䚸┠ᣦ䛩䜉䛝ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ᪉
㔪䜢ᥖ䛢䜛䛣䛸䛜ᚲせ䛷䛩䚹

ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ᪉㔪䚸ᶵ⬟䛜ᆅᇦ䛾ᐇ᝟䛻㐺䛧䛶䛔䜛䛛䚸ㄢ㢟䛻ᑐᛂ䛷䛝䜛䛛䚸༑ศ䛻᳨ウ䞉᳨ド䛩
䜛䛣䛸䛜㔜せ䛷䛩䚹

䠄䜰䠅ከᶵ⬟ᣐⅬᆺ䞉㠃ⓗᩚഛᆺ➼䛾ᩚഛ㢮ᆺ䛻䛴䛔䛶䚸ᆅᇦᐃ╔ᨭ᥼➼䜢༑ศ䛻ά⏝䛧䚸ᆅᇦ䛾ᐇ
᝟䛻ᛂ䛨䛯ᶵືⓗ䛺㐠Ⴀ䛜ᅗ䜜䜛యไ䛛䛹䛖䛛᳨ド䛩䜛䚹
䠄䜲䠅┦ㄯᶵ⬟䛾⌧≧䚸య㦂䛾ᶵ఍䞉ሙ䚸⥭ᛴ᫬䛾ཷ䛡ධ䜜䞉ᑐᛂ䜢⾜䛖యไ䛜༑ศ䛛䚸䜎䛯䚸ᑓ㛛ⓗ
䛺ேᮦ䛾㣴ᡂ䞉☜ಖ䛾䛯䜑䛾ᑐ⟇䜢ㅮ䛨䛶䛔䜛䛛䚸ᆅᇦ䛾యไ䛵䛟䜚䛾䛯䜑䛻ᚲせ䛺ᶵ⬟䜢‶䛯䛧
䛶䛔䜛䛛➼䚸㝶᫬ぢ┤䛧䜢⾜䛔䚸ᣐⅬ➼䛸䛧䛶䛾ᶵ⬟䛾඘ᐇ䞉Ⓨᒎ䜢ᅗ䜛䚹
䛆ᚲせ䛺どⅬ䛇
䕿 ᆅᇦ䛾♫఍㈨※➼䜢༑ศ䛻ά⏝䛧䚸⥭ᛴ᫬䛾ᑐᛂ䜢ྵ䜑䛯Ᏻᐃⓗ䛺㐃⤡యไ䛾☜ಖ䜢ᅗ䜛䛯䜑䚸
୰㛗ᮇⓗ䛻┦ㄯᶵ⬟䜢䛿䛨䜑䛸䛧䛯ᚲせ䛺ᶵ⬟䛾ぢ┤䛧䚸ᙉ໬䜢ᅗ䛳䛶䛔䛟䛣䛸䛜ồ䜑䜙䜜䜎䛩䚹

ᩚഛ᪉㔪䜢㋃䜎䛘䚸ᣐⅬ➼䜢㐠Ⴀ䛩䜛ୖ䛷䛾ㄢ㢟䜢ඹ᭷䛩䜛䛣䛸䛜㔜せ䛷䛩䚹

䠄䜰䠅㞀ᐖ⪅➼䜔䛭䛾ᐙ᪘䜢ྲྀ䜚ᕳ䛟㛵ಀ⪅䚸ᆅᇦఫẸ䛻ᑐ䛧䛶ᣐⅬ➼䛾ព⩏䛾ㄝ᫂䜢⾜䛔䚸ㄢ㢟䛾
ඹ᭷䜢⾜䛔䛺䛜䜙ゎỴ⟇䛾ᥦ᱌䜢ཷ䛡䜛䚹
䠄䜲䠅◊ಟ఍➼䜢㏻䛨䚸ᆅᇦ䛾♫఍㈨※➼䛾᝟ሗඹ᭷䜢ᅗ䜛䛸䛸䜒䛻䚸㛵ಀᶵ㛵䚸ᑓ㛛⫋䛾ᙺ๭䜢ㄆ
㆑䛩䜛䚹
䛆ᚲせ䛺どⅬ䛇
䕿 㞀ᐖ⪅➼䛾⏕ά䜢ᆅᇦ඲య䛷ᨭ䛘䜛᰾䛸䛧䛶ᶵ⬟䛥䛫䜛䛯䜑䛻䛿䚸ᣐⅬ➼䛾⌮ゎಁ㐍䞉ᬑཬၨ
Ⓨ䜢㐍䜑䜛䛸䛸䜒䛻䚸ᣐⅬ➼䛻㛵୚䛩䜛඲䛶䛾ᶵ㛵䚸ேᮦ䛾᭷ᶵⓗ䛺⤖䜃䛴䛝䜢ᙉ໬䛩䜛䛣䛸䛜ᚲ
せ䛷䛩䚹
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䠭䠕䠖ᣐⅬ➼䛾ᚲせ䛺ᶵ⬟䛾඘ᐇ䞉ᙉ໬䛾䛯䜑䛻䛿䛹䛖䛩䜜䜀䛔䛔䛷䛩䛛䠛

䕿 ᕷ⏫ᮧ䛿䠭䠏䛾ᣐⅬ➼䛾ᚲせ䛺ᶵ⬟䜢☜ಖ䞉Ⓨ᥹䛩䜛䛣䛸䛸ే䛫䛶䚸ᣐⅬ➼䛻䛚䛔䛶ᚲせ䛺ᶵ⬟
䜢඘ᐇ䞉ᙉ໬䛩䜛䛣䛸䛜䛷䛝䜛䜘䛖䚸䛭䛾㛵୚䛻ດ䜑䚸ලయⓗ䛻䛿௨ୗ䛾ෆᐜ䛻␃ព䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹

⮬἞యෆཬ䜃ᅪᇦෆ䛻」ᩘ䛾䛂ከᶵ⬟ᣐⅬᩚഛᆺ䛃䛜䛒䜛ᕷ⏫ᮧ➼䛻䛚䛔䛶䛿䚸ᆅᇦ䛾ㄢ㢟䜔┠
ᶆ䜢䛂ከᶵ⬟ᣐⅬᩚഛᆺ䛃㛫䛷ඹ᭷䛧䛺䛜䜙䚸┦஫䛻㐃ᦠ䛩䜛ຠᯝⓗ䛺ྲྀ⤌䜢᥎㐍䛧䛶䛔䛟䛣䛸䛜ồ䜑
䜙䜜䜎䛩䚹䜎䛯䚸䛂㠃ⓗᩚഛᆺ䛃䜔䛂ከᶵ⬟ᣐⅬᩚഛᆺ䛃䚸䛂㠃ⓗᩚഛᆺ䛃䜢ే䛫䛯㢮ᆺ➼䛷ᣐⅬ➼䜢ᩚ
ഛ䛧䛶䛔䜛ሙྜ䛿䚸୰ᚰⓗ䛺஦ᴗᡤ䞉ᶵ㛵➼䛻䛴䛔䛶ྠᵝ䛻ᑐᛂ䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹
౛䛘䜀䚸

䛩䜛䛺䛹䚸ᣐⅬ➼㛫䛾㐃ᦠᙉ໬䜔ᙺ๭ศᢸ䜢㏻䛨䛶䚸ຠᯝⓗ䚸୍యⓗ䛺㐠Ⴀయไ䜢ᵓ⠏䛧䛶䛔䛟䛣䛸
䛜ྍ⬟䛸⪃䛘䜙䜜䜎䛩䚹

䠄䜰䠅ᕷ⏫ᮧ䛾ᐃᮇⓗ䛺ホ౯
ᆅᇦ඲య䛷ᨭ䛘䜛యไ䜢ᵓ⠏䛧䛶䛔䛟䛻ᙜ䛯䛳䛶䛿䚸

䛷䛩䚹䛭䛾䛯䜑䛻䛿䚸䜎䛪䛿ᣐ
Ⅼ➼䛾ᨭ᥼⪅⮬䜙䛜䛭䛾ྲྀ⤌䜢᣺䜚㏉䜛䛸䛸䜒䛻䚸

䛷䛩䚹
ලయⓗ䛻䛿䚸౛䛘䜀䚸

䛷䛝䜎䛩䚹

䠄䜲䠅ᣐⅬ➼䛾ྲྀ⤌᝟ሗ䛾බ⾲䠄ᬑཬ䞉ၨⓎ䠅
ᣐⅬ➼䛿䚸

䛩䜛䛣䛸䛻䜘䜚䚸ᣐⅬ➼䛾෇⁥䛺฼⏝䜔䛭䛾ྲྀ⤌䛻ᑐ䛩䜛㞀ᐖ⪅➼ཬ䜃ᆅᇦఫẸ
䛾⌮ゎ䛜ಁ㐍䛥䜜䜛䛣䛸䛛䜙䚸 䛩䜛䜘䛖
ດ䜑䛶䛟䛰䛥䛔䚹䛭䛾㝿䚸 䛩䜛䛺
䛹䚸䜟䛛䜚䜔䛩䛟ఏ䜟䜛䜘䛖䛻ᕤኵ䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹
ලయⓗ䛻䛿䚸

䜢⾜䛖䛣䛸䛸䛧䜎䛩䛜䚸䛣䛾ྲྀ
⤌䜢㏻䛨䛶䚸ᣐⅬ➼䛜⮬䜙䛾ྲྀ⤌䛸௚䛾ᆅᇦ䛾ᣐⅬ➼䛾ྲྀ⤌䛸䜢ẚ㍑䛩䜛䛣䛸䜒ྍ⬟䛸䛺䜚䚸⮬䜙䛾
ᣐⅬ➼䛾㐠Ⴀ䛾ᨵၿ䛻䜒䛴䛺䛜䜛䛣䛸䛜ᮇᚅ䛷䛝䜎䛩䚹
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䠭䠍䠍䠖ᣐⅬ➼䛿⌧ᅾ䛹䛾䛠䜙䛔ᩚഛ䛥䜜䛶䛔䜎䛩䛛䠛
ᩚഛ䛥䜜䛶䛔䜛ᕷ⏫ᮧཪ䛿㞀ᐖಖ೺⚟♴ᅪᇦ䛿䛹䛣䛷䛩䛛䠛
䜎䛯䚸ዲ஦౛䠄ඃⰋ஦౛䠅䛜䛒䜜䜀ᩍ䛘䛶䛟䛰䛥䛔䚹

䕿 ᣐⅬ➼䛾඲ᅜ䛾ᩚഛ≧ἣ䛻䛴䛔䛶䚸ᖹᡂ䠎䠕ᖺ䠐᭶䠍᪥᫬Ⅼ䛷䚸
䛥䜜䛶䛔䜎䛩䚹䠄඲ᅜ䛾⮬἞యᩘ䠖䠍䠈䠓䠐䠍䚸ᅪᇦᩘ䠖䠍䠐䠍䠅

䕿 ලయⓗ䛺ᩚഛ䛾≧ἣ䛻䛴䛔䛶䛿䚸 䛟䛰䛥䛔䚹
䊻 㼔㼠㼠㼜㻦㻛㻛㼣㼣㼣㻚㼙㼔㼘㼣㻚㼓㼛㻚㼖㼜㻛㼟㼠㼒㻛㼟㼑㼕㼟㼍㼗㼡㼚㼕㼠㼟㼡㼕㼠㼑㻛㼎㼡㼚㼥㼍㻛㻜㻜㻜㻜㻝㻞㻤㻟㻣㻤㻚㼔㼠㼙㼘

䕿 䛺䛚䚸ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛾≧ἣ䜢㋃䜎䛘䛯
䛩䜛䛣䛸䜢ணᐃ䛧䛶䛚䜚䜎䛩䚹

䠭䠍䠌䠖㒔㐨ᗓ┴䛾ᙺ๭䛿ఱ䛷䛩䛛䠛

䕿 㒔㐨ᗓ┴䛿䚸⟶ෆ䛾ᕷ⏫ᮧ䜢ໟᣓ䛩䜛ᗈᇦⓗ䛺ぢᆅ䛛䜙䚸ᕷ⏫ᮧ䛛䜙ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛻㛵䛩䜛᳨
ドཬ䜃᳨ウ≧ἣ➼䛾⪺䛝ྲྀ䜚䜢⾜䛔䚸ᕷ⏫ᮧ㞀ᐖ⚟♴ィ⏬䛸䛾ㄪᩚ䜢ᅗ䛳䛶䛟䛰䛥䛔䚹䜎䛯䚸ᕷ⏫
ᮧ➼䛻䛚䛡䜛ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䜢㐍䜑䜛䛻ᙜ䛯䛳䛶ᚲせ䛺ᨭ᥼䜢⾜䛖䛸䛸䜒䛻䚸➨ᅄᮇ㞀ᐖ⚟♴ィ⏬䛾
ᮇ㛫୰䛻ᣐⅬ➼䛾ᩚഛ䛜ぢ㎸䜎䜜䛺䛔ᕷ⏫ᮧ䛻ᑐ䛧䛶䚸ᩚഛ䛻ྥ䛡䛯᳨ウ䜢᪩ᮇ䛻⾜䛖䜘䛖ಁ䛩
ᚲせ䛜䛒䜚䜎䛩䚹ᚲせ䛺ᨭ᥼䛻䛴䛔䛶䛿䚸౛䛘䜀䚸

䚸䜎䛯䚸
䛜⪃䛘䜙䜜䜎䛩䚹

䕿 䛺䛚䚸ᖹᡂ㻞㻥ᖺᗘ䛛䜙ᕷ⏫ᮧ༠㆟఍䛾άື≧ἣ䛻䛴䛔䛶䚸㒔㐨ᗓ┴䛜㐺ษ䛻ᢕᥱ䛩䜛యไ䜢ᵓ
⠏䛩䜛䛯䜑䚸䛂ᆅᇦ⏕άᨭ᥼஦ᴗ➼䛾ᐇ᪋䛃䠄ᖹᡂ㻝㻤ᖺ䠔᭶䠍᪥㞀Ⓨ➨㻜㻤㻜㻝㻜㻜㻞ྕ䠅䛻䛚䛔䛶䚸

䜢๰タ䛧䛶䛚䜚䜎䛩䛜䚸ᙜヱ஦ᴗ䛻䛴䛔䛶䛿䚸㒔
㐨ᗓ┴༠㆟఍䛻䛚䛔䛶⟶ෆᕷ⏫ᮧ༠㆟఍䛾ලయⓗ䛺άືෆᐜ➼䛻䛴䛔䛶䛾ሗ࿌䜢⾜䛖ሙ䜢タ䛡
䜛䛸䛸䜒䛻䚸༠㆟఍άᛶ໬䛾ཧ⪃䛸䛺䜛஦౛➼䛾཰㞟䜔ᕷ⏫ᮧ㛫䛷䛾᝟ሗ஺᥮➼䜢⾜䛖䛣䛸䜢᥎㐍
䛩䜛䛣䛸䜢┠ⓗ䛸䛧䛶䛔䜛䛯䜑䚸ᚲせ䛻ᛂ䛨䛶㐺ᐅά⏝䛧䛶䛟䛰䛥䛔䚹

䠭䠍䠎䠖ᣐⅬ➼䛾⌧ἣ䚸௒ᚋ䛻䛴䛔䛶䛿䛹䛾䜘䛖䛺ື䛝䛜䛒䜚䜎䛩䛛䠛

䕿 ᖹᡂ㻞㻣ᖺ㻝㻞᭶䛻ྲྀ䜚䜎䛸䜑䜙䜜䛯♫఍ಖ㞀ᑂ㆟఍㞀ᐖ⪅㒊఍䛾ሗ࿌᭩䛻䛚䛔䛶䛿䚸ᖖ᫬௓ㆤ䜢
せ䛩䜛㞀ᐖ⪅➼䚸⢭⚄㞀ᐖ⪅䚸㧗㱋㞀ᐖ⪅䛻ᑐ䛩䜛ᨭ᥼䛸䛧䛶䚸䛂ᆅᇦ⏕ά䜢ᨭ᥼䛩䜛ᣐⅬ䛾ᩚഛ
䜢᥎㐍䛩䜉䛝䛃䛸䛥䜜䛶䛚䜚䚸䛣䜜䜙䛻䛴䛔䛶䛿䚸㞀ᐖ⪅⥲ྜᨭ᥼ἲ䛾ᨵṇ䛻䜘䜛䝃䞊䝡䝇䛾᪂タ䜔䚸
ᖹᡂ㻟㻜ᖺᗘ㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼ሗ㓘ᨵᐃ䛾ᑐᛂ䛻䛚䛔䛶䚸ᣐⅬ➼䛾ᚲせ䛺ᶵ⬟䛾඘ᐇ䞉ᙉ໬䜢ᅗ
䜛䛣䛸䛸䛧䛶䛔䜎䛩䚹௒ᚋ䚸ᣐⅬ➼䛻䛴䛔䛶䛿䚸䛣䜜䜙䛾ぢ┤䛧䛾≧ἣ䜒ὀど䛧䛶䛔䛯䛰䛝䚸ຠᯝⓗ䛺
ྲྀ⤌䜏䜢䛚㢪䛔䛧䜎䛩䚹

䈜 ᖹᡂ䠏䠌ᖺᗘ㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼ሗ㓘ᨵᐃ䛾 䛟䛰䛥䛔䚹
䈜 ᖹᡂ䠏䠌ᖺᗘ㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼ሗ㓘ᨵᐃ䛾㆟ㄽ䛻䛴䛔䛶䛿䚸ཌ⏕ປാ┬䝩䞊䝮䝨䞊䝆䛾➨㻝㻞
ᅇ㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼ሗ㓘ᨵᐃ᳨ウ䝏䞊䝮䛾㈨ᩱ䠏䛂ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻䛴䛔䛶䛃䜢䛤ཧ↷䛟䛰
䛥䛔䚹
䊻 㼔㼠㼠㼜㻦㻛㻛㼣㼣㼣㻚㼙㼔㼘㼣㻚㼓㼛㻚㼖㼜㻛㼟㼠㼒㻛㼟㼔㼕㼚㼓㼕㻞㻛㻜㻜㻜㻜㻝㻤㻝㻜㻡㻟㻚㼔㼠㼙㼘



͔૿ઍ
ᨦܹᎍỉ᣻҄ࡇὉ᭗ᱫ҄ởẐᚃʧẨࢸẑửᙸੁảẆ࡫ଧઉ۫рбѓрࠝ໕̢೎൬˺ഐॉрࠝݓ˾ஶ˺࡚ࢵમрଃ

Уຸў˾ഒ܂˺౲ვళ˺൯ڎрഐయзСќ̣ửẆע؏ỉܱऴỆࣖẳẺоॖپ߻ỆợụૢͳẲẆᨦܹᎍỉဃ෇ửע؏

μ˳ỂૅảỦἇὊἥἋ੩̓˳Сửನሰẇ

͔൯ިాڎઉ۫࡮ผ๕рశ཭૸ေ̢Ѵұ̔҈̣
䈜䛒䛟䜎䛷ཧ⪃౛䛷䛒䜚䚸䛣䜜䛻䛸䜙䜟䜜䛪ᆅᇦ䛾ᐇ᝟䛻ᛂ䛨䛯ᩚഛ䜢⾜䛖䜒䛾䛸䛩䜛䚹

ྛᆅᇦ䛾䝙䞊䝈䚸᪤Ꮡ䛾䝃䞊䝡䝇䛾ᩚഛ≧ἣ䛺䛹ྛᆅᇦ䛾ಶู䛾≧ἣ䛻ᛂ䛨䚸༠㆟఍➼䜢ά⏝䛧䛶᳨ウ䚹

ྀ͔ᄣмࠝ໕̢࣋ഐฆмຜᄒ̣
䐟 ┦ㄯ
䕿 ᇶᖿ┦ㄯᨭ᥼䝉䞁䝍䞊䚸ጤク┦ㄯᨭ᥼஦ᴗ䚸≉ᐃ┦ㄯᨭ᥼஦ᴗ䛸䛸䜒䛻ᆅᇦᐃ╔ᨭ᥼䜢ά⏝䛧䛶䝁䞊䝕䜱䝛䞊
䝍䞊䜢㓄⨨䛧䚸⥭ᛴ᫬䛾ᨭ᥼䛜ぢ㎸䜑䛺䛔ୡᖏ䜢஦๓䛻ᢕᥱ䞉Ⓩ㘓䛧䛯ୖ䛷䚸ᖖ᫬䛾㐃⤡యไ䜢☜ಖ䛧䚸㞀ᐖ䛾≉
ᛶ䛻㉳ᅉ䛧䛶⏕䛨䛯⥭ᛴ䛾஦ែ➼䛻ᚲせ䛺䝃䞊䝡䝇䛾䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝖䜔┦ㄯ䛭䛾௚ᚲせ䛺ᨭ᥼䜢⾜䛖ᶵ⬟

䐠 ⥭ᛴ᫬䛾ཷ䛡ධ䜜䞉ᑐᛂ
䕿 ▷ᮇධᡤ䜢ά⏝䛧䛯ᖖ᫬䛾⥭ᛴཷධయไ➼䜢☜ಖ䛧䛯ୖ䛷䚸௓ㆤ⪅䛾ᛴ⑓䜔㞀ᐖ⪅䛾≧ែኚ໬➼䛾⥭ᛴ᫬䛾
ཷ䛡ධ䜜䜔་⒪ᶵ㛵䜈䛾㐃⤡➼䛾ᚲせ䛺ᑐᛂ䜢⾜䛖ᶵ⬟

䐡 య㦂䛾ᶵ఍䞉ሙ
䕿 ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼䜔ぶඖ䛛䜙䛾⮬❧➼䛻ᙜ䛯䛳䛶䚸ඹྠ⏕ά᥼ຓ➼䛾㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇䛾฼⏝䜔୍ேᬽ䜙䛧䛾య
㦂䛾ᶵ఍䞉ሙ䜢ᥦ౪䛩䜛ᶵ⬟

䐢 ᑓ㛛ⓗேᮦ䛾☜ಖ䞉㣴ᡂ
䕿 ་⒪ⓗ䜿䜰䛜ᚲせ䛺⪅䜔⾜ື㞀ᐖ䜢᭷䛩䜛⪅䚸㧗㱋໬䛻క䛔㔜ᗘ໬䛧䛯㞀ᐖ⪅䛻ᑐ䛧䛶䚸ᑓ㛛ⓗ䛺ᑐᛂ䜢⾜䛖
䛣䛸䛜䛷䛝䜛యไ䛾☜ಖ䜔䚸ᑓ㛛ⓗ䛺ᑐᛂ䛜䛷䛝䜛ேᮦ䛾㣴ᡂ䜢⾜䛖ᶵ⬟

䐣 ᆅᇦ䛾యไ䛵䛟䜚
䕿 ᇶᖿ┦ㄯᨭ᥼䝉䞁䝍䞊䚸ጤク┦ㄯᨭ᥼஦ᴗ䚸≉ᐃ┦ㄯᨭ᥼䚸୍⯡┦ㄯᨭ᥼➼䜢ά⏝䛧䛶䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝍䞊䜢㓄
⨨䛧䚸ᆅᇦ䛾ᵝ䚻䛺䝙䞊䝈䛻ᑐᛂ䛷䛝䜛䝃䞊䝡䝇ᥦ౪యไ䛾☜ಖ䜔䚸ᆅᇦ䛾♫఍㈨※䛾㐃ᦠయไ䛾ᵓ⠏➼䜢⾜䛖
ᶵ⬟
䈜 ་⒪ⓗ䜿䜰䛜ᚲせ䛺㞀ᐖ⪅➼䜈䛾ᑐᛂ䛜༑ศ䛻ᅗ䜙䜜䜛䜘䛖䚸ከ⫋✀㐃ᦠ䛾ᙉ໬䚸⥭ᛴ᫬䛾ᑐᛂ➼䛻䛴䛔䛶䚸
་⒪ᶵ㛵䛸䛾㐃ᦠ䜒ྵ䜑䚸ྛᶵ⬟䜢᭷ᶵⓗ䛻⤌䜏ྜ䜟䛫䜛䚹
䈜 䠑䛴䛾ᶵ⬟௨እ䛻䚸ᆅᇦ䛾ᐇ᝟䛻ᛂ䛨䛯ᶵ⬟䜢๰ពᕤኵ䛧䚸௜ຍ䛩䜛䛣䛸䜒ྍ⬟䚹
䠄౛䠖䛂㞀ᐖ䛾᭷↓䛻㛵䜟䜙䛺䛔┦஫஺ὶ䜢ᅗ䜛ᶵ⬟䛃䚸䛂㞀ᐖ⪅➼䛾⏕ά䛾⥔ᣢ䜢ᅗ䜛ᶵ⬟䛃 ➼䠅

͔჊ฆ

ίᾀὸ ዬ࣯଺ỉᡆᡮὉᄩܱễႻᛩૅੲỉܱ଀ӏỎჺ஖λ৑ሁỉ෇ဇửӧᏡểẴỦẮểỆợụẆע؏ỆấẬỦဃ෇ỉ࣎ܤ
ज़ửਃ̬ẴỦೞᏡửͳảỦẇ

ίᾁὸ ˳᬴ỉೞ˟ỉ੩̓ửᡫẳềẆ଀ᚨởᚃΨẦỤσӷဃ෇ੲяẆɟʴ୥ỤẲሁồỉဃ෇ỉئỉᆆᘍửẲởẴẪẴỦૅ
ੲử੩̓ẴỦ˳СửૢͳẴỦẮểễỄỆợụẆᨦܹᎍሁỉע؏Ểỉဃ෇ửૅੲẴỦẇ

৬ୡभਃভৃ؞

੗ਃચುਡତ૟஑ એ৓ତ૟஑

৬ୡभਃভৃ؞

ಸ૶ৎभਭऐোो

ৼ୥

ॢঝشউ঍ش঒
௽૩঻੍ର઱ਝ

੦ୌৼ୥੍ର७থॱش ሁ
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ᨦܹᅦᅍἇὊἥἋὉܡנҔၲሁ

࣏ᙲỆࣖẳềᡲઃ

ৼ୥
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ॢঝشউ঍ش঒
௽૩঻੍ର઱ਝ

੦ୌৼ୥੍ର७থॱش ಢ਋োਚ

ৼ୥੍ରহ঵ਚ

঩রણ৿१شঅ५
হ঵ਚ

৉ୠभ৬਑तऎॉ

௧୅ਙ

॥شॹॕॿشॱش

ᕷ⏫ᮧ䠄ᅪᇦ䠅

䐟 ᨭ᥼⪅䛾༠ຊయไ䛾☜ಖ䞉㐃ᦠ 䐠 ᣐⅬ➼䛻䛚䛡䜛ㄢ㢟➼䛾ᢕᥱ䞉ά⏝ 䐡 ᚲせ䛺ᶵ⬟䛾ᐇ᪋≧ἣ䛾ᢕᥱ

㒔㐨ᗓ┴
ἢἕἁỴἕἩ 䞉 ᩚഛ䚸㐠Ⴀ䛻㛵䛩䜛◊ಟ఍➼䛾㛤ദ

䞉 ⟶ෆᕷ⏫ᮧ䛾ዲ஦౛䠄ඃⰋ஦౛䠅䛾⤂௓
䞉 ⌧≧䜔ㄢ㢟➼䜢ᢕᥱ䚸ඹ᭷



ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䠄௨ୗ䛂ᣐⅬ➼䛃䛸䛔䛖䚹䠅䛾ᶵ⬟䜢ᢸ䛖஦ᴗᡤ䛻䛴䛔䛶䛿䚸㐠Ⴀつ⛬䛻ᣐⅬ➼
䛾ᶵ⬟䜢ᢸ䛖஦ᴗᡤ䛸䛧䛶ྛ✀ᶵ⬟䜢ᐇ᪋䛩䜛䛣䛸䜢つᐃ䛧䚸ᙜヱ஦ᴗᡤ䛷䛒䜛䛣䛸䜢ᕷ⏫ᮧ䛻ᒆ䛡
ฟ䛯ୖ䛷䚸ᕷ⏫ᮧ䛜ᙜヱ஦ᴗᡤ䜢ᣐⅬ➼䛸䛧䛶ㄆ䜑䜛䛣䛸䜢せ䛩䜛䚹

䕿 ᣐⅬ➼䛻䛚䛡䜛┦ㄯ䛾ᶵ⬟䜢ᙉ໬䛩䜛ほⅬ䛛䜙䚸≉ᐃ┦ㄯᨭ᥼஦ᴗᡤ䠄㞀ᐖඣ┦ㄯᨭ᥼஦ᴗᡤ
ྵ䜐䚹䠅䛻䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝍䞊䛾ᙺ๭䜢ᢸ䛖䜒䛾䛸䛧䛶┦ㄯᨭ᥼ᑓ㛛ဨ䜢㓄⨨䛧䚸┦ㄯ䜢ཷ䛡䚸㐃ᦠ䛩䜛
▷ᮇධᡤ஦ᴗᡤ䜈䛾⥭ᛴ᫬䛾ཷධ䜜䛾ᑐᛂ䜢⾜䛖䛣䛸䜢ホ౯䛩䜛ຍ⟬䜢๰タ䛩䜛䚹

䕿 ⥭ᛴ฼⏝䛻ಀ䜛✵ᗋ䛾☜ಖ䛜㞴䛧䛔䛣䛸䛛䜙䚸⥭ᛴ▷ᮇධᡤయไ☜ಖຍ⟬䜢ᗫṆ䛧䚸⥭ᛴ䛾ཷ
ධ䜜䞉ᑐᛂ䜢㔜Ⅼⓗ䛻ホ౯䛩䜛䛯䜑䛻䚸⥭ᛴ▷ᮇධᡤཷධຍ⟬䛾⟬ᐃせ௳䛾ぢ┤䛧䜢⾜䛖䛸䛸䜒䛻䚸
༢఩ᩘ䜢ᘬ䛝ୖ䛢䜛䚹

䕿 䜎䛯䚸䛂⥭ᛴ᫬䛃䛸䛔䛖ᒁ㠃䜢຺᱌䛧䚸ᐃဨ䜢㉸䛘䛶ཷ䛡ධ䜜䛯ሙྜ䛻䛿䚸ᮇ㛫䜢༊ษ䛳䛯ୖ䛷䚸≉
౛ⓗ䛻ຍ⟬䜢䛩䜛䛸䛸䜒䛻䚸䛭䛾㛫䛿䚸ᐃဨ㉸㐣฼⏝ῶ⟬䛿㐺⏝䛧䛺䛔䛣䛸䛸䛩䜛䚹

䈜 䠄䠎䠅䛾ຍ⟬䛻䛴䛔䛶䛿䚸ᣐⅬ➼䛾ᶵ⬟䜢䛂ᢸ䛖䛃䞉䛂ᢸ䜟䛺䛔䛃䛷ຍ⟬䛾⟬ᐃ䛾ྍྰ䜢ศ䛡䜛䛣䛸䛿
䛧䛺䛔䚹

ᖹᡂ㻟㻜ᖺᗘ㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼ሗ㓘ᨵᐃ䛾ᴫせ䠄ᢤ⢋䠅

ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻䛴䛔䛶

Ӑᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼┦ㄯᙉ໬ຍ⟬䛆᪂タ䛇ӑ ���༢఩䠋ᅇ
ͤ ▷ᮇධᡤ஦ᴗᡤ䜈䛾ཷධ䜜ᐇ⦼䠄ᅇᩘ䠅䛻ᛂ䛨䛶䚸᭶䠐ᅇ䜢㝈ᗘ䛻ຍ⟬䚹

䍾⥭ᛴ▷ᮇධᡤཷධຍ⟬䛾ぢ┤䛧䍿
䠷⌧ ⾜䠹
䜲 ⥭ᛴ▷ᮇධᡤཷධຍ⟬䠄䊠䠅 ���༢఩䠋᪥
䝻 ⥭ᛴ▷ᮇධᡤཷධຍ⟬䠄䊡䠅 ���༢఩䠋᪥
䈜 ᒃᏯ䛻䛚䛔䛶䛭䛾௓ㆤ䜢⾜䛖⪅䛾ᛴ⑓➼䛾⌮⏤䛻䜘䜚䚸ᣦᐃ▷ᮇධᡤ䜢⥭ᛴ䛻⾜䛳䛯ሙ
ྜ䛻䚸฼⏝䜢㛤ጞ䛧䛯᪥䛻㝈䜚䚸ᙜヱ⥭ᛴ฼⏝⪅䛾䜏䛻ᑐ䛧䛶ຍ⟬䛩䜛䚹

䠷ぢ┤䛧ᚋ䠹
䜲 ⥭ᛴ▷ᮇධᡤཷධຍ⟬䠄䊠䠅 ���༢఩䠋᪥
䝻 ⥭ᛴ▷ᮇධᡤཷධຍ⟬䠄䊡䠅 ���༢఩䠋᪥
䈜 ᒃᏯ䛻䛚䛔䛶䛭䛾௓ㆤ䜢⾜䛖⪅䛾ᛴ⑓➼䛾⌮⏤䛻䜘䜚䚸ᣦᐃ▷ᮇධᡤ䜢⥭ᛴ䛻⾜䛳䛯ሙ
ྜ䛻䚸ᙜヱᣦᐃ▷ᮇධᡤ䜢⾜䛳䛯᪥䛛䜙㉳⟬䛧䛶䠓᪥䠄฼⏝⪅䛾᪥ᖖ⏕άୖ䛾ୡヰ䜢⾜䛖ᐙ
᪘䛾⑌⑓➼䜔䜐䜢ᚓ䛺䛔஦᝟䛜䛒䜛ሙྜ䛻䛒䛳䛶䛿䚸��᪥䠅䜢㝈ᗘ䛸䛧䛶䚸ᙜヱ⥭ᛴ฼⏝⪅
䛾䜏䛻ᑐ䛧䛶ຍ⟬䛩䜛䚹

Ӑᐃဨ㉸㐣≉౛ຍ⟬䛆᪂タ䛇ӑ ��༢఩䠋᪥



䍾య㦂฼⏝ᨭ᥼ຍ⟬䛾ぢ┤䛧䍿 䈜 ᪥୰άື⣔䝃䞊䝡䝇
䠷⌧ ⾜䠹 䠷ぢ┤䛧ᚋ䠹
���༢఩䠋᪥ ���༢఩䠋᪥䠄ึ᪥䛛䜙䠑᪥┠䜎䛷䠅

䠇��༢఩䠋᪥䈜ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛾ሙྜ
���༢఩䠋᪥䠄䠒᪥┠䛛䜙��᪥┠䜎䛷䠅
䠇��༢఩䠋᪥䈜ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛾ሙྜ

䍾య㦂฼⏝ຍ⟬䛾ぢ┤䛧䍿 䈜 ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼
䠷⌧ ⾜䠹 䠷ぢ┤䛧ᚋ䠹
���༢఩䠋᪥ ���༢఩䠋᪥䠄ึ᪥䛛䜙䠑᪥┠䜎䛷䠅

䠇��༢఩䠋᪥䈜ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛾ሙྜ
���༢఩䠋᪥䠄䠒᪥┠䛛䜙��᪥┠䜎䛷䠅
䠇��༢఩䠋᪥䈜ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛾ሙྜ

䍾య㦂ᐟἩᨭ᥼ຍ⟬䛆᪂タ䛇䍿 䈜 ᪋タධᡤᨭ᥼ ���༢఩䠋᪥
䍾య㦂ᐟἩຍ⟬䛾ぢ┤䛧䍿 䈜 ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼
䠷⌧ ⾜䠹
䜲 య㦂ᐟἩຍ⟬䠄䊠䠅 ���༢఩䠋᪥
䝻 య㦂ᐟἩຍ⟬䠄䊡䠅 ���༢఩䠋᪥

䠷ぢ┤䛧ᚋ䠹
䜲 య㦂ᐟἩຍ⟬䠄䊠䠅 ���༢఩䠋᪥
䝻 య㦂ᐟἩຍ⟬䠄䊡䠅 ���༢఩䠋᪥

䕿 ᣐⅬ➼䛻䛚䛡䜛య㦂䛾ᶵ఍䞉ሙ䛾ᶵ⬟䜢ᙉ໬䛩䜛ほⅬ䛛䜙䚸ᣐⅬ➼䛸䛧䛶䛾ᶵ⬟䜢ᢸ䛖ሙྜ䛾᪥
୰άື⣔䝃䞊䝡䝇䛾య㦂฼⏝ᨭ᥼ຍ⟬䛻䛴䛔䛶䚸฼⏝ᮇ㛫䛾ไ㝈䜢ᗫṆ䛩䜛䚹

䕿 䜎䛯䚸ᆅᇦ⛣⾜䛻ಀ䜛䛂య㦂䛃䛻䛴䛔䛶䛿䚸ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼䛸᪥୰άື⣔䝃䞊䝡䝇䛾஦ᴗᡤ཮᪉䛾
㐃ᦠ䞉ㄪᩚ䛜ᚲせ䛷䛒䜚䚸᪥୰άື⣔䝃䞊䝡䝇䛾య㦂฼⏝ᨭ᥼ຍ⟬䛻䛴䛔䛶䛿䚸ຍ⟬⟬ᐃ䛻ᙜ䛯
䜚䚸ᙜヱᨭ᥼ෆᐜ䛾グ㘓䜢せ௳䛸䛧䛶䛔䜛䛜䚸஦ົ㈇ᢸ㍍ῶ䜔ሗ㓘ㄳồ䛾ุᐃ䛻᱁ᕪ䛜⏕䛨䛺䛔
䜘䛖䛻䛩䜛ほⅬ䛛䜙䚸⡆᫆䛺䛂య㦂฼⏝ィ⏬䛃䛾ᵝᘧ䜢♧䛩䚹

䕿 䛥䜙䛻䚸య㦂䜢⾜䛖䝍䜲䝭䞁䜾䚸య㦂ᚋ䛾ᆅᇦ⛣⾜䛾ྍྰ䛾ぢᴟ䜑䛜▷ᮇ㛫䛷䛒䜛䛣䛸䜔ᆅᇦ⛣
⾜ᨭ᥼஦ᴗᡤ䛸䛾ㄪᩚ➼䛾㈇ᢸ䜢㋃䜎䛘䚸᪥୰άື⣔䝃䞊䝡䝇䛾య㦂฼⏝ᨭ᥼ຍ⟬䛾ᘬୖ䛢䜢
⾜䛖䛸䛸䜒䛻䚸ึᮇẁ㝵䛻䛚䛡䜛య㦂฼⏝ᨭ᥼䛾ຍ⟬༢఩ᩘ䜢㧗䛟タᐃ䛧䚸䛭䛾ᚋ䛿㏴ῶไ䛻䛩䜛䚹

䕿 䛺䛚䚸᪥୰άື⣔䝃䞊䝡䝇䛾య㦂฼⏝ᨭ᥼ຍ⟬䛜ᆅᇦ⛣⾜䛻ಀ䜛䛂㏦䜚ฟ䛧䛃䛾ᨭ᥼䛾ホ౯䛷䛒
䜛䛣䛸䛻ᑐ䛧䚸ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼䛾య㦂฼⏝ຍ⟬䛻䛴䛔䛶䛿䚸ᆅᇦ⛣⾜䛾య㦂฼⏝䛻ಀ䜛䛂ཷ䛡ධ䜜䛃
䛾ᨭ᥼䛾ホ౯䛷䛒䜚䚸⾲⿬୍య䛾㛵ಀ䛻䛒䜛䛣䛸䛛䜙䚸ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼䛾య㦂฼⏝ຍ⟬䛻䛴䛔䛶䜒䚸
య㦂฼⏝ᨭ᥼ຍ⟬䛻ే䛫䛶ぢ┤䛩䚹

䕿 ຍ䛘䛶䚸య㦂฼⏝䜢ಁ㐍䛩䜛ほⅬ䛛䜙䚸౛䛘䜀䚸᪋タධᡤᨭ᥼฼⏝⪅䛜ኪ䛾䜏▷ᮇධᡤ䜢฼⏝
䛧䚸᪥୰䛿⏕ά௓ㆤ䜢฼⏝䛩䜛ሙྜ䚸᪥୰άື⣔䝃䞊䝡䝇䜢⾜䛖㞀ᐖ⪅ᨭ᥼᪋タ䛾య㦂䛾ᶵ఍䛻
ಀ䜛ᨭ᥼䜢ホ౯䛩䜛య㦂ᐟἩᨭ᥼ຍ⟬䜢๰タ䛩䜛䚹䛺䛚䚸ᆅᇦ⛣⾜ᨭ᥼䛾య㦂ᐟἩຍ⟬䛻䛴䛔䛶
䜒䚸య㦂ᐟἩᨭ᥼ຍ⟬䛾๰タ䜢㋃䜎䛘ぢ┤䛩䚹

ᖹᡂ㻟㻜ᖺᗘ㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼ሗ㓘ᨵᐃ䛾ᴫせ䠄ᢤ⢋䠅

ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻䛴䛔䛶



䕿 ᣐⅬ➼䛻䛚䛡䜛ᑓ㛛ⓗேᮦ䛾☜ಖ䞉㣴ᡂ䛾ᶵ⬟䜢ᙉ໬䛩䜛ほⅬ䛛䜙䚸ᡭཌ䛔యไ䜔ಶู≉ᛶ䛻
ᑐᛂ䛩䜛ᨭ᥼䛾ホ౯䛸䛧䛶䚸㔜ᗘ㞀ᐖ⪅ᨭ᥼ຍ⟬䜢⏕ά௓ㆤ䠄㞀ᐖ⪅ᨭ᥼᪋タ䛜⾜䛖⏕ά௓ㆤ䜢
㝖䛟䚹䠅䛻๰タ䛩䜛䚹

䈜 䠄䠐䠅䛾ຍ⟬䛻䛴䛔䛶䛿䚸ᣐⅬ➼䛾ᶵ⬟䜢䛂ᢸ䛖䛃䞉䛂ᢸ䜟䛺䛔䛃䛷ຍ⟬䛾⟬ᐃ䛾ྍྰ䜢ศ䛡䜛䛣䛸䛿
䛧䛺䛔䚹

䕿 ᣐⅬ➼䛻䛚䛡䜛ᆅᇦ䛾యไ䛵䛟䜚䛾ᶵ⬟䜢ᙉ໬䛩䜛ほⅬ䛛䜙䚸≉ᐃ┦ㄯᨭ᥼஦ᴗᡤ䠄㞀ᐖඣ┦
ㄯᨭ᥼஦ᴗᡤ䜢ྵ䜐䚹䠅䜢୰ᚰ䛻䚸᭶䛻䠍ᅇ䚸ᨭ᥼ᅔ㞴஦౛➼䛻䛴䛔䛶䛾ㄢ㢟᳨ウ䜢㏻䛨䚸ᆅᇦㄢ
㢟䛾᫂☜໬䛸ゎỴ䛻ྥ䛡䛶䚸᝟ሗඹ᭷➼䜢⾜䛔䚸ඹྠ䛷ᑐᛂ䛧䛶䛔䜛䛣䛸䜢ホ౯䛩䜛ຍ⟬䜢๰タ䛩
䜛䚹

ᖹᡂ㻟㻜ᖺᗘ㞀ᐖ⚟♴䝃䞊䝡䝇➼ሗ㓘ᨵᐃ䛾ᴫせ䠄ᢤ⢋䠅

ᆅᇦ⏕άᨭ᥼ᣐⅬ➼䛻䛴䛔䛶

䍾㔜ᗘ㞀ᐖ⪅ᨭ᥼ຍ⟬䛆᪂タ䛇䍿

䜲 ᙉᗘ⾜ື㞀ᐖᨭ᥼⪅㣴ᡂ◊ಟ䠄ᐇ㊶◊ಟ䠅ಟ஢⪅䜢㓄⨨䛧䛯ሙྜ
䠄యไຍ⟬䠅 䠓༢఩䠋᪥
䈜 ᙉᗘ⾜ື㞀ᐖᨭ᥼⪅㣴ᡂ◊ಟ䠄ᐇ㊶◊ಟ䠅ಟ஢⪅䜢㓄⨨䛧䛶䛔䜛᪨䛾ᒆฟ䜢䛧䛶䛚䜚䚸
䛛䛴䚸ᨭ᥼ィ⏬䝅䞊䝖➼䜢సᡂ䛧䛶䛔䜛ሙྜ䛻ຍ⟬䛩䜛䚹䛯䛰䛧䚸ᙉᗘ⾜ື㞀ᐖ䜢᭷䛩䜛
⪅䛜฼⏝䛧䛶䛔䛺䛔ሙྜ䛿ຍ⟬䛧䛺䛔䚹

䝻 ᙉᗘ⾜ື㞀ᐖᨭ᥼⪅㣴ᡂ◊ಟ䠄ᇶ♏◊ಟ䠅ಟ஢⪅䛜䚸ᐇ㊶◊ಟಟ஢⪅䛾సᡂ䛧䛯ᨭ᥼ィ
⏬䝅䞊䝖➼䛻ᇶ䛵䛝䚸ᙉᗘ⾜ື㞀ᐖ䜢᭷䛩䜛⪅䛻ᑐ䛧䛶ಶู䛾ᨭ᥼䜢⾜䛳䛯ሙྜ
䠄ಶேຍ⟬䠅 ���༢఩䠋᪥
䈜 ᐇ㊶◊ಟಟ஢⪅䛾సᡂ䛧䛯ᨭ᥼ィ⏬䝅䞊䝖➼䛻ᇶ䛵䛝䚸ᙉᗘ⾜ື㞀ᐖᨭ᥼⪅㣴ᡂ◊ಟ
䠄ᇶ♏◊ಟ䠅ಟ஢⪅䛜䚸ᙉᗘ⾜ື㞀ᐖ䜢᭷䛩䜛⪅䛻ᑐ䛧䛶ಶู䛾ᨭ᥼䜢⾜䛳䛯ሙྜ䛻ຍ
⟬䛩䜛䚹䛺䛚䚸ᙜヱᇶ♏◊ಟಟ஢⪅䠍ே䛾㓄⨨䛻䛴䛝฼⏝⪅䠑ே䜎䛷ຍ⟬䛷䛝䜛䛣䛸䛸䛩
䜛䚹

Ӑᆅᇦయไᙉ໬ඹྠᨭ᥼ຍ⟬䛆᪂タ䛇ӑ �����༢఩䠋᭶䠄᭶䠍ᅇ䜢㝈ᗘ䠅



 

 障害児に同行援護を提供した場合の障害支援区分に応じた 
加算の請求方法について 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆◆◆ 対処方法 ◆◆◆ 

以下のとおり、【受給者情報】画面の《障害支援区分》欄にて、障害児において、[区分３]に相当する支援の度合

いの障害児に提供する場合には[区分３]、または[区分４]以上に相当する支援の度合いの障害児に提供する場合

には[区分４]を登録します。 

障害支援区分の情報を登録することにより、【同行援護サービス提供実績記録入力】画面での登録時に行われ

る請求明細書自動作成にて、[区分３]、または[区分４]以上に該当する加算が適用されたサービスコードが自動作

成されます。 
 
【受給者情報】画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問：同行援護の障害支援区分３の利用者に提供した場合の加算及び障害支援区分４以上の利

用者に提供した場合の加算について、障害児の場合は、区分３、または区分４以上に相

当する支援の度合いの障害児に提供した場合に当該加算を算定することができるとさ

れているが、実際に簡易入力システムにて請求を行う場合はどのように入力すればよい

のでしょうか。 

 

回答：区分３、または区分４以上に相当する支援の度合いの障害児に提供する場合、【受

給者情報】画面の《障害支援区分》欄にて、区分３、または区分４以上の情報を

登録してください。 

このように登録した場合、【同行援護サービス提供実績記録入力】画面での登録

時に行われる請求明細書自動作成にて、区分３、または区分４以上の加算が適用

されたサービスコードが自動作成されます。 

 【受給者情報】画面の《障害支援区分》欄にて、[区分３]、または[区分４]

の情報を登録します。 

≪[区分３]で登録した場合≫ 

区分３の加算が適用されたサービスコードが自動作成されます。 

≪[区分４]で登録した場合≫ 

区分４以上の加算が適用されたサービスコードが自動作成されます。 

別紙 



  

＜ＦＡＸ送付票＞【障害者支援事業者用】  

［ＦＡＸ送付先］ 

□（横浜市に所在する事業所）  横浜市健康福祉局障害福祉部障害企画課企画調整係宛て 

ＦＡＸ ０４５－６７１－３５６６ 

□（川崎市に所在する事業所）  川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課宛て 

ＦＡＸ ０４４－２００－３９３２ 

□（相模原市に所在する事業所） 相模原市健康福祉局福祉部障害政策課指定・指導班宛て 

ＦＡＸ ０４２－７５９－４３９５ 

□（横須賀市に所在する事業所） 横須賀市福祉部指導監査課宛て 

ＦＡＸ ０４６－８２７－０５６６ 

□（上記４市以外に       神奈川県保健福祉局福祉部障害福祉課事業支援グループ宛て 

所在する事業所）  ＦＡＸ ０４５－２０１－２０５１ 

 

平成30年度制度改正及び報酬改定事業者説明会 

質 問 票 

法 人 名  

事業所番号  

事業所名  

サービス種類  

氏 名  

連絡先 電 話  FAX  

 

質 問 項 目 
 

 

＜質問内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※いただいた質問への回答については、後日らくらくにQ＆Aで掲載する予定です。 

※提出先に☑を入れてください 

（平成30年４月４日・５日・６日開催） 



 


